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第1章 平成4年 情報通信の現況

4年 の我が国経済をみ ると、住宅投資は回復の動 きがみ られ、公共投

資は堅調に推移 した。 しか しなが ら、個人消費 は低 い伸 び とな り、設備

投資は製造業 を中心 に弱含み とな っていた。企業収益は引 き続 き減少 し、

企業の業況判 断は減速感が続いていた。 このよ うに、我が 国経済は引 き

続 き低迷 し、厳 しい状況に直面 していた。

この ように経済が低迷 していた中で、4年 の我が国の情報通信市場 に

つ いて、各事 業の営業収益 等 を3年 と比較す ると、第一種 電気通信事業

者等の新事業者 は順調に成長 しているものの、全体 として伸 び率は鈍化

してい る。 また、情報通信 サー ビスの契約数 等の伸 び率 について も3年

と比較 す ると、第一種 電気通信事業者等の新事業者契約数 は伸びてい る

ものの、全体 としては鈍化 してい る。

本章では、情報通信及び情報化 の動向 を取 り上 げ、4年 の情報通信 の

現況 を概観す る。

第1節 情報通信サービスの動向

1国 内情 報通信 サー ビスの動向

4年 におけ る主 な国内情報通信サー ビスは、GNPの 伸 び率 が低下 し

ていた中で、情報通信 サー ビスの契約数等の伸 び率 も鈍化 してい る。

電気通信分 野 では契約数等の伸び率 が全体 と して鈍化 してい る中で、

ISDNサ ー ビス、高速デ ジタル伝送サー ビス、 自動車 ・携帯電話サー

ビス等の伸 びは大 きい.
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第1章 平成4年 情報通信の現況

第1-1-1図 国 内通信の動向

(昭和57年度末こ100)
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郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.高 速 デ ジタ ル 回線数 は昭 和60年 度 末 、衛 星放 送 受信 世 帯 数 は昭 和62年 度 末、I

SDN回 線数 は昭 和63年 度 末 を100と した。

2.ISDN回 線 数 は 基本 イン タ フ ェー ス(INSネ ッ ト64)の 回線数 で あ る。

放送分野 では衛星放送や都市型ケー ブルテレビ等の新 しいメデ ィアの

契約数の伸びが大 きい。

郵便においては・ 引受 物数は増加 して いるものの、伸 び率 は低下 して

いる(第1-1-1図 参照)。

ここでは・主 な国内情報通信サー ビスの動 向について概観す る
。

(1)国 内電気通信 サー ビス

4年 の国内電気通信サー ビスに関 して・電話サー ビスにおいては
、契

約数・通話回数等の伸 び率は鈍 化 している・一方、NTTの 加 入者線交

換機 のデ ジタル化の進展に伴 い・料金の分野において、選択制電話料金
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サー ビス制度の提供 が始 まるな ど、多様 な電話サー ビスが進展 してお り、

サー ビスの向上が図 られてい る。

移動通信 サー ビスの分 野においては、 無線呼出 しサー ビスと自動車 ・

携帯電話サー ビスの契約数 の伸 び率 は鈍化 してい るものの、無線呼 出し

サー ビスが前年 同期比14.0%増 、 自動車 ・携帯電話サー ビスが同42.5%

増 と引 き続 き増加 してい る。4年10月 に9社 目の新事業者がサー ビスを

開始 し、全 国で新事業者の提供す る自動車 ・携帯電話サー ビスが受け ら

れるようにな り(県 域の一部の地域での提供 も含む。)、今後サー ビス提

供地域 の一層の拡大が進 む もの と思われ る。

専用サ ー ビスにおいては、企業等における高度化 ・高速化す る情報通

信に対す る需要に支 え られて高速デジタル伝送サー ビスが、前年 同期 比

33.9%増 と引き続 き増加傾 向にあ る。 また、各社 によ り高額利用者への

割引料金制度の提供 が開始 され、サー ビスの向上が図 られてい る。

高速 ・高品質のデ ジタル公衆網 であるISDNサ ー ビスは、NTTの

加 入者線交換機 のデ ジタル化の進 展 も伴 って、サー ビス提供地域 が前年

同期比36.5%増 、契約 回線数が同100.6%増 と、 ともに伸びている。

衛星通信サー ビスの分野 においては、企業内映像情報伝 送等の衛星通

信の特長 を活か した需要が増大 してお り、通信衛星 を利用 したサー ビス

の提供が進んでい る。4年12月 には新 たな通信衛星 の打 ち上げが成功 し、

5年2月 よ り運用が開始 されてい る。

このよ うに高度化 ・多様化す る電気通信サー ビスの 中で、利用者に とっ

ては、 自己のニーズ ・利用形態等に応 じて事 業者、サー ビス、料金等 を

選択す る幅が広 まって きてい る。 また、技術 開発等 によ り情報通信機器

について も高度化 ・多様化 は進展 しつつあ り、利用者へ のサー ビスの向

上 が図 られてい る。
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ア 電話サー ビス

(ア)契 約数及びサ ー ビス提供地域

(NTTの 動 向)

NTTの 加入電話等契約数は、4年9月 末現在5,720万 契約 であ り・伸

び率 は、対前年 同期比2.9%増 となっている。

加 入電話等のサー ビスは、加入種 類によって一般加入電話等(単 独電

話、共 同電話、地域 団体加入電話及 び有線放送電話接続回線)と 集 団電

話(事 業所集団電話及 び地域集団電話)と に区分 されている。

契約数全体の9割 以上 を占め る一般加入電話契約について、事務用 と

住宅用 とに分 けてみる と、4年9月 末現在 、事務用は1,784万 契約(対 前

年 同期比2.6%増)、 住宅用は3,899万 契約(同3.1%増)で あ る。契約数

第1-1-2図 事務用・住宅用一般加入電話契約数及び伸び率(前年同期比)

の推移
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の伸 び率 でみ る と、3年 度以降事務用の伸 び率 の低下幅が住宅 用 よりも

大 き く、事務用、住宅 用の伸 び率は、それぞれ対前年同期比 で1.2ポ イン

ト、0.5ポ イン ト低下 している(第1-1-2図 参照)。

(新 第一種電気通信事業者の動向)

長距離系新 第一種電気通信事 業者(第 二電電㈱ 、 日本 テレコム㈱及び

日本高速通信㈱)3社 の市外電話サー ビス契約数(ID登 録数 の3社 単

純集計)は 、4年9月 末現在、1,682万 契約(対 前年 同期 比32.6%増)、

ID登 録実数(注)は、1,137万 回線(同40.0%増)で あ り、NTTのID登

録可能な加 入電 話契約数 に 占め るID登 録実数 の割合 は対前年 同期 比

5.2ポ イン ト増の19.9%と なった。

第1-1-3図 長 距離系新第一種電気通信事業者の電話サービス提供地域

(4年 度末現在)

聲/

窯鷺
(注)県 域の一部地域の場合を含む。

口3社 かサーヒ スを提供 している地 域

口2社 かサーヒ スを提 供 している地域

(注)長 距離系新事業者の利用回線で、ID番 号送出機能 を受けてい る契約 回線数

(各社に またが る重複分 を除いた実数)の ことである。
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新事業者が市外電話サー ビスを提供 している地域(一 部地 域の場合 を

含む。)を各社 別にみ ると、4年 度末現在、第二電電㈱ 及び 日本テレコム

㈱ は全国で(対 前年度末比2県 増)、 日本高速通信㈱ は28都 府 県(同8県

増)で あった(第1-1-3図 参照)。

一方
、地域系新第一種電気通信事業者の うち、唯一加 入電話サー ビス

を提供 している東京通信 ネッ トワー ク㈱(電 話サー ビス開 始は昭和63年
も

5月)の サー ビス提供地域は、東京 、神奈川、千葉、埼玉、群 馬、栃木、

茨城、 山梨及び静岡の9都 県の一部の地域 であ り、加入電話契約数 は、

4年9月 末現在、8,172契 約(対 前年同期 比57 .0%増)で あ った。

(イ)ト ラ ヒック状況

3年 度 におけ る総通話回数 と総通話時間(NTT、 第二電電㈱ 、 日本

テレコム㈱ 、 日本高速通信㈱及び東京通信 ネッ トワー ク㈱ の5社 合計)

は、それ ぞれ768.7億 回(対 前年度 比2.4%増)、36億1千 万 時 間(同

4.4%増)で あ った。

電話の利用状 況 を米国 と比較 してみ る と、1人 当た りの通話回数及び

1加 入契約 当た りの通話回数 が ともに米国の方が3倍 近 い利用量 となっ

ている・米国 と日本 では、国土の広 さや コ ミみニケー ションの在 り方 と

いった社会環境 の相違や 、米国は 日本 と比べ料金 ・サー ビスの多様化 が

進んでい るな ど、電話サー ビス制度の在 り方が異 なるため に単純には比

較で きないが・我が国の電話利用 も今後 まだ伸 びる余地が あるもの と考

え られる(第1-1-4表 参照)。

総通話 回数 をNTTと 新事業者(4社 の合計)別 にみ ると、NTTは

732・7億 回(総 通話回数 に占め るシェア95・3%)、 対前年度 比0 .9%の 微増

であるのに対 して・新事業者は36・0億 回(同4・7%)、 同46 .9%の 大幅増

であった・新事業者 の通話 回数 の大幅 な増加 は主 に県間通話に よるもの

であ り・県間通話 の通話回数 は141・1億 回で総通話回数の18.4%を 占め て
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第1-1-4表1人 当たり及び1加 入契約当たりの電話利用状況

1人 当たり利用状況 1加 入契約当たり利用状況

通 話 回 数 通 話 時 間 通 話 回 数 通 話 時 間

日 本 約1.7回 約4.8分 間 約3.7回 約10,5分 問

(参考)
米 国

約4.7回 約9.6回

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.上 記 は1日 あ た りの 通 話 回数 または 通 話時 間。

[算 式](通 話 回数 〔また は通話 時 間 〕/人 口 〔また は加 入数 〕)÷年 間 日数

2.使 用 デ ー タは 、 日本 は3年 度(1991年 度)、 米 国 は1989年 度 。

・日本 … … 人 口:12 ,420万 人。加 入数:5,626万 加 入。通 話 回数 、通話 時 間 は本

文 参 照。
・米 国… … 入 口:24

,785万 人。 加 入数:12,148万 加 入。 通話 回数:4,261億 回。

お り、この 県間通話回数 をNTTと 新事業者別 にみ ると、NTTが109.6

億 回、対前年 度比4.4%の 減 少であるのに対 して、新事業者は31.5億 回、

同45.8%の 大幅 な増加 であった。 これに伴い、新事業者 の県間通話 にお

け るシェアは前年 度の15.9%か ら6.5ポ イン ト上 昇 して22.4%と なった

(第1-1-5図 参照)。

なお、東京都、大 阪府、愛知 県相互の通話 をみてみ ると、新事業者の

通話回数は、 この3都 府県相互 間の通話回数 の51.0%を 占めてい る。 た

だ し、 この3都 府県相互間の通話 回数は県間通話回数 の5.1%に 相 当す

るものである。

(距離段階別通話 回数 ・通話時 間)

総通話 回数及 び総通話時 間を「区域 内通話」(3分 間の通話が10円 でか

け られる単位 料金区域 の中に終始する通話)、 中距離の 「100km以 内」及

び遠距離 の 「100km超 」 のよ うに距離段階別 に分 けてみ ると、「区域内通

話」の通話 回数及び通話時間 は、508.0億 回(総 通話 回数 の66.1%)、21

億3千 万時間(総 通話 時間の59.0%)で あ り、「100km以 内の通話」が195.6

億 回(同25.4%)、10億9千 万時 間(同30.1%)で あ り、「100kmを 超える
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第1-1-5図NTT、 新事業者の県間通話回数 におけるシェア(3年 度)

ダイヤル総通話回数768,7億 回 〔750.6億回〕

県 内 通 話

627,6億 回 〔614.4億 回 〕

81.6%〔81.9%〕

県問 通 話

141,1億 回

18.4%

,一 一'一 一

一

____一 一 一 一 一'一 一一

2
「

NTT

109,6憶 回 〔114.6億 回 〕

77.6%〔84.1%〕

新 事 業 者

31.5億 回

22.4%

〔136.2億 回 〕

〔18ユ%〕

〔21.6イ意回〕

〔15.9%〕

0 102030 40 50 607080 90 100%

東京都、大阪府、愛知県相互の通話におけるシ ェア

県問通話141.1億 回

東 京 都 、 大 阪 府 、 愛 知 県 相 互 間

7.2f意 回 〔7.1f意回 〕

5.1%〔5.2%〕

NTT

3.5億 回

49.0%

〔3.9イ 意回〕

〔54.2%〕

NCC

3,7億 回

51.0%

〔3,3イ 意回〕

〔45.8%〕

__L_____L_______L_____」_____」

0102030405060

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注ノ 〔 〕 内は前 年 度 の数 値 で あ る。

7080 90 100
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第1-1-6図 電 話サービス 距離段階別通話回数及び通話時間(3年 度)

NTTと 新事業者4社 の合計

区域内10Qkm以 内100km超

通話 回数

(億回)

通話時間

(百万時間)

(59、0%) (30./%) (10,9%)

768.7

3,611

0102030405060708090100%

NTTの 市 外通 話 に お け る距離 段 階別 通 話 回数 及 び通 話 時間

1⑪Gkm以内100km超

通話 回数

(億 回)

通話時間

(百万時間)

(78.1%) (21.9%)

224.8

1,314

0102030405060708090100%

新 事 業 者4社 の 市外 通 話 に おけ る距離 段 階別 通 話 回数 及 び通 話 時 間

100km以 内100km超

通話回数

(億回)

通言舌時間

(百万時間1

(37.2%) (62.8%)

36

167

OlO2030

郵 政 省 資料 に よ り作 成
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通話」が65.1億 回(同8.5%)、3億9千 万 時間(同10.9%)で あった(第

1-1-6図 参照)。

さらに、NTTと 新事業者別 に市外通 話の通話 回数及び通話時間 を距

離段階別構成 比でみる と、NTTの 市外通話 につ いては、通話回数が・

「100k皿以内の通話」 で80.8%(対 前年度 比2.2ポ イン ト増)、 「100kmを 超

える通話」で19.2%(同2.2ポ イン ト減)で 、通話時間が、「100km以 内の

通話」で78.1%(同1.9ポ イン ト増)、 「100kmを 超 える通話」で21.9%(同

1.9ポ イン ト減)で あった。新事 業者の市外通 話につ いては、通話回数 が・

「100km以 内の通話」で39.3%(同2.1ポ イン ト減)、 「100kmを超 える通 話」

で60.7%(同2.1ポ イン ト増)で あ り、通話時間が 「100km以 内の通話」

で37.2%(同2.4ポ イン ト減)、 「100kmを超 え る通話」で62.8%(同2.4ポ

イン ト増)で あった。

(通話時間別通話 回数)

総通話回数 を通話時間別 にみる と、「1分 以 内に完了する通話」の回数

が392,9億 回(対 前年度比2.8%増)で 最 も多 く、総通話回数 の51.1%(同

0.2ポ イ ン ト増)を 占めてお り、以下、「1～3分 」の通話 回数は同29.1%

(同0.6ポ イン ト減)、 「3～5分 」の通話 回数 は同8.1%(同0.1ポ イン ト

減)、 「5～10分 」の通話 回数 は同6.3%(同0。1ポ イン ト増)、 「10分を超

える」通話 回数 は同5.4%(同0.4ポ イン ト増)で あった。通話時間が長

くなるにつれ通話回数は減少す る傾向にあ り、 また、1分 以内の通 話 と

5分 を超 える通話の 回数 の割合 が前年度 より増加 した(第1-1-7図

参照)。

NTT、 新 事業老別 では、 この傾 向はほぼ 同様で あった。

(時間帯別通話回数 ・通話時間)

総通話 回数 を1日 の時間帯別にみ ると、9時 か ら10時 の1時 間 におけ

る通話 回数が72.2億 回で最 も多 く、全体 の9.4%を 占めてい る。NTT及
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第1-1-7図 電 話サー ビス 通話時間別通話回数(3年 度)
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び新事業者別にそれぞれの通話回数構成比 をみ ると、NTTは 、昼間(8

時か ら19時)77,4%(対 前年度 比0。4ポイ ン ト減)、 夜間(19時 か ら23時)

16.7%(同0.1ポ イン ト増)、 深夜早朝(23時 か ら翌朝8時)5.9%(同0.3

ポイン ト増)で あ り、新事 業者は、昼間89.4%(同0.8ポ イン ト減)、 夜

間8.6%(同0.4ポ イン ト増)、 深夜早朝2.0%(同0.4ポ イ ン ト増)で あっ

た。NTT、 新事 業者 ともに、昼 間の割合が減少 し、夜間及び深夜早朝

の割合が増 える傾 向にある。

また、総通話時間 を1日 の時間帯別にみ ると、21時 か ら22時 の1時 間

におけ る通話時間が295億2千 万時間で最 も多 く、全体の8.2%を 占めて

いる。NTT、 新事業者別 にそれぞれの通話時間構成比 をみ ると、NT

Tは 、昼 間61.1%(対 前年度 比7.5ポ イン ト減)、 夜間29、6%(同6.9ポ イ

ン ト増)、 深夜早朝9.3%(同0.6ポ イン ト増)で あ り、新事業者は、昼間
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75.0%(同3.4ポ イン ト減)、 夜間18.3%(同2.3ポ イン ト増)、 深夜早朝

6.7%(同1.1ポ イン ト増)で あった。NTT、 新事業者 ともに、昼間の

割合が減少 し、夜間及び深 夜早朝の割合が増 える傾 向にあ る。

1日 の時 間帯別通話の傾 向 としては、通話回数 は、 ピー クが9時 か ら

10時 に生 じてお り、13時 か ら14時 及び16時 か ら18時 の比率が高 くな って

い るのに対 して、通話時間は、 ピー クが21時 か ら22時 に生 じてい る。通

話 回数の傾向については、昼間の業務用 の通話が大 きな影響 を与 えてお

り、通話時間の傾 向につ いては、夜間の家庭 での長電話が大 きな影響 を

与 えてい るこ とがわか る(第1-1-8図 参照)。

(ウ)加 入者線交換機 端子数

4年9月 末現在のNTTの 加 入者線交換機 の総端 子数 は、6,154万 端子
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であった(対 前年同期比2.4%増)。 その うち、長 距離系新事業者 に加 入

契約 が可能 な端子であ るID送 出可能端子数は5,631万 端子で、総端子数

に 占め る比率 は91.5%(同6.3ポ イン ト増)で あ った。 また、高度 な付加

サー ビスや料金の多様化 を実現するための基礎 となるデ ジタル交換機 の

端子数は3,203万 端子 で、総 端子数 に占め る比率 は52.0%(同9.5ポ イン

ト増)で あった。

一方、新事業 者である東京通信 ネ ッ トワー ク㈱ の加入者線交換機の総

端子数 は、4年9月 末現在、1万9,737端 子(対 前年同期比49.4%増)で

あ り、全端子がデ ジタル交換機の端子であ ワ、ID送 出可能端子 であ る。

イ7ア クシ ミリ通信網サー ビス

送信情報の蓄積機能等の付加機能がネ ッ トワー クに付与 され、ネ ッ ト

第1-1-9図 フ ァクシミリ通信網サービス契約数の推移
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ワー クが同報通信等のサー ビスを提供す るNTTの ファ クシ ミリ通信網

サー ビスの契約数 は、4年9月 末現在 、51万2,444契 約(対 前年 同期 比

12.2%増)で あった。 昭和56年9月 にサー ビス を開始 して以来、契約数

は順調 に増加 している(第1-1-9図 参照)。

ウ 移動通信サービス

(ア)無 線呼出 しサー ビス

4年9月 末現在 におけ る無線呼出 しサー ビスの総契約数(NTT移 動

通信網㈱ と新第一種電気通信事業者36社 の合計)は 、633万2,992契 約(対

前年同期比14.0%増)で あった(第1-1-10図 参照)。

総契約数 をNTT移 動通信網㈱及び新事業者別 にみる と、NTT移 動

通信 網㈱ の契約数 は、405万2,945契 約(同9.9%増)で あ り、新事業 者の

契約数(新 事業者36社 の合計)は 、228万47契 約(同22.3%増)で あ った。

総 契約数 におけ る新事業者の シェアは、4年9月 末現在36.0%で あ り、

第1-1-10図 無線呼出し契約数及び新事業者のシェアの推移
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前年同期 よ り2.4ポ イン ト増加 してい る。

無線呼 び出 しサー ビスにつ いては、既 に、全国でNTT移 動通信網㈱

と新事業者 のサー ビス を選択す ることが で き、 また、首都 圏等の一部地

域では、他県で も使用 で きる広域呼び出 しサー ビスがNTTと 新事業者

で提供 され てい る。

(イ)自 動車 ・携帯電話サー ビス

4年9月 末現 在の 自動車 ・携帯電話サー ビスの総契約数(NTT移 動

通信網㈱ と新事業 者8社 の合 計)は155万3,872契 約 で、対 前年 同期 比

42.5%増 であ り、総 契約数の伸び率 は鈍化 してい るものの、依然大 きな

伸び率 を示 して いる(第1-1-11図 参照)。

第1-1-11図 自動車 ・携帯電話契約数及び新事業者のシェアの推移
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(注)自 動車 ・携 帯 電話 サ ー ビス契約 数 の合 計 であ る。
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総契約数 をNTT移 動通信網㈱及 び新事業 者別 にみる と、NTT移 動

通信網㈱の契約数 は、94万4,897契 約(同41.6%増)で あ り、新事業者 の

契約数(新 事業者8社 の合計)は 、60万8,975契 約(同43.9%増)で あっ

た。総契約数 における新事 業者のシェアは、4年9月 末 現在39.2%で あ

り、前年同期 よ り0.4ポ イン ト増加 している。

4年 度新 たにサー ビスを開始 した新事業者については、4年10月 に沖

縄セル ラー電話㈱が事業 を開始 し、4年 度末現在、9社 が全 国(県 域等

の一部地域 の場合 を含む。)でサー ビス を提供 してお り、前年度末 に比べ

て1社 、6県 増加 した。

4年12月 には、 日本移動通信㈱ と各 地域セ ルラー電話㈱ との間でロー

ミング(自 己のサー ビス提供 区域にいる相手事 業者 の加入 者に対 して、

移動電話のサー ビスを受 け るこ とを可能 とす るサー ビスで、NTT移 動

通信網㈱ と新事業者相互間 では従来 より提供 中。)の 提供 が開始 された。

また、5年3月 には、通話 品質の向上、高度 な秘話通信 の実施可能等 の

特徴 を有す るデジタル方式 の自動車 ・携帯電話サー ビスが、NTT移 動

通信網㈱ によ り開始 された。

(ウ)そ の他の移動通信サー ビス

第一種電気 通信事業 者が提 供す るその他 の移動 通信 サー ビス と して

は、従 来か らNTTが 提供 してい る船舶 電話、列車公衆電 話、航 空機公

衆電話等のサー ビス と、新事業 者が提供 を開始 したサー ビスがあ る。

NTT移 動 通信網㈱に よ り提供 されてい る船舶電話サー ビスは、昭和

34年 にサー ビスが開始 され、4年9月 末現在 の契約 数 は2万2,763契 約

(対前年同期 比19.9%増)で あ り、航空機公 衆電話 は昭和61年 にサー ビス

が開始 され、4年9月 末現在164台(同22 .4%増)が 設置 されてい る。 ま

た、NTTに より提供 されている列車公衆電話は、昭和40年 に東海道新

幹線においてサー ビスが開始 された後、 山陽、東北及び上 越新幹線等 と
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利用可能 な列 車が拡大 され、4年9月 末現在1,362台(同12.0%増)が 設

置 されて いる。

一方
、新事業 者 が提 供す る移動通信 サー ビスで あるマ リ不 ッ ト電 話

サー ビスは、4年9月 末現在3社 がサー ビスを提供 してお り、総契約数

は3,427契 約(対 前年 同期比45.4%増)で あった。 同 じく簡易陸上移動無

線電話(コ ンビニエ ンス ・ラジオ ・フォン)サ ー ビスは、4年9月 末現

在4社 がサー ビスを提供 してお り、総契約数 は7,349契 約(同16.8%増)

であった。 また、元年12月 に 日本 シティメデ ィア㈱ がテレター ミナル シ

ステムによ りサー ビス を開始 したデジタルデー タ伝送サー ビスの4年9

月末現在 の契約数は1,'467契 約(同40.0%増)で あった。

一
」

凝

r黎 ・

一
う舜

しゐ ロ
ー 認 一

岬〆 卜
・・
瀦 莚 ド ρ

7
雰鼻
幽

テ レター ミナルシステム

工 専用サー ビス

専用サー ビスには、一般専用サー ビス、高速デ ジタル伝送サー ビス・

映像伝送サー ビス、テレビジ ョン放送中継サー ビス・無線専用サー ビス
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等があ る。 映像伝送サー ビスには、 サー ビスの高 品質化 ・多様化 に対す

る需要に応 えるため、高品質映像伝 送が可能 な広帯域の映像伝送サー ビ

スであるデ ジタル映像伝送方式のサー ビス(150Mb/s)が4年4月 よ

りNTTに よ り、 また、4年10月 か ら12月 に地域系新事 業者に よ り新 た

に提供 されている。

ここでは、近 年伸 び率が著 しい高速伝送 が可能 な高速 デ ジタル伝送

サー ビスと、国内専用サー ビスの総回線数の9割 以上 を 占め る一般専用

サー ビスについてその動向 を概観す る。

(ア)高 速 デジタル伝送サー ビス

高速デ ジタル伝送サー ビスは、①デー タ伝送 と電話 を統合 した利用 、

②LAN相 互間の高速デー タ伝送、③広 帯域 を要す るテ レビ会議 等の企

業情報通信ネ ッ トワー ク等の回線 として利用 されてい る。

高速デ ジタル伝送サー ビスの総 回線数(NTTと 長距離系及び地域系

新 第一種電気通信事業者10社 の合計)は 、4年9月 末現在1万7,248回 線

で対前年同期 比33。9%増(伸 び率 は1.8ポ イン ト増)で あ り、増加傾 向に

あ る。この うち、新事業者の回線数 は4,504回 線、対前年同期 比32.2%増

であ り、総 回線数 におけるシェアは26.1%で 前年 同期 よ り0。3ポイン ト減

少 した(第1-1-12図 参照)。

主 なサー ビス品 目別 に総回線数 を見 る と、64kb/s回 線 は5,884回 線(新

事業=者のシェア13.9%)で 対前年同期 比70.4%増 、384kb/s回 線 は2,655

回線(同29,1%)で 同14.2%増 、768kb/s回 線 は2,659回 線(同34.4%)

で同9.0%増 、1.5Mb/s回 線 は2,172回 線(同38.5%)で 同15.7%増 、6

Mb/s回 線は500回 線(同41.2%)で 同10.9%増 であった。 サー ビス品 目

別 回線数の伸びは、全体 として速度 の遅 い回線ほ ど増加傾 向が大 きい。

また、サー ビス品 目別 回線数におけ る新事業者の シェアは、速度の速 い

回線 ほ ど大 きい傾 向にあ った。
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高速デジタル伝送サービス回線数及び新事業者のシェアの推移
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企業 等にお ける高度化、大容量化及 び高性能化 してい る自社 内のネ ッ

トワー クの構築 等に より、高速 デ ジタル伝送サー ビスに対す る需要は依

然高 く、回線数 の伸 び率は3年 に引 き続 き拡大傾向にあることが うかが

える。

(イ)一 般専用サ ービス㈱

一般専用 サー ビスは
、①電話 、ファクシ ミリ通信 のほか、②銀行の預

金業務 のオン ライン処理 、③航空会社 の座席予約業務の リアルタイム処

理、④ 流通業 のPOSシ ステム等のデー タ伝送、⑤放送業のラジオ放送

中継等に利用 されてい る。

(注)一 般専用サー ビスは、アナログ伝送によって決め られた周波数帯 を利用でき

る 「帯域品目」と、デジタル伝送により一定の伝送速度を保証 している 「符号品

目」に大別される。
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第1-1-13図 一般専用サービス回線数の推移
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一般専用サー ビスの総回線数(NTTと 長距離系及び地域 系新 第一種

電気通信事業者10社 の合計)は 、4年9月 末現在98万9,858回 線であ り、

対前年同期 比5.4%増(伸 び率は2.8ポ イン ト減)で あった(第1-1-

13図 参照)。

総 回線数 を帯域 ・符号 品 目別 にみ る と、帯域 品 目の総 回線数 は67万

6,841回 線で対 前年 同期比3.8%増(伸 び率 は3.4ポ イン ト減)で あ り、主

なサー ビス品 目別 では、電話網相 当の規格 を有す る3.4kHz回 線及び音

声伝送 回線が大 部分(帯 域品 目の回線数の98,5%)を 占めてお り、 これ

ら品 目の総回線数 は66万6,774回 線で対前年 同期比3.9%増(伸 び率 は3.3

ポイン ト減)で あ った。一方、符号品 目の総 回線数は31万3,017回 線 で同

9.1%増(同1.5ポ イン ト減)で あ り、主なサー ビス品 目別 では、50b/s回

線 は24万7,300回 線 で同8.0%増(同0,8ポ イ ン ト減)、2,400b/s回 線 は

5,539回 線で同7.3%増(同18.4ポ イ ン ト増)、4,800b/s回 線 は8,837回 線
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で同13.3%増(同1.4ポ イン ト減)、9,600b/s回 線 は3万5,363回 線で同

23.5%増(同16.1ポ イン ト減)で あった。

また、新事業者の総 回線数 は9,292回 線 であ り、総 回線数におけ るシェ

アは0,9%(伸 び率 は0.2ポ イン ト増)で あった。

オ デジ タルデータ伝送サー ビス

NTTの 提供 す るデ ジタルデー タ伝 送 サー ビスに は、パケ ッ ト交換

サー ビス及び回線交換サー ビスがある。回線交換サー ビスの回線数 は減

少傾 向にあ るのに対 して、パケ ッ ト交換サー ビスの 回線数 は順調な増加

傾 向を示 している(第1-1-14図 参照)。

パケ ッ ト交換サー ビスの 回線数 は、4年9月 末現在36万3 ,661回 線、対

前年 同期 比20.6%増 であ った。特 に、電話網 を介 してパ ケッ ト交換網に

第1-1-14図 デジタルデータ伝送サー ビス回線数の推移
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ア クセスす る第2種 パケ ッ ト交換サー ビスの回線数 は、4年9月 末現在

31万7,435回 線、対前年 同期比25.9%の 増加 であ り、サー ビスが開始 され

た昭和60年 以 降、順調に増加 してい る。 この要 因 としで は、パ ソコンや

高機 能電話機 等の普及に伴 って、 ホームバンキング、各種 のデー タベー

スアクセス、企業の受発 注 システム及び通信 ゲーム等の利用が進展 しつ

つ あることな どが ある。

回線交 換サー ビスは、2年 度 以降減少傾 向に あ り、4年9月 末現 在

8,222回 線で対前年 同期比3.1%減 であった。

また、新事業者の提供 す るデ ジタルデー タ伝送サー ビスには、地域系

新事業者の中部 テ レコ ミュニケー ション㈱ が、4年4月 よ りパ ケ ッ ト交

換サー ビスを開始 してお り、4年9月 末現在、142回 線 を提供 している。

カISDNサ ー ビス

ISDNサ ー ビスは、音声 による通信、 ファクシ ミリ、 デー タ及 び映

像等 の情報 を大量に、高 品質かつ経済的に伝送 したい とい う高度化 、多

様化す る情報通信 の需要 に応 えるため、デジタル ネッ トワー クに よ り提

供 す るサー ビスであ る。現在、NTTが 提供 して いるISDNサ ー ビス

には、基本 インタフ ェー スによるINSネ ッ ト64と 、 よ り高速な通信 も

可能 なINSネ ッ ト1500が ある。 さらに、通信形態 に応 じた通信 モー ド

の選択 が可能 であ り、通信 モー ドの種 類には、通話、デ ジタル通信(64

kb/sの ほか、1次 群 インタフ ェースは384kb/s及 び1.5Mb/sの 選択が

可能)、パケ ッ ト通信が ある。さ らに、通話中着信通知、フレックスホ ン㈱

等の電話サー ビスよ りも高度 な付加サー ビス もある。

INSネ ッ トサー ビスの利用分野 としては、①高 品質音声通信 による

電話会議、②高速 ・高精細画像伝送 による写真等のフ ァクシ ミリ通信や

(注)INSネ ッ トの契約者が付加機能 として受けられ るサービスで、 コー ルウェ

イティング機能等4つ の機能がある。
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電 子写 真 の転 送 、③ 経 済 的 な高 速 デ ジ タル通 信 に よ るテ レ ビ会 議 、 ④ コ

ン ビニ エ ンス ス トア等 の 売上 高管 理 、⑤ デー タベ ー ス に対 す る情 報検 索 、

等 が あ る。

NTTに よ り提 供 され て い るISDNサ ー ビス につ い て、 サー ビス提

供地 域 数(注)は、4年12月 末 現在2,321地 域(対 前 年 同期 比36.5%増)と な っ

第1-1-15図lSDNサ ー ビス契約回数及び提供地域数の推移
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(注)こ の場合 の地域は、NTTの 加 入電話サー ビスにおける電話加 入区域 と同一

の ものである。
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た。提供地域数の増加 によ り契約 回線数 も増加傾 向にあ り、4年12月 末

現在INSネ ッ ト64が13万5,834回 線(同100.6%増)、INSネ ッ ト1500

が同2,769回 線(同110.1%増)で あ った(第1-1-15図 参照)・

ISDNの 特長 を生か した上記の ような分野での利用形態が増 えて き

てお り、今後 も契約回線数 は増加 してい くもの と考 えられ る・

キ 衛星通信サー ビス

衛星通信サー ビスは、衛星通信が有 するサー ビスエ リアの広域性 、 回

線設定 の柔軟性、伝達 の同報 性等の特徴 を利用 して、NTTが 昭和59年

11月 に通信衛星2号(CS-2)に よ り開始 した。NTTは 、離 島通信、

災害対 策、臨時 回線の設定 等に衛星通信 を利用 して きてお り、新 しいサー

ビス として衛星デ ジタル通信サー ビスや衛星 ビデオ通信サー ビス等 も提

供 してい る。衛星系新第一種電気通信事業者 として、 日本通信衛星㈱ が

元年4月 に通信衛 星のJCSATに よ り衛星通信 専用サー ビス等 の提供

を開始 し、 また宇宙通信㈱ が同年7月 に通信衛星 のスー パーバー ドによ

り専用サー ビスの提供 を開始 した。宇宙通信㈱ は、所有 していた通信衛

星の不具合 のために衛 星通信サー ビスを停止 していたが、4年2月 に新

たなスーパー バー ドBの 打 ち上 げに成功 し、4年4月 よ リサー ビスの提

供 を再開 した。 さらに、4年12月 に新 た なスーパーバー ドAの 打 ち上 げ

に成功 し5年2月 か ら実用に供 してい る。

衛星通信サー ビスを利用 したサー ビス事例 には、サテ ライ ト・ニュー

ス・ギャザ リン グ㈱、ケーブルテ レビへの番組配給、企業内映像情報伝送

等が あ り、通信衛星 を利用 したサー ビスの提供が進 んでい る。

5年3月 末現在運用 中の通信衛星 は、衛星 を開発 した宇宙 開発事業団

(注)パ ラボラアンテナ等の送信機器 を積んだ車載局や可搬局 を取材現場に送 り、

そこか ら通信衛星を経由 して、送信スタジオにニュース素材 を送 るシステムで

ある。
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と現在利用 してい るNTT等 が共同所有 してい る通信衛星3号 一a(C

S-3a)及 び通信衛星3号 一b(CS-3b)、 日本通信衛星㈱ のJC

SAT-1及 びJCSAT-2、 宇 宙通信㈱ の スーパーバー ドA及 び

スーパーバー ドBの6機 であ り、 トランス ポンダ(電 波 中継器)数 は140

本(CS-3の24本 、JCSATの64本 、スーパーバー ドの52本)で あ

る。 また、通信衛 星 を利用 して情報 の送受信 を行 う地球局 として無線局

免許 を受けてい る数 は、4年12月 末現在2,538局(NTT203局 、 日本通

信衛星㈱1,316局 、宇宙通信㈱1,222局)で あった。

ク 電報サー ビス

4年 度上半期 の電報通数 は、2,181万通 であ り昭和61年 度以降総 通数の

増加傾向は続いていたが、対前年度同期比1.4%減 とな り、4年 度 上半期

は前年度同期 と比べ て減少 した(第1-1-16図 参 照)。

4年 度上半期 の電報通数 の内訳 は、一般電報が202万 通 で対前年 度同期

比で2.5%増 、慶弔電報1,979万 通で同1.8%減 であった。慶弔電報 の通数

は電報通数 の90.7%を 占めているが、4年 度上半期 の慶 弔電報の通数は

前年同期 通数 を下 回った。 また、昭和60年 度以降にサー ビスが開始 され

た 「メロデ ィ」、「押 し花」 等の付加価値電報の通数 が慶 弔電報に 占め る

割合 は増加 を続 けてお り、4年 度上半期 の付加価値 電報 の通数は1,195万

通 で対前年度同期比18.3%増 であ り、慶 弔電報の通数 の60.4%を 占め た。

ケ ビデオテ ックス通信サー ビス

キャプテン方式に よるビデ オテックス通信サー ビスがNTTに よ り提

供 されてお り、 ビデオテ ックス通信サー ビスの利用契約数 は、5年2月

末現在13万7,772契 約 で対前年同期 比14.4%増 であった。契約数 を家庭用

と事業所用 とに分 け ると、事業所 用の利用契約数6万7,736契 約(対 前年

同期 比9.5%増)に 対 して、家庭用の利用契約数は7万36契 約(同19.6%

増)と なってお り、家庭用の伸 びが事業所用 を上 回ってい る。
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第1-1-161図 電報通数の推移
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ビデォテ ックス通信 サー ビスで利用頻度が高いサー ビス分 野は、事業

所用ではニュー ス・天気予報サー ビス分野 で、事業所用 での利 用の約25%

を占め、家庭用 では趣味・娯楽サー ビス分野及びホー ムシ ョッピングサー

ビス分 野であ り、 この2分 野での利用は家庭用での利用の約30%を 占め

てい る。
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コ 国内電気通信 料金の低廉化 ・多様化

国内の電気通信料金については、昭和55年 度以降、 日本電信 電話公社

(現NTT)の 電話サー ビス及び専用サー ビスを中心 とした料金の値下げ

が段階的に実施 されて きていたが、電気通信事業法等が施行(昭 和60年

4月)さ れ、電気通信市場に競争原理が導入された昭和60年 度 以降は、

新規の電気通信事業者が相 次いで参入 し、電話サー ビスだけではな く、

自動車電話系、無線呼出 し等の各分野において も料 金の低廉化 が進んで

きている。

さらに、従 来の電話料金 等の競争は、主 として料金の水準面 を中心に

展開され てきたが、利用者のニー ズ、利用形態の多様化等 を背景 として、

電気通信事業 者が同一のサー ビスに複数の料金 メニュー を用意 し、利用

者が 自己のニー ズに応 じて料 金 メニュー を選択 できる料金制度の導入が

進んできてい る。 また、加 入者交換機のデ ジタル化 の進展 によ り設備 面

か らも多様 な料金制度 を導入で きる環境が整備 されて きてお り、料金制

度 の多様化が一層進 んでい くと考 え られ る。

日本銀行の 「企 業向けサー ビス価格指数」によ ると、全サー ビス業 の

総平均 では昭和60年 を100と す ると、4年 は116.3で あ り16.3ポ イン ト上

昇 しているのに対 して、4年 の国内電気通信 は90.9で あ り、9.1ポ イン ト

低下 している。特に、自動車電話(4年 の指数73.8)、 無線呼出 し(同7L8)、

専用回線(同85.5)の 指数の低下幅が大 きい(第1-1-17図 参照)。

4年 度 においては、料金の低廉化 ・多様化 の制度が各事業者において

実施 されてお り、低 廉化 として、電話サー ビスの分 野で通話料金の値下

げが実施 され、 また、多様化の制 度 として、電話サー ビス、専用サー ビ

ス及び自動車 ・携帯電話 サー ビスの分野 で選択料金制度 による料金の多

様化 の制度が提供 されている(第1-1-18表 参照)。

電話サー ビスの料 金の値下げについて、事業者別 に1度 数 あた りの通
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第1-1-17図 企 業向けサービス価格指数の推移
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(注)1.図 中、1、II、III、IVは 、 各 々1～3月 、4～6月 、7～9月 、10～12月 を示

す 。

2.こ こ では付 加 価値 通 信 とは パ ケ ッ ト交換 、 回 線 リセ ー ル、 電 子 メー ル及 び フ ァ

クシ ミ リ通信 であ る。

話秒数 で値下 げ率 を比較す る と、NTTが4年6月 に160kmを 超 える遠距

離通話料金につ いて平 日昼間 で約17%、 深夜 で約18%、 それ以外の時間

帯 で約16%の 値下げ を実施 し、長距離系新事業者3社(日 本 テレコム㈱、

日本高速通信 ㈱及び第二電電㈱)が4年4月 に170kmを 超 え る遠距離通 話

料金 を平 日昼 間で約9%、 それ以外の時間帯 で約7%値 下 げ し、地域 系

新事業者の東京通信 ネ ッ トワー ク㈱が4年5月 に20kmを 超 え30kmま での

通話区分の通 話料金 を平 日昼間 で約33%、 それ以外の時間帯 で約25%値

下 げ した。
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第1-1-18表4年 度 における主な通信料金の低廉化 ・多様化の状況

分野 事 業 者 実施時期 利用料金等の低廉化・多様化の概要

携自帯動

電車
話 ・

日本移動通信㈱ 4年4月1日

一

携帯電話 サー ビスの通 話料 金
・TACS方 式 の携帯電話 サー ビスにっ いて、最
大3500円 及び5,000円 の割引 となる選択制 の通
話料 金を設定

専

用

NTT 4年10月1日 専用線サー ビスの利用料金
・高速デ ジ タル伝送サ ービ スの 利用料 金 につ い

て、割 引率3%か ら7%の 割 引制度 を提供

第二電電㈱
日本テレ コム㈱
日本高速通 信㈱

4年12月1日 専用線サー ビスの利用料金
・長 距離系3社 が一般専 用サー ビス及び高速デジ

タル伝送サー ビスの利用料 金について、割引率
2%か ら7%の 割 引制度 を提供

大阪 メデ ィアポー ト㈱ 5年2月1日 専用線サー ビスの基本料金
・高速 デジタル伝送サー ビスにつ いて3年 間の継

続利用を条件 に、同一請求書 で5回 線以上 の回
線 を利用 している場合、回線容量の大 きい順に、
各 品 目最低 距離段 階基 本料 に回線数 に応 じて
3%か ら7%を 掛 けた値 を割 引額 とす る割 引制
度 を提供

電

話

NTT 4年4月1日

4年6月19日

電話 サービ スの通話料金
・料 金明細 の記録 可能 な加入電 話 契約 者 に対 し

て、特定 時間帯(土 ・日 ・祝(終 日)及 び平 日
22時 か ら翌朝8時)の 通話料金について、基準

度数 までは定額料金(割 引率13%か ら14%)だ
け、基準度数 を超 えた場合 は一定度数 まで割引

料金(割 引率15%〉 を適用 する月極め割 引サー
ビスを提供

電話サービ スの通話料金
160kmを 超 える遠 距離通話料 金 を平 日昼 間 で約
17%、 夜間(19時 か ら23時)及 び土 ・日 ・祝 日

で約16%、 深夜 ・早朝(23時 か ら翌朝8時)で
約18%値 下げ

第二電電㈱
日本テ レコム㈱

日本高速 通信㈱

4年4月29日

4年7月1日

4年8月1日

電話サー ビスの通話料金
・長距離 系3社 が、170kmを超 える遠 距離通 話料 金

を平 日昼 間 で約9%、 それ 以外 の 時間 帯 で約
7%値 下げ

電話サー ビスの通 話料 金
・長距離系2社(第 二電電㈱及び 日本 テレコム㈱)

が予め 申し込んでいた契約者 に対 して、夜間(19

時か ら翌朝8時)及 び土 ・日 ・祝 日において、
1か 月の通 話時間の累計 か一定時間(30分 、60

分 、90分 、120分)に 達 する までは、サー ビスエ
リア内 どこへ で も、何 回で も通話す るこ とがで

きる選択料 金(750円 、1,500円 、2,250円 、3,000
円)を 適 用する月極め定額 通話料金サー ビスを

提供
電話サー ビスの通 話料金
・日本高速通信㈱ が第二電電㈱ 及び 日本テ レコム

㈱ と同様の 月極め定額通 話料 金サー ビスを提供

東京通信 ネッ トワー ク㈱ 4年5月1日 電話サー ビスの通 話料金
・20kmを 超え る30kmま での通話区分の通話料金 を

平 日昼間で約33%、 それ以外の時間帯で約25%
値下げ
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料金 多様化 の制度 として は、電話サー ビスの分野 において、4年4月

にNTTに よ り、通話料金 について利用者 の選択に よ り毎 月一定額 を支

払 うこ とに よ り特定時間帯 の通話料金 を割 引 く制度が提供 された。また、

4年7月 か ら8月 に長距離系新事業者3社 によ り、通話料金 につ いて月

極め定額料 金 を選択 し支払 うことによ り特定時間帯 の一定 時間内の通話

に対 して定額料金 を適用す る選択料金制度が提供 された。

専用サー ビスの分 野において、4年10月 にNTTに よ り、高速デ ジタ

ル伝送 サー ビスの高額利用者に対す る割引制度 が提供 され た。 また、4

年12月 に長距離系新事業者3社 に よ り、一般専 用サー ビス及 び高速デ ジ

タル伝送サー ビスの高額利用者に対す る割引制度が提供 され、5年2月

に地域系新事業者である大 阪メデ ィアポー ト㈱ によ り、専用線サー ビス

の基本料金の割引制度が提供 された。

自動車 ・携帯電話 サー ビスの分野にお いて、4年4月 に 日本移動通信

㈱ に より、TACS方 式の携帯電話サー ビスの通話料金に関 して基準度

数 まで選択制の定額制料金 を設定す る制度が提供 され た。

サ 公衆電話サ ー ビス等 をめ ぐる社会的問題

公衆 電話サー ビスにつ いて、通話 の不正 利用 を目的 と した テ レホン

カー ド変造、公衆電話機の破壊等 の刑事事件が社会問題化 して きてお り、

郵政省 では電気通信事業の健全 な運営や正 当な利用者の不 利益 の防止等

の観点か らこれ らの犯罪対策 の対応等に努め てきてい る。

ヵ一 ド公衆電話 を不法 に入手 し、制御プ ログラム をパ ソコン等に記録

させ、通話度数 の書換え増加 を行 うこ となどに よ リテレホ ンカー ドを変

造 して行使す るテレホンカー ドの変造犯罪にっいて、4年4月 か ら8月

の間の現行犯逮捕の件数 は95件 であった。公衆電話サー ビス を提供 す る

NTTが テレホンカー ドの変造犯 罪に対 して講 じてい る対策には、①4

年1月 に高額 テ レホ ンカー ド(3,000円 及 び5,000円 の カー ド)の 販売停
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止、②4年10月 か らは全ての公衆電話機 での高額テ レホンカー ドの利用

の停止等が ある。

また、公衆電話機 を破 壊す る犯 罪例 と しては、① 公衆電話機 の硬貨収

納箱 に収納 されている現金 を盗む こ とを目的 とした もの、②変造テレホ

ンカー ドを作成す るために公衆電話機の悪用 を 目的 とす るもの、③公衆

電話機 を破壊 し通信料 を支 払わずに通話す るこ とを目的 とした ものなど

がある。公衆電話機 を設置 ・管理 してい るNTTで 実施 されてい る公衆

電話への対策 には、①公衆電話機 の材質 を強化す る対策、②公衆電話機

をチェー ン等で固定 した り、防犯 ブザー を設置す るな どの公衆電話機 の

盗難防止の対策 、③ カー ド公衆電話機 が解体 された場合、変造に使用 さ

れ る機能 が 自動 的に破 壊 され る機 能 を公衆電 話に付 与す る対 策等が あ

る。

こうした対策 を実施 した結果、電話の利用 に関す る犯 罪の発生件数 は

現在 の ところ減少傾 向にあ ると考 えられているが、引 き続 き対 策の継続

に努めて い く必要 がある。

また、電話 サー ビスの高度化 ・多様化 に伴 い、 ダイヤルQ2(情 報料 回

収代行 サー ビス)がNTTに より元年7月 より提供 されているが、一部

の悪質な 「アダル ト情報提供」等 に利用 されて、①青少年 に悪影響 を与

える番組の登場、② 高額利用 の料金請求 、③他人の電話 回線の無断利用

に よる不正通話等が社会的に問題視 された。

この よ うな問題 に対 し、サー ビス を提供 す るNTTで は ダイヤルQ2

の健全化 に向け た観点か ら、①不良番組 を排 除す るため、番組内容の第

三者機 関による倫理 審査結果に基づ く不 良番組の解約実施、②一部番組

の情報料上 限額の引下 げ、③高額利用者への料金請求前の通知 、④請求

書への通話料 とダ イヤルQ2の 情報料 の分 計表示 、⑤加 入者の希望 に よ

りダイヤルQ2を 利用 できな くす る利用規制や利用規制 できない交換機
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か らのサー ビス提供 の休止等の対策が3年 よ り実施 されてお り、サー ビ

スの健全化が図 られている。

(2)放 送サー ビス

4年 度の放 送サー ビス分野におけ る主な動 きとしては、通信衛星 を利

用 したテ レビジ ョン放送が開始 されたこ と、都市型 ケー ブルテレ ビが相

次いで開局 しているこ となどが挙 げられ る。以下では、 この よ うな多メ

デ ィア ・多チ ャンネル化が進む放送サー ビスの動向 を概 観す る。

ア 放送時 間 ・放送局数の動 向

(ア)放 送時 間

民間放送事 業者に よる、4年10月 か ら12月 の1日 当た りの総放送時間

につ いては、 テレビジョン放送 は、2,354時 間(対 前年同期比1.6%増)、

ラジオ放送は2,030時 間(同4,5%増)で あった。 これ を1社 当た りにっ

いてみ る と、それ ぞれ20時 間07分(対 前年同期 比1分 減)、23時 間04分(対

前年 同期比4分 減)で あった(第1-1-19図 参照)。

一方、NHKの3年 度におけ る1日 当た りの平均放送時間 を各 チャン

ネル別 にみ ると、ラジオ第1放 送 は23時 間03分(対 前年度比96分 増)、 総

合 テレビジョン放送 は19時 間09分(同53分 減)で あった。

ラジオ第1放 送の増加 の要 因 としては、深夜放 送が増 えた こと、また、

総合 テレビジョン放送が2年 度 に比較 して減少 したのは、2年 度 におい

ては、湾岸戦 争等の報道番組等が増加 していたこ と等が挙 げ られ る。

他方、ラジオ第2放 送は18時 間30分(同 増減 な し)、衛星 第1テ レビジ ョ

ンは22時 間58分(同 増減 なし)、 衛星第2テ レビジ ョンは21時 間31分(同

20分 増)、FM放 送 は19時 間09分(同6分 減)、 教育 テ レビジョン放送 は

18時 間05分(同4分 増)で あ り、ほぼ横 ばいであった(第1-1-20図

参照)。
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民間放送事業者 によるテレビジ ョン及びラジオ放送の

放送時間(1日 当た り)
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057585960616263元234

時
間

年度

「番 組 統計 」(㈹ 日本民 間 放送 連 盟)に よ り作成

(注)10～12月 期 の平 均 値 で あ る。

(イ)放 送局数

4年 度末現在 の放送局数(中 継局数 を含む)は 、3万8,113局(地 上系

及び衛星系の合計)、 前年度末 比1.6%増 であった。 この内訳は、NHK

が1万8,193局(対 前年度末比0.04%減)、 放送大学学園が5局(同 増減

な し)、 民間放送が1万9,915局(同3.1%増)で あった(第1-1-21図

参照)。
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第1-1-20図NHKに ょ るチ ャンネル別平均放送時間
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衛星放送受信契約数の推移
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NHK、JSB資 料 に よ り作 成

イ 衛星放送及びハ イ ビジ ョン放 送の動向

(ア)衛 星放 送

放送衛星3号(BS-3)に よる衛星放送の4年12月 末現 在の加入契

約者数 は、 日本衛星放送㈱(JSB)が118万4千 契約(対 前年同期 比49

万2千 契約 増(71.1%増))で あ り、一方、NHKの 衛 星放送受信契約数

は同468万 契約(同132万 契約増(39.3%増))で あった(第1-1-22図

参照)。

4年12月 末現在 のNHK衛 星放送受信 契約数がNHK受 信契約総数に



～36一 第1章 平成4年 情報通信の現況

占める割合 をみ ると13,7%(対 前年同期比3.8ポ イン ト増)と なっている・

(イ)ハ イ ビジョン試験放送

㈹ハ イビジ ョン推進協会 は、BS-3を 利用 して3年11月 か ら1日 約

8時 間程度のハ イビジョン試験放送 を実施 している。4年 度 は、夏の 甲

子園野球大会の完全中継放送、バルセロナ オ リン ピックの中継放送等 を

行 った ところであ る。 また、4年11月 か らは、放送時間帯 を夜間重視型

に変 更 して、 よ り多 くの人がハ イビジ ョン試験放送 を視聴出来 るよ うに

してい る。

ハ イ ビジ ョン受信機 も、100万 円を切 る機器が発売 され るなど、ハ イビ

ジ ョンの普及促 進が図 られ てい る。

(ウ)通 信衛星 によ る放送

元年6月 の放送法等の改正に よ り、通信 衛星 を利用す る放送が可能 と

なった。郵政省では、4年2月 までにPCM音 声放送 につ いては6社18

番組 、テレビジョン放送 については6社6番 組 を認定 した。

通信衛星 を利用 す る放送は、4年4月 か ら同12月 までの間に順次放送

が開始 され た。4年12月 末現在、PCM音 声放送 の受信契約数 は、2千

契約 、テレビジ ョン放送 の受信契約数は、3万6千 契約 となっている。

通信衛星 を利用す るテ レビジ ョン放送は、5年4月 までに全事業者が

有料放送 を開始 したが、PCM音 声放送については、4年12月 に3事 業

者が有料放送 を開始 し、残 り3事 業者 も5年 度中に有料放送 を開始す る

予定である(第1-1-23表 参照)。

ウ ケ ーブルテ レビの動向

(ア)施 設数及び受信契約 数

ケーブルテレビの施設数及 び受信契約数 は、3年 度末 現在、5万3,603

施設(対 前年度末比6.3%増)、743万1,282契 約(同9.8%増)で あ り、 ケー

ブル テ レビの受信契約数 はNHKの 受信 契約総 数 の21.9%(前 年 度 は
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第1-1-23表CS放 送 事業者の概要

区
分 認 定 事 業 者 主な放送 内容 業 務 開 始

(有料放送開始)

テ

レ

ビ

ジ

ョ

ン

放

送

㈱ スペ ー スシ ヤ ワー ロック系の音楽

(国内及び海外)
4年5月1日

(4年10月1日)

㈱ ジ ャパ ン ス ポ～ ツ チ ャン ネ ル スポ ー ツ

(国 内及 び 海外)

4年5月1日

(4年10月1日)

衛星映画演劇放送㈱ 映画(邦 画主体)
演劇

4年12月1日

(5年4月1日)

㈱ 日本 ケー ブ ル テ レ ビ ジ ョン CNNを 中心 とす る国 際 ニ ュー
ス

4年4月21日

(4年5月1日 〉

㈱ ス ター ・チ ャン ネル 映画(洋 画主体)等 4年4月21日

(4年5月1日)

ミュー ジ ッ クチ ャ ンネ ル㈱ 各ジャンルの音楽
(国内及び海外)
音楽情報

4年10月1日

(4年12月1日)

P

C

M

音

声

放

送

㈱ ピー シ ー エ ム ・ジ パ ン グ コ

ミュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

・海 外 ロ ッ ク

・国 内 ロ ッ ク

・趣 味 ・教 養

4年6月18日
(4年12月1日)

ニ ッポ ン ミュー ジ ッ クコ ン グレ

ス㈱

・カ ン ト リー 音 楽(英 語)
・環 境 音 楽 ・クイ ズ等

・国 内音 楽 ・趣 味 ・教養

4年8月18日

(4年12月1日)

㈱ ミュ ー ジ ッ ク バ ー ド ・クラ シ ッ ク

・世 界 の ヒ ッ ト曲

・若 者 向 け音 楽

4年8月3日

(5年6月1日)

㈱ サ テ ラ イ トミュー ジ ック ・海 外 ポ ッ プ ス

・国 内 ポ ップ ス

・ラ イ ト ・ ク ラ シ ッ ク

4年8月3日

(5年6月1日)

㈱ ピー シー エ ム ジャ パ ン

、

・国 内 音楽 ・クラ シ ッ ク

・海 外最 新 ヒ ッ ト

・BGM 、 ジ ャズ

4年6月15日

(5年6月1日)

ピー シー エム セ ン トラル㈱ ・英 語 放 送 ・ポ ップ ス等

・幼 児向 け 番組 等

・音楽 ・落 語 等(熟 年 向け)

4年9月1日

(4年12月1日)

20.2%)に 相 当す る(第1-1-24図 参 照)。

施設数及び受信契約数を規模別にみると、引込端子数50以 下の小規模

施設が2万3,169施 設(対 前年度末比7.8%増)及 び55万2,239契 約(同6.7%

増)、 引込 端 子 数51～500の 届 出施 設 が2万9,173施 設(同4.7%増)及 び412
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第1-1-24図 ケ ーブルテ レビ受信契約数及び施設数の推移
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万7,926契 約(同5.1%増)で あ るのに対 して、引込端子数501以 上 の許可

施 設は1,261施 設(同15.6%増)及 び275万1,117契 約(同18.5%増)で あ

り、 引き続 き大 きな伸 びを示 してい る。

(イ)都 市型ケーブルテ レビ

引込端子数が1万 以上、 自主放送5チ ャンネル以上(自 主放送 のチャ

1ン ネル数 には、通信衛星 によるテ レビジ ョン放送の同時再送信のチ ャン

ネル数 を含む。)で中継増幅器が双方向機能 を有す るいわゆ る都 市型ケー

ブルテレビは、4年 度末現在141事 業者 、149施 設(対 前年度末比で15事

業者、15施 設増)が 許可 を受 けてお り、3年 度末現在の受信 契約数は73

万142契 約、対前年度末比82.5%増 と大幅に拡大 している(第1-1-25

図参照)。

元年 に民間衛星通信サー ビスが開始 した ことを契機 に、スペー ス・ヶ_
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第1-1-25図 都 市型ケーブルテレビの推移
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ブルネ ッ ト(通 信衛星 を利用 したケーブルテ レビ向け番組供給)が 実現

した。 スペー ス ・ケー ブルネッ トによ り、ケー ブルテ レビにニュース、

スポーツ、映画、音楽等17(4年12月 末現在)も の 多彩 な番組が供給 さ

れてい る。

工 地上系民 間放送

(ア)地 上系民間テレビジ ョン放送

地上系民間 テレビジ ョン放送 は、全国各地域 において最低4系 統の放

送 を受信 で きることを目標 に周波数の割 当てが行 われて きている。4年

度末現在、4チ ャンネル以上 の周波数 が割 り当てられ ている地域(予 備

免許 に至 らないもの も含む。)は 、32都 道府 県(全 国の総世帯数の88%)

である(第1-1-26図 参照)。

また、開局状 況についてみ る と、4年 度 には2地 域で新 しい民間テレ
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第1-1-26図 地上系民間テ レビジョン放送用周波数割当ての現状

〔4年度末現在}

ノ!
口 ・ ・6波 地 区 〔7都 県)

[コ ・ ・5波 地 区 ほ3道 府 県)

口 ・ ・4波 地 区(12県)

/目:膿 鍛潰

鷲 灘 灘 撫∴∴1勲
3鹿 児島 は、4局 目予 備 免許 中。

4岩 手 及 び愛 媛 は、4局 目か 予 備免 許 に 至 って い な い。

5山 口 及び大 分 は 、3局 目予 備 免許 中。

6福 井 、 高知 及び宮 崎 は、3局 目か予 備 免 許 に 至 っ て い な い。

7徳 島は 、2局 目か 予 備 免 許 に至 っ て いな い。

郵政 省 資 料 に よ り作成

ビジ ョン放送局が開局 した。その内訳 は、4年10月 に開局 した秋田県(3

局 目)及 び愛媛県(3局 目)で ある。

さらに、5年10月 には大分 県(3局 目)及 び山口県(3局 目)で 開局す

るこ とが予定 されている。

(イ)民 間IFM放 送

民間FM放 送 は、 その全 国普及 を図 るこ とを目標 として周波数 の割当

てが行 われ て きてお り、4年 度 末現在45都 道府 県(全 国 の総 世 帯数 の

97%)に 、民間FM放 送の周波数が割 り当て られてい る(予 備 免許 に至

らないもの も含 む。)(第1-1-27図 参照)。

4年 度においては、4月 に徳 島県、高知県及び佐賀県 で、 また、10月

には鹿児島県で民間FM放 送局 が開局 した。 さらに、5年6月 には北海

道(2局 目)、 同9月 には福 岡県(2局 目)、 同10月 には愛知 県(2局 目)

でそれ ぞれ開局す ることが予定 されてい る。



第1節 情報通信サービスの動向 一41一

第1-1-27図 民間FM放 送用周波数割当の現状

!'

(4年 度 末現 在 〕

・・2波 地 区(5都 道 府 県)

・1波 地区 〔40府県)

・未 割 当 て地 区(2県1

(注)1.北 海道 、 愛知 及 び福 岡 は、2局 目予 備 免許 中。

2.栃 木 は、1局 目予 備 免許 中 。

3.福 島 、岐 阜 、 奈 良、 和 歌 山及 び 岡山 は1局 目が予備 免 許 に至 って い ない。

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(ウ)中 波ステ レオ放送

スポー ツ中継に臨場感 を持たせ た り、音楽放送 に立体感 を持 たせ るな

ど、高品質な音声放送が可能 である中波ステレオ放 送が、4年1月 関係

省令の改正 に よ り実施可能 とな った。

これに より、4年3月 か ら中波 ステ レオ放送が首都圏及び近畿圏 で、

また、同年4月 か らは、中京圏 及び福岡地 区にお いて もサー ビスが開始

され るな ど、5年4月 現在 までに一般放送事業者13社(14局)に よるサー

ビスが行 われている。

中波ステ レオ放 送対応受信機は、サー ビス開始後 ユ年聞 で100万 台以上

普及 している もの と推定 され、今後、中波 ステレオ放送が全 国に普及す

るこ とが期待 されてい る。
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オ 「事実 をまげた報道」問題

最近、放送界においては、事実 をまげた報道、いわゆ る 「や らせ」問

題が発生 し、大 きな社会問題 とな った ことか ら、郵政 省 としては、今後、

この種 の問題が発生 しないよ う関係 の放送事業者等に対 し、放送法及び

番組基準等の遵守 ・徹底、具体的 な再発防止策の検 討等、再発防止 に向

けた 自主的な取組 を求めた。

今後は、放送事業者 自らが問題 の重要[生を充分認識 し、放送番組の適

正化、向上 に真摯に取 り組む ことが強 く望 まれている。

(3)郵 便 サー ビス

ア 郵便物数の動向

4年 度の内国郵便物数 は、前年度 よ り約4億5千 万通増加 し、対前年

度比1,9%増 の243億 通(個)で あ った(第1-1-28図 参照)。

内国郵便物数 は、昭和57年 度か ら3年 度 まで、年平均5.0%で 増加 して

きたが、経済の低迷に よ り4年 度 の伸び率 はそれを下回 ってお り、伸び

率 は鈍化 してい る。

内国郵 便物数 の98%を 占め る通常郵便物数は対前年度比1.9%増 の238

億通 となったが、3年 度 の対前年度増加率4.8%を 下 回ってい る。

さらに、通常 郵便物 の内訳 をみる と、普通郵便物数が同2.4%増 の194

億 通、年賀郵便物数 が同1.1%増 の37億 通 となっているが、ともに3年 度

の対前年度伸 び率(各 々4.7%、4.2%)を 下 回ってい る。

また、小包郵便物数 は、昭和57年 度か ら3年 度 まで年平均12.8%の 伸

び率で増加 し、特 に昭和61年 度以降は3年 度 まで年平均20.1%と 高 い伸

び率で増加 して きたが、4年 度は4億 個 で、対前年度比4.4%の 増加 に と

どまった。
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第1-1-28図 内 国 郵 便 物 数 の 推 移
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イ 郵便サービスの改善

(ア)郵 便料金の利用者区分割引制度の改正

郵便料金の利用者区分割引制度は、郵便局における作業の軽減 を図る

観点から、第一種 ・第二種郵便物苺び国際通常郵便物について、利用者

が区分等をして差 し出した場合に郵便料金を減額する制度である。

4年 度においては、利用者のニーズに対応するとともに、郵便業務の
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一層の効率化 ・平準化を図る観点から、4年7月 より、内国郵便につい

ては、①差出人が郵便物の送達に時間的余裕 を持たせることを承諾した

場合には、更に料金を減額する特別減額制度の新設、②郵便物の区分方

法について、差出郵便局長の指定するところによる区分から、配達郵便

局別の郵便番号 ごと又は差出郵便局長の指定するところによる郵便番号

ごとの区分への変更、③料金減額率にっいて、区分 口数に応 じた料金減

額率から、区分方法 ・差出通数に応じた料金減額率への変更 を行い、国

際郵便については、地帯別区分から、国別又は地域別区分への変更 を行っ

た。

(イ)小 包郵便物等の損害賠償額の限度額の引き上げ

利用者のニーズに対応するため、4年11月 より、①小包郵便物の損害

賠償額の限度額を4千 円から6千 円に、②現金以外の物 を内容 とする書

留郵便物の損害賠償額の限度額を200万 円から500万 円に、③簡易書留郵

便物の損害賠償額の限度額を5千 円から8千 円に引き上げた。

(ウ)社 会福祉事業のための寄附金を内容とする郵便物の料金免除

社会福祉の増進に一層貢献してい くため、4年5月 より、共同募金会、

共同募金会連合会、 日本赤十字社等社会福祉の増進を目的 とする事業を

行 う法人又は団体にあてた寄附金を内容 とする郵便物の料金を免除する

ことがで きるよう改正を行 った。

料金免除は、①書留以外の特殊取扱としないものであること、②表面

の見やすい所に 「寄附金用」と記載 したものであることの条件 を具備 し、

かっ現金を内容 とする通常郵便物の料金(特 殊取扱の料金 を含む。)につ

き行 うこととし、取扱期間、受取人その他の必要な事項については、公

示することとしている。

(エ)ボ イスパックサービスの試行実施

多様化 ・高度化する利用者のニーズに対応した新 しい郵便サービスと
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動
"幽 μr

叢

ボイスパ ックサービス

して、4年2月 よ り、東京中央郵便局等全国19局 において、声のメッセー

ジを郵送 で きるボイスパ ックサー ビスを試行実施 して いる。

このサー ビスは、利用 者が郵便局 でボイスパ ック(音 声録音装置付便

せん)を 購 入 し、郵便局 に設置 されたボイスレコー ダー(ボ イスパ ック

に音声 メッセー ジを録 音す るための専用 の機器)を 使 い、ボイスバ ック

に直接 自分 のメッセー ジを入力 し、郵便物 として差 し出す ものである。

(オ)コ ンピュー タ発信型電子郵便の改善

コンピュー タ発信 型電子郵便 とは、利用者か ら、受取人の住所 ・氏名 、

通信文 等 を一定 の フォーマ ッ トに従 って 記録 した磁 気 テープや フロッ

ピィディスクを引 き受 けるか、又は利用者の コンピュー タか ら取扱郵便

局の コンピュー タヘ オンラインで送信 を受 け、取扱郵便局で コンピュー

タ等 を用 いて通信文用紙 に印字 し、封 入封かんの上、一般の郵便物 と同

様の方法 によ り送達す るもの で、昭和60年6月 よ り取扱い を開始 してい

る。企業 内のOA化 の進展 とともに、省力化 の観点か ら、近年取扱数 は

増加傾 向にあ り、4年 度 は572万 通 に達 してい る(第1-1-29図 参照)。

さらに5年 度 よ り、利用者のニーズに対応す るため、従 来の通信文用
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第1-1-29図 コンピュータ発信型電子郵便の引受物数の推移
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(注)コ ン ピュー タ発 信 型 電子 郵 便 は、昭和60年6月 よ り取 扱 を開 始 した 。

紙の4種 類 の大 きさ(A3判 、B4判 、A4判 及び4連 式郵便 振替用紙

の大 きさの もの)に 加 えて、国の歳入金 を徴収す る ときに使用す る納入

告知書用紙の大 きさの もの も使用で きるようにサー ビスを改善す ること

ととしてい る。

ウ 郵便 施設

4年 度末の郵便局数は、対前年度末比0.5%増 の2万4,303局 であ り、

郵便 ポス トの設置数 は、3年 度末現在16万1,620本(対 前年度末 比0.4%

増)と なってい る(第1-1-30図 参照)。



第1節 情報通信サービスの動向 一47一

第1-1-30図 郵便局及び郵便ポス ト設置数の推移
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また、大都 市における郵政窓 ロサー ビスに対す る需要 にこたえるため、

窓 口事務量の著 し く多い東京都 区、横浜市、名古屋市、大阪市の中心部

に、百貨店、旅行代理店等に委託 して、大都市型簡易郵便局(シ ティ ・

ポス ト)を4年 度末現在で19局 設置 してい る。

工 第三種 郵便物制度 の円滑な運営のための措置

第三種郵便物 制度 の円滑な運 営 を図るため、4年11月 より、第三種郵

便物の認可 をした定期刊行物がその条件 を具備 しているか どうか を、毎

年1回 認可年月 日の応 当月に監査 を行 う定期 監査の実施 、第三種郵便物

を同時に3千 通 以上差 し出す場合、 その差出郵便局は、原則 として定期

刊行物提 出局 とす る差 出方法の変更等の改正 を行 った。

また、 第三種郵便物 の認可の 申請、定期監査 等に係 る定期刊行物の発

行部数、発売部数等の調査 業務 を行 わせ る指定調査機関 として、財団法

人郵便文化振興 協会 を指定 した。
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オ 小包郵便物料金 の改定

小 包郵便物の料金 は、昭和55年10月 の改定 以後、 昭和58年 の13%程 度

の値下 げ及び元年の消 費税転嫁 のための料金 改定 を除 き、11年 間据 え置

いて きた。国民生活 におけ る小 包郵便物の重要1生にかんがみ、サー ビス

の改善 による取扱数 の増加推進、業務の効率化 等に努めて きたが、諸経

費の増大に よ り、小包郵便物 の収支において赤字が増加 したこ とか ら、

収支の改善 を図 るため、4年11月 よ り、平均18%程 度の値 上げ を行 った。

2国 際情報通信サー ビスの動向

4年 の国際 晴報通信 の動 向を概観す る と、国際電気通信分野 において

は、利用者 のニー ズに即 したサー ビスの提供 、国際電気通信設備や伝送

路等の整備及 び先端技術の導入等、国際電気通信 サー ビスは質的 充実に

向か っている。 また、国際放送において も、放送 時間の拡充や海外 中継

局の確保が図 られ るな ど、近年の国際化 の進展に伴 い、国際情報通信サー

ビスは堅調に拡充 している(第1-1-31図 参照)。

(1)国 際電気通信サ ービス

3年 度における国際電気通信サー ビスの動 向 としては、3年 度末の国

際電話サー ビスの総通信分数(KDD及 び新事業 者2社 の合 計)は 対前

年度比18.6%増 の19億9,730万 分 と好調であるが、伸び率 は低下 している

(元年度の伸 び率 は25.4%,2年 度の伸 び率 は24.3%)。

また、3年 度末現在 の国際専 用回線サー ビスの提供 回線数(KDD及

び新事業者2社 の合 計)は1,658回 線 であ り、対前年度 比約2%の 微 増 と

なってい る。

料金面 では、4年 度に国際 テ レビジ ョン伝 送サー ビス及 び企 業通信

ネ ッ トワー クサー ビスの料金値下げが実施 された。

サー ビス面では、4年 度には新事業者の 日本国際通信㈱(ITJ)と
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第1-1-31図 国際通信の動向
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国際放送時間数

国際 デジタル通信㈱(IDC)が 相次いで国際内線電話サー ビスを導入

するなど、国際電気通信 サー ビスにおいては、よ り利用者のニーズにあっ

たサー ビスの拡大及び充実 を 目指 し、積極的 に高品質サー ビス を提供す

る動 きがみ られ る。

ア 国際電話サー ビス

3年 度 の国際電話サー ビスの総通信分数 を発 着別 にみ ると、3年 度の

発信分数 は対前年度比23.8%増 の11億6,050万 分、また、着信分数 は同比

12.1%増 の8億3,680万 分 と、発着 ともに伸 び を持続 しているが、伸び率

は減少 している(2年 度の発信分数 の伸び率 は33.6%、 着信分数の伸 び
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率は14.2%)。

また、総通話分数 にみ る発信分数 の比率 は58.1%(元 年度は51.7%・

2年 度 は55.7%)と なってお り、発 着格差 は年 々拡大傾 向にある。

取 扱地域(付 注12)別 にみ る と、前年度 に引 き続 き米国 との通信が最

も多 く、全体 の約30%を 占めている(第1-1-32図 参照)。 また、上位

10対 地の うちア ジアの国が7か 国を 占め ているな ど、我が 国 とアジア諸

国 との社会的、経済的関係が強 くなって きてい ることが うかが える。

我が国か ら国際電話が利用 で きる取扱地域数 は、4年 度末現在 で230地

域 となっている。

国際電話サー ビスの うち、国際ダイヤル通話 の取扱地域数 は、4年 度

に新 たに6地 域(カ ンボデ ィア、モンゴル、ブー タン、ニ ウェ、 トゥヴァ

ル及びセン ト ・ヘ レナ)が 加 わ り、4年 度末現在 で214地 域 に拡張 され、

第1-1-32図 取扱地域別国1際電話取扱数比(通 信分数)
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自動化率 は世界の全 取扱地域の約93%に 達 して いる。 また、廉価 な国際

オペ レー タ通話 であ る番号通話サー ビスは、 ラオスが加わ り4年 度末現

在 で222地 域 に拡張 されてい る。また、3年 度に開始 され た国際内線電話

サー ビスの取扱地域数は、4年 度に新 たに10地 域(シ ンガ ポール、スペ

イン、 カナダ、 香港、 フランス、 イタ リア、 ヴァチカン、サ ン・マ リノ、

オランダ及び韓 国)が 加 わ り、4年 度末現在で14地 域に拡張す るなど量

的拡大が進 んでいる。国際電話が利用で きるクレジッ トカー ドを用いて、

海外か ら日本 あての国際ダイヤ ル通話が利用 できる国際電話サー ビスの

取扱地域数 は、4年 度に新 たに6地 域(台 湾、ニュー ・ジー ラン ド、フィ

リピン、 カナダ、 オランダ及びスウェー デン)が 加 わ り4年 度末現在 で

16地 域に、 また、海外か ら直接 オペ レー タを呼び出す国際電話サー ビス

の取扱地域数 は、4年 度に新 たにアイル ラン ド、 コロンビア及びロシア

が加 わ り4年 度末現在で54地 域 となってお り、海外 か らの国際電話利用

機会 の促進や利便性の向上 も図 られてい る。

滋

議
ノ
ノ

国際ダイヤル通話専用電話機

β
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また、4年 度には、NTT移 動通信網㈱及 び 日本移 動通信㈱ のほか に、

新 たにセル ラー電話 グルー プ8社 の 自動 車 ・携帯 電話か らの国際 電話

サー ビスの取扱 い及 びNTTの 全 国の街頭 公衆電 話機か ら クレジ ット

カー ド・コール及 びコレク トコールの取扱 いがKDDに よ り開始 され る

な ど、国際電話サー ビスの利用機会 の拡大 が図 られた。 さらに、在 日外

国人への国際電話の利便性 向上 を目指 し、国際 ダイヤル通話専用電話機

がKDDに より設置されるな ど、国際電話サー ビスの一層の利用 ・普及

が図 られている。

なお、ロシア極東地域 との円滑な国際通信 を行 うために、 日露合弁の

国際通信会社 「ボス トー クテ レコム㈱」が設立 され、5年1月 に我が国

とロシア極東地 域 との国際電話サー ビスの取扱 いが開始 された。

イ 国際専用回線サ ービス

3年 度末現在 の国際専用 回線サー ビスの提供 回線数 を 品 目別 に みる

と、音声級回線 ・電信級回線 ともに対前年度比17%の 減少 であ り、音声

級 回線は昭和62年 度 をピー クに、 また、電信級 回線は昭和56年 度 をピー

クに減少傾 向が続 いている。 中 ・高速符号 品 目については、対 前年度比

31%増 と順調 な伸 びを示 してお り、国際専用 回線全体 に 占め る割合 も、

対前年度 比11.1ポ イン ト増の約50%と な るなど、音声級 回線 ・電信級回

線か ら国際専用 回線サー ビスにおけ る高速化 ・大容量化 の期待 にこ走え

る中 ・高速符号品 目へ の移行が顕著 な状況 にある(第1-1-33図 参 照)。

取扱地域別 にみ ると・2年 度 に引 き続 き音声級回線及び中 ・高速符号

品 目ともに 日米間の提供 回線数が最 も多いが・米国 との音声級回線数 は

対前年度比51%減 と半減 して いる反面・ 中 ・高速符号 品 目は対前年度比

22%増 となっている・ また・第2位 の香港 の音声級回線数 も対前年度比

約37%減 と急減傾 向に ある反面・中 ・高速符号品 目は対 前年度比26%増

と大幅な伸 びを示 して いる・中'高 速符号品 目の上位5対 地(米 国、香
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(注)1.中 ・高速 符 合 品 目は、 昭和59年 か ら提供 開 始 され た。

2。()内 は、3年 度 末現 在 の 専 用 回線 全 体 に 占め る割合 を示す 。

港、英国、シンガポール、 オー ス トラリア)に ついては、2年 度は上位

5対 地で約92%を 占めていたが、3年 度 は約85%と 上位5対 地以外、特

に、韓国、イン ドネ シア、 タイ等ア ジア諸国 との回線数の伸 びが顕著 な

状況にある(第1-1-34図 参照)。

なお、 国際専用回線 サー ビスの取扱地域 としては、4年 度に新 たにア

メ リカ領 ヴァー ジン群 島及びモナ コが追加 され、4年 度末現在 で103地 域

となっている。

ウ 国際VANサ ー ビス

国際VANは 、国際特別 第二種 電気通信事業者が国際第一種電気通信

事 業者か ら電気通信 回線 を借 りて、蓄積 パケ ッ ト交換サー ビスや 電子
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メー ル、蓄積 交換 ファ クシ ミリサー ビス等の付加価値電気通信サー ビス

を提供す るものであ る。取扱地域数 は4年 度にオー ス トラ リア、 タイ、

ベルギー、 イン ドネシア及び台湾が追加 され21地 域 となってお り、サー

ビスの充実や取扱地域 の拡大等が進展 して いる。

工 国際lSDNサ ー ビス

国際ISDNサ ー ビスは、電話やデー タをは じめ とす る多種 多様な通

信サー ビスを一つのデジタル回線網 で総合的に提供す るもので、元年6

月にKDDが 世界で初めて、 また、4年12月 にITJが サー ビスを開始

した。G4フ ァ クシ ミリや テレビ会議 等の利用に加 え、近年 では高精細

な静止画電送や パ ソコンを利用 したデー タ伝送、7kHzか ら15kHz帯

域 の高品質音声伝送等、新 しいサー ビスの利用が増加 している。取扱地

域は、4年 度に新 たに8地 域(ス ペ イン、オランダ、スウェーデン、 ス

イス、 リヒテ ンシ⊥タイン、デンマー ク、ニュー ・ジー ラン ド及びハワ

イ)が 加わ り4年 度末現在で19地 域 と、順調 に拡張 している。

オ 国際テ レビジ ョン伝送サー ビス

電波法上の免許 を受けた放送事業者のみが利用で きる放送用サー ビス

と利用者や 資格が特 に制限 されていない一般用サー ビスが、KDDに よ

り提供 されて いる。取扱地域数 は、4年 度に カンボデ ィア及びフ ィジー

が追加 され、4年 度末現在 で130地 域 となってい る。

放送用サー ビスは、曽衛 星中継"と して広 く親 しまれてお り、今後 も世

界の国際イベ ン ト等における利用が見込 まれてい る。一般用サービスと

しては、学術会議等の各種 イベ ン トの伝送、大学や予備校等の講義 模様

の伝送等で利用 され ている。

また、希望 の場所か ら直接、太平洋上のインテルサ ッ ト衛星へのア ク

セスが可能 とな る車載型 地球 局 に よるテ レビジ ョン伝送 サー ビスに よ

り、全国各地か らの即時性のあるニュースや 映像の海外へ の伝送、国際
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間でのテ レビ会議 の実施が可能 となっている。

さらに、通信設備が全 くない場所か らで も、 インテルサ ッ ト衛星 を介

して国際間のテレビジョン伝送の利用 を可能 とす る映像用可搬 型地球局

貸出 しサー ビスに よ り、 国際テ レビジ ョン伝送 が可能 となってい る。

力 海事衛星通信サ ー ビス

海事衛 星通信サー ビス とは、船舶 に船舶 地球局 設備 を搭載 し、赤道上

に打 ち上げ られたインマ ルサ ッ ト衛星 と海 岸地球局 を通 じて、船舶 と陸

地 間又 は船舶相互 間の通信 を行 うサー ビスであ る。

本サー ビスでは、アナ ログ方式のインマルサ ッ トA型 無線設備 を用い

た国際電話、テ レックス、ファクシ ミリ及 びデー タ通信 の提供 に加 えて、

4年2月 か らA型 無線設備 より小型であるデ ジタル方式の インマルサ ッ

トC型 無線 設備 を用 いた蓄積交換型のデー タ通信の取扱いが、KDDに

よ り開始 されている。 これに より、船舶 との間の通信が充実 し、船舶 の

航行安全及び運航管理等に一層 の効率化が図 られて いる。

キ 航空衛星通信サ ービス

航空衛星通信サー ビスは、航 空機に搭載 した航空機 地球局 設備 によ り

インマルサ ッ ト衛星 と航 空地球局 を通 じて地上 と通信 を行 うもので、航

空衛星電話サー ビス と航 空衛星 デー タ通信サー ビスがKDDに より提供

されてい る。

航空衛星電話サー ビスは、機 内の操縦室 と地上の航 空会社 との間の通

話や機内客 室の電話機か ら地上へ の公衆通話 を利用で きるもの である。

太平洋空域 の航空機か らの国際 ダイヤル通話 に続 き、4年12月 にイン ド

洋空域での取扱 いが開始 された。

航空衛星 デー タ通信サー ビスは・航空機が インマルサ ッ ト衛星 と航空

地球 局 を通 じて・航空会社 と運航情報や気象情報 等のデー タ伝送 を行 う

ものであ り、航 空機の運航 の安全 と効率化 に寄 与 している。太平洋空域
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に続 き、4年7月 に イン ド洋空域 でも取扱 いが開始 された。

ク 国際テ レックスサー ビス及び国際電報サー ビス

国際テ レックスサー ビスは、記録性 ・即答 性に優 れてお り、かつ不在

通信が可能 といった特徴が あ る。3年 度 の取扱数 は1,425万 回(対 前年度

比18.8%減)と 、依然 として減少傾向にあ る。4年10月 に 日本 とカンボ

デ ィア との間の 国際テ レックスサー ビスの取扱いが開始 されたことによ

り、取扱地域 は4年 度末現在 で224地 域 となっている。

一方、国際電報サー ビスは、国際郵便業務 と同様、長い間国際通信の

主要 なサー ビス として国際電気通信 の主役 を務め てきたが、時代の変遷

に伴 い、近年 では他の通信 手段が 多 く利用 され るようにな り、3年 度の

取扱数は対前年度比8.3%減 の55万 通 と年々減少 してい る。

ケ 国際通信回線設備の状況

4年11月 の 日本 ～米国～カナ ダ間 を結ぶ第4太 平洋横 断ケーブル(T

PC-4)の 運用開始によ り、太平洋地域の通信需要の増大に対処す る

とともに、一層安定 した通信サー ビスの提供が可能 となった(第1-1-

35図 参照)。TPC-4の 運用 によ り、第3太 平洋横断ケー ブル(TPC-

3)と 合 わせ、太平 洋横断の光海底 ケーブル伝送 ルー トが2ル ー トとな

り、太平洋地域では初めて光海底 ケー ブルに よる障害時バ ックア ップ体

制が整 うこ ととなった。 また、4年8月 に開通 した第10大 西洋横断ケー

ブル(TAT-10)とTPC-3やTPC-4、 既存の大西洋域の光海

底 ケーブルを接続す ることによ り、光海底 ケーブル相互間での多ルー ト

化が図れ るなど、 日欧間の通信需要増への対応が可能 とな った。4年 度

には、 第1-1-36表 にある とお り、光海底ケーブルの建 設保守協定が

相 次いで締結 された。 なお、光海底 ケー ブルの建設 ・保 守等に必要 な海

底探査 を行 う自律式 海底探査 ロボ ッ トが、KDDに よ り世 界で初めて開

発 されるな ど、今後の光海底ケーブルの敷設へ の利用が期待 されている。
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自律式海底探査 ロボ ット

第1-1-36表4年 度 における光海底ケーブルの建設保守協定の締結状況

年 月 ケ ー ブ ル 名 回線数 敷 設 予 定 区 間

3年10月 マ レ イシ アー タ イ(M-T)

AMERICAS-1

TPC-5

7,560

60,000

120,960

マ レ イシ ア～ タ イ

米 国 ～ブ ラジ ル、 トリニダー ド・トバ ゴ、" 一～べ 不 スエ フ

日本 ～米 国本 土 ～ハ ワイ ～ グア ム(ル
ー プ状)

11月 ColumbusII 22,680 メキ シ コ～米 国 ～米 領 ヴ ァー ジン諸 島
～カ ナ リー諸 島、 マデ ィ ラ諸 島 、 イ タ

リア

12月 TAT12/ユ3 120,960 米 国 ～英 国 ～ フ ラン ス(ル ー プ状)

KDD資 料 に よ り作 成

(注 〉 回 線数 は、64kb/s換 算 の 相 当数 で あ る。

また、4年4月 には、KDDの 大 阪～山口間の直営デ ジタルマ イクロ

波伝 送路 の建設 に伴い、東京 ～大阪～山口間の国内中継伝送路の二重化

が図 られるなど、独 自の国内中継伝送路の検討 が進め られてお り、国際

電気通信事業者は通信 の安全 陛 ・信頼性 の向上 を目指 し、国際通信ネ ッ

トワー クの拡充 ・強化等 国際通信 設備の増強 を積極的に推進 している。



一60一 第1章 平成4年 情報通信の現況

コ 国際電気通信 料金 の状況

国際電気通信 料金は、KDDが 昭和54年 に国際専用回線サー ビスの値

下げ を実施 して以来、 ほぼ毎年の ように実施 されてお り(昭 和58年 を除

く)、 継続的な料 金値下 げによ り低廉 化が進 展 してい る。

この状況 は、 日本銀行 による 「企業向けサ ー ビス価格指数」 において

も顕著 に現れてお り、昭和60年 を100と した4年10月 ～12月 平均 の国際電

気通信全体 の料金指 数 は52.5と なって い る。サー ビス業全 体 の平均値

(116.9)が 上昇 している中で、国際電気通信の価格水準 は着実 に下降 し

てお り、さ らには、国内電気通信全体 の平均値(89.7)を も大 きく下回 っ

てお り、国際電気通信サー ビスは国内電気通信 サー ビス と比較 して も低

廉化 が顕著に進展 していることが うかが える(第1-1-37図 参照)。

また、国際通信料金の支払い方法につ いては、金融機 関や郵便局等 で

120

100

80

60

40

第1-1-37図 企業向けサービス価格指数の推移

(60年=100)

総平均

国内電気通信全体

1-一 一 一 一 … 一._一 監護

国際臨 麗 全体 ＼ 　 ～

国際 テレ ックス

国際専用回線

姦。L_⊥__
IIIIIIIVIIIIIHVIIIl1HVIIIIIHVIII」IHVIIIIHIVIIIIIIIVIIIiIIIV

-61--62-・r63-』 兀一 一2～-3 --4 _-60-

「企 業 向 け サ ー ビ ス 価 格 指 数 遡 及 表 」(日 本 銀 行)に よ り作 成

(注)図 中 ・1・II・III・IVは ・ 各 々 斗 ～3月 ・4～6月 ・7～9月 、

10～12月 を示 す。
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の支払いに加 え、 ライフス タイルの 多様化や生活時間の深夜化 に対応 し

て、全 国の コンビニエ ンスス トア(一 部 を除 く)で 、国際通信料金の支

払いが可能 となるな ど、料金支払いに係 る利便性 の向上が図 られ てい る。

(2)国 際放 送

激動す る国際情勢 の中で、諸外国の対 日理解 を促進す るとともに在外

邦人に対 して必要 な情報 を提供す るため、国際放 送の果 たす役割 は極め

て重要 とな り、一層の充実 を図 るこ とが必要 となっている。

我が国では、現在、NHKが 「ラジオ 日本」の名称 で、短波 のラジオ

に よる国際放送 を日本語及び各 国語に よ り、国内送信所(茨 城 県 二KD

D八 俣送信所)か ら直接放送 を行 っているほか、海外の各中継局か ら第

1-1-38表 の とお り海外 中継放送 を行 ってい る。

4年 度 にお いては、イギ リスBBCの スケル トン送信所 を借用 して、

第1-1-38表 国 際放送の中継局別放送時間数

中継局所在地 放送対象地域
放送時間数(1日)

4年 度末

ガ ボ ン 欧州 ・中東 ・北アフリカ向け

アフリカ東部向け

アフリカ南部向け

南米向け

9.0

0.5

2.0

0.5

カ ナ ダ 北米東部向け 4.0

仏領 ギア ナ 南米東部向け

南米西部向け

中米向け

4.0

1.5

2.0

ス リ ・ラ ン カ 南 西 ア ジア 向け

中 東 ・北 ア フ リカ向け

6.0

4.5

イ ギ リ ス 欧州向け 10.0

郵政省資料により作成

(注)放 送時間数は、通常送信時間数である。
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欧州向けの中継放送 を開始 し、 これによ り、欧州地域におけ る放送時間

の拡 充 と欧州全域の受信状 況の改善 を行 った。

さらに、我が国の近隣地域 の一層の受信状況の改善 を図 るため、5年

1月 か ら3月 にかけて八俣送信所 に300kW送 信機3台 を増設 した。

4年 度末 におけ る我 が国 の国際放送は、1日 延べ52.5時 間の放 送時間

で22の 言語 を使用 し、全世界に向けて実施 された。これは前年度に比べ、

放送時間が4.5時 間増加 してお り、国際放送 の充実 が図 られてい る。

また、5年 度 にお いては、北米 中部 ・西部 地域、極東 ロシア地域及び

イン ドシナ半 島地域 向け国際放送 の受信状 況の改善 を実施 し、国際放送

を充実す ることとしている。

(3)国 際郵便 サービス

ア 国際郵便物数

国際郵便物数は昭和61年 度以降3年 度 まで、年平均6.2%の 伸 び率 で順

調 に増加 して きたが、経済の低迷 の影響 もあ り4年 度 の国際郵便物数は

対 前年度比2.1%増 の3億3,455万 通(個)と 伸 び率 が鈍化 している。

これを差立(外 国あて)と 到着(我 が国あて)に 分 けてみる と、差立

は対前年度比0.4%増 の1億3,164万 通(個)、 到着は対前年度 比3 .2%増

の2億291万 通(個)と なってい る(第1-1-39図 参照)。

通常郵便 と小包郵便 とに分けてみ ると、通常郵便 は対前年度比1.8%増

の3億2,376万 通、小 包郵便 は対前年度 比4,2%増 の549万 個 であった。

また、昨今の社会経 済の国際化に よるニーズの高度化の進展 を反映 し

て、EMS(4年10月 より国 内名称 を 「国際 ビジネス郵便」 よ り 「国際

エ クスプ レスメール」に変更)の 伸 びは好調 であ り、4年 度の取扱数は、

対 前年度比18・3%増 の529万 通 となっている。なお、EMSの 取扱国は4

年 度において7か 国増え、5年3月 末現在 、世 界84か 国(地 域)と なっ

てい る。
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国際郵便の引受郵便物数の推移
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5657585960

年度

郵 政 省 資料 に よ り作 成

差 立(外 国あて)

616263 兀234

一葦講
写讃 瀟 ラ蔭

　

豊集 罫 沼1-

・ ミ、 ・搾 ＼

御嘱
蛎 ・

EMS(国 際 エクスプレスメール)

イ 国際郵便サ ー ビスの改善

(ア)高 品質 な国際郵便 システムの構築

現在EMSサ ー ビスについて、利用 老の基本的ニー ズであ る郵便物の

追跡調査 を可能にす るため、 コンピュー タを駆使 した追跡システム を導
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入 し、5年3月 末現在、欧 米等7か 国 との間で追跡デー タの交換 を行 っ

てお り、更に10か 国(地 域)と 試験 中で ある。

一方
、 アジア諸国 との間では、我が国が交換 してい るEMS郵 便物の

3年 度 におけ るシェアは、差立の52%、 到着の73%と 非常に大 き く・追

跡システムの早期構築 に対す る利用者か らの強い要望 が あるが、関係国

の経済的事 情等 もあ り、 同システムの構築 は非常に困難 な状況 にあ る。

こ うした状況 の もと、追跡 システムの構築 をは じめ とす る国際郵便分

野の情報化 を推進す るため各種 の施策 を行 って いる万国郵 便連合(UP

U)よ り、我 が国に対 し同 システムのア ジア諸国への早期 導入 に必要な

財源の拠出が要請 され て きた。

これに対応 して郵政省 では、UPUの 任意基金への資金拠 出を行 うこ

とに よ り、ア ジア諸 国へ のシステムの早期導入 を支援 し、我が国 と関係

諸国 との間で交換 されるEMSの 品質向上 に資す るこ ととしている。当

該基金 によ り、5年 度以降、我が国 とEMSを 交換 しているアジア諸国

10か 国 に対 し年間2か 国程度 に システムが構築 され る予定 である。

(イ)国 際郵便料金受取人払制度の創設

国際郵便料金受取 人払制度は、内国郵便 の料金受取 人払制度 と同様の

サー ビスで、一定の大 きさ、重量の国際郵便物 につ いて、所定 の利用条

件等 を満 たし、利用者の住所又は居所 の郵便配達 を受け持つ郵便局長等

か ら承認 を受 けた国際郵便物の受取人が 、あ らか じめ郵便物 に所定の表

示 をして、郵政省の承認 を受け た場合 には、受取 人が郵便料金 と手数料

を納付 して当該郵便物 を受 け取 るこ とがで きる制度 である。

4年10月 よ り取扱 を開始 し、5年3月 末現在、ア イスラン ド、スウェー

デ ン、ベ ルギー、米国等9か 国 との間 で実施 してい る。
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第2節 情報通信経済の動向

1通 信事業の動向

情報化の進展二とともに、情報通信市場 は、順調 に成長 を遂 げてお り、

3年 度 の通信 市場 の売上高は、前年度比5.8%増 の12兆5,196億 円であっ

た。これは、昭和60年 度の1.6倍 の規模 にあた り、その間の年平均伸 び率

は、7.7%で あ った(第1-2-1図 参 照)。

第1-2-1図 通信市場の動向

兆 円
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郵便

〆 特別第二種

一 一一般第二種

＼ 国際第_種

一 国内第一種

3年 度

郵政省資料により作成

(注)1.第 一種電気通信事業については、電気通信事業営業収益の合計である。

2.第 二種電気通信事業については、アンケー ト調査による。

3.国 内第一種には、IR通 信分は含まない。

4,放 送事業は、NHKと 民放の合計である。

5.郵 便事業は、郵政事業特別会計における郵便業務収入である。
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本節では、こうした情報通信市場の拡大の状況等、情報通信経済の動

向につ いて概観 す る。

第1-2-2表 主 な通信事業者数

(単位:社 数)

年度末

区 別
3年 度 4年 度 増 減

電気通信事

業者

第

一

種

国

内

NTT 1 1 一

NTT移 動通信網 0 1 十1

新
事

業
者

長距離系

地域系

衛星系

自動車 ・携帯電話等

無線呼出し

3

7

3

17

36

3

8

3

25

36

『

十1

-

十8

一

国

際

KDD 1 1 一

新事業者 2 2 一

計 70 80 十10

第

二

種

特別(う ち国際特別) 36(25) 36(25) 一(一)

一 般 1,000 1,143 十143

計 1,036(1,023) 1,179(1,166) +143(+143)

放送事業者

地上系
NHK 1 1 一

民間放送等 177 181 十4

衛星系

(NHK

を除く)

放送衛星 2 2 一

通信

衛星

委

託

テ レ ビ ジ ョン 6 6 一

立=ま=
日 　 6 6 一

受 託 1 2 十1

郵 便 事 業 1 1 一

郵政省資料により作成

(注)第 二種電気通信事業者計の(〉 内の数字は、国際VAN事 業 を営むことから特

別第二種電気通信事業者の登録を受け、かつ国内業務に関しては法令の定める規模

に達していないことから、一般第二種電気通信事業者として届出を行っている事業

者があるため、その重複を控除した数である。
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(1)電 気通信事業及び放送事業 の動向

4年 度においては、 自動車 ・携帯電話サー ビスを提供 す る国内第一種

電気通信事業 及び一般第二種 電気通信事 業への新規参入が顕著にみ られ

た(第1-2-2表 参照)。

ア 電気通信事業の動向

(ア)第 一種電気通信 事業の動 向

第一種電気通信事業者(付 注13参 照)は 、4年 度末現在、NTT及 び

KDDを 含め80社 であ り、4年 度 中に新たに事業許可 を受け たのは11社

であった。内訳 をみ る と、地域系が1社 、 自動車 ・携帯電話等が9社 及

びNTT移 動通信網㈱ となってお り、移動体通信分 野への参入が活発に

行 われた。

また、 中部テ レコミュニ ケーシ ョン㈱ が4年4月 にデジタルデー タ伝

送サー ビスを、沖縄 セルラー電話㈱が同年10月 に自動車 ・携帯電話サー

ビスを開始 したほか、NTTの 移動体通信サー ビス事業 よ り分離 したN

TT移 動通信網㈱が 同年6月 に事業許可 を受 け、同年7月 よ り自動車 ・

携帯電話、船舶電話及 び航 空機公衆電話並 びに無線呼出 しのサー ビスを

開始 した。

一方、4年10月 に自動 車 ・携帯電話サー ビスを提供 している日本移動

通信㈱が船舶 電話及 び携帯電話サー ビス を提供 していた東京湾マ リネ ッ

ト㈱ を吸収合併 したほかに、5年2月 には東 北地方の無線呼出 し事業者

6社 が合併 の承認 を受け るといった動 きがみ られた。

NTT及 びKDDの 株式の取得 については、 これ まで外国人等(外 国

人、外国の法 人若 しくは団体、 又は外国政府若 しくはその代表者)に 対

して規制 されていたが、 日本電信電話株式会社法及び国際電信 電話株式

会社法の改正 に より、4年8月 か ら外国人等 によるNTT及 びKDDの

株式の取得が認め られた。ただ し、外 国人等 による株式の取得 について
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は、議決権 の5分 の1未 満 に限定 され るな どの規定 が設 け られて いる。

(イ)第 二種電気通信事業の動向

第二種電気通信事業者(付 注14参 照)は 、電気通信サー ビスへのニー

ズの高 ま りや 市場 の拡大等 を反映 して、年 々着実 にその数 を伸 ば してお

り、4年 度末現在 では1,179社 とな り、対 前年度末 比で143社 増加 してい

る。

(特別第二種電気通信 事業者)

特別 第二種 電気通信事業 者 とは、政令 で定め る規模 を超 え るネ ット

ワー クを運用す るか、国際VANサ ー ビス を提供す る事業者 であ り、4

年度末現在 で36社 が登録 を行 っている。

なお、前年度 に引 き続 き、国際VANサ ー ビスを提供 してい る国際特

別第二種 電気通信事業へ の参入が続いてお り、4年 度 には1社 が新 たに

登録、1社 が登録 を廃止 し、4年 度末現在 では25社 となっている。

(一般第二種電気通信 事業者)

一般第二種 電気通信事業者は、4年 度末現在 で1,143社 が届 出を行 って

お り、対前年度末 比143社 増加 している。

業種別にみ ると、 オンライン受託計算サー ビス等が357社(対 前年度比

10社 増)、電子機器製造、販売及び ソフ トウェア開発 が134社(同16社 増)、

卸売業 ・倉庫業等流通関係が72社(同 増減 な し)、 出版 ・広告関係が24社

(同4社 増)、宅配貨物 等運送 関係が17社(同1社 増)、総合 商社 が13社(同

増減 な し)、 その他526社(同112社 増)と なっている。

電気通信役 務別㈱にみ ると、デー タ伝送役務 を提供す る事業者が652社

(同38社 増)、 音声伝送が473社(同125社 増)、 画像伝送が232社(同33社

増)、 複合が155社(同15社 増)と なってお り・前年度 と比較 して音声伝

送 による役務 提供 が顕著 に伸 びて いる。

(注)複 数役務の届出会社があるため、合計は会社数を超える。
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第1-2-3図 電気通信事業者の地域別本社所在地数比の比較

北 陸,.7四 国'・'。 縄/ .〔)

東北3.7

北 海 道4.3

信 越4.3

中 国5.3

関東5.960年 度

九 州

7.o

東 海 近 畿

7・512
,8

信灘 ・3網1・2

北陸

郵政省資料により作成

(ウ)電 気通信事業者の地域別動向

4年 度 におけ る第一種 電気通信事業者及び第二種電気通信事業者の本

社所在地 を地域別 にみ る と、全体 の35。6%が 東京に集 中 してお り、近 畿

の16.4%を は じめ とす る各地域 を大 き く引 き離 してい る。 また、東京に

隣接 している関東 は全体の7.3%と 、近畿、九州(9,2%)、 東海(8.1%)

に次いで5番 目であ り、東京集中 といった地域偏在が顕著 にあらわれて

い る。この状況 は、電気通信事 業法が施行 された昭和60年 度 にさかのぼ っ

て も、東京に全体 の44.4%の 事業者本杜 が集 中 してお り、近畿の12.8%

を始め とす る各地域 との格差が歴 然 としてお り、東京中心 の情報圏の形

成が顕著 であったこ とが うかがえる(第1-2-3図 参照)。

イ 放送事業の動 向

(ア)地 上系放送事業の動向

地上系放送事 業者 は、4年 度末現在でNHKを 含め182社(対 前年度比

4社 増)で あ る。4年 度おいて、 テレビジョン放送事業者2社(秋 田朝

日放送㈱及び伊予 テレビ㈱)、FM放 送事業者1社(㈱ エフエム鹿児島)

及び コミュニテ ィ放送事業 者1社(㈱ 函館 山 ロープ ウェイ)に 対 し、本
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免許が付与 された。

(イ)衛 星系放 送事業の動向

衛星系放 送事業 においては、通信衛 星 を利 用す る受託放送事業者 であ

る宇宙通信㈱ に対 し、4年 度に新 たに本免許 が付与 された。

(2)通 信事業の経営動向

4年 度上半期の第一種 電気通信事業 にお ける営業収益 は、3年 度上半

期比6,2%増 の3兆4,166億 円 となっている。 これ を国内電気通信 と国際

電気通信 とに分けてみ ると、国内は対前年 同期比6.2%増 の3兆2,667億

第1-2-4表 通信事業者等の財務状況(3年 度)

区 分 NTT KDD 長距離瓢 ㏄ 放 送 業 全 産業 電気 業 ガス・水道業 陸 運 業

総 資 産
(百万円〉

10,930,908 526,712 695,276 2,096,803 1,206,153,295 35,706,525 3,466,141 46,347,368

売 上 高
(百万円)

5,745,913 239,724 353,803 2,265,076 1,474,774,866 14,406,703 2,275,270 33,366,611

経 常 利 益
(百万円) 352,850 26,032 32,376 163,039

'

33,647,5ユ7 777,922 124,462 1、1⑰49,586

従 業 貝 数
(人) 249,942 6,004 4,698 36,093 37,665,126 149,065 44,644 2,381,473

売上高(%)
経常 利益 率

6.1 10.9 9.2 7.2 2.3 5.4 5.5 3.1

総資本(%)
経常 利益 率

3.2 5.2 5.2 8.0 2.9 2.2 3.7 2.5

総資本回転率
(回) 0.53 0.48 0.56 1.11 1.26 0.41 0.68 0.82

労働 装 備 率
(万円) 3,446 3,573 8,980 1,893 904 16,810 4,614 947

固 定 比 率
(%)

229.1 126.5 581.8 95.6 225.7 572.1 243.4 417.4

郵政省資料、「法人企業統計年報」(大蔵省)に より作成

売上高経常利益率一讐 響 ・1・・

纐 本経常利益率一 繍 瀧 犠 平均)・1・・

顯 本 ・ 転 率一顯 本(売 上高期首 ・期末平均〉

労 働 装 備 率一有形固定資産 健 設仮勘定を除く・)(鰭 潮 末平均)

固 定 比 率=自 己資本

従業員数(期 首 ・期末平均)

固定資産×100



第2節 情報通信経済の動向 一71一

円 、 国際 は同4.5%増 の1,499億 円 で あ っ た(第1-2-5表 参 照)。

また、4年 度上半期の第一種 電気通信事業における経常利益 は1,469億

円(対 前年同期比7.8%減)と なっている。 これ を国内電気通信 と国際電

気通信 とに分 けてみ る と、国内 は対 前年 同期比10.0%減 の1,356億 円、国

際 は 同28.4%増 の113億 円 で あ っ た。

第1-2-5表 第一種電気通信事業営業収益の推移

(単位:億 円、%)

2・ 上 半期 3・ 上 半 期 4・ 上 半期年 度

区 別 金 額 金 額 増 減 率 金 額 増 減 率

国 内電 気通 信
事 業 営業 収 益 29,341 30,747 4.8 32,667 6.2

電 話 23,964 24,277 1.3 24,704 1.8

専 用 2,117 2,283 7.9 2,628 15.1

自動車・携帯電話 1,102 1,508 36.8 2,198 45.8

ノ

船 舶 電 話 58 61 5.2 68 11.5

無 線 呼 出 し 596 715 20.0 861 20.4

そ の 他 1,502 1,900 26.5 2,208 16.2

国際 電気 通 信事 業
営 業収 益 1,327 1,435 8.1 1,499 4.5

電 話 1,056 1,ユ41 8.0 1,210 6.0,

専 用 94 107 13.8 114 6.5

電 報 18 16 △15 .1 13 △18 .8

テ レ ッ ク ス 73 62 △11 .1 47 △24 .2

そ の 他 84 109 29.8 110 0.9

合 計 30,668 32,182

　

4.9 34,166 6.2

郵政省資料により作成

(注)1.国 内電気通信事業営業収益のその他は、電報、電信、データ通信等である。

2.国 際電気通信事業営業収益のその他は、データ通信、データ伝送等である。

3.国 内電話、専用にはJR通 信分は含んでいない。

4.各 サービス別収入の数値は、億円未満を切り捨ててある。

5.合 計欄の数値は、億円未満を切 り捨ててある。

6.増 減率は、各金額の百万円単位で算出した。
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3年 度の第一種 電気通信事業者の経営状況 につ いてみ る と営業収益 は

前年度比4.6%増 の6兆6,046億 円で、電気通信事業法が施行 され た昭和

60年 度の1.3倍 となってお りその間の年平均伸 び率 は4.3%で あった。

3年 度 の単 年度 伸 び率 は過去6年 間の平 均伸 び率 を0.3ポ イ ン ト上

回ってい る。 国内は、前年度比4.3%増 の6兆3,133億 円で、昭和60年 度

の1.3倍 となってお り、その間の年平均伸 び率 は、4.2%で あった。また、

国際 は前年 度比9.6%増 の2,913億 円 で、昭和60年 度 の1.4倍 とな ってお

り、 その間の年平均伸び率 は5.3%で あった。

ア 第一種電気通信事業者 の経営状況

(ア)NTTの 経営状況

4年 度上半期のNTTの 経営状況は、営業収益 は、対前年 同期比0.04%

減の2兆9,631億 円、経常利益 は同21.6%減 の1,058億 円 と民営化 後、中間

決算 で初の減収減益 となった。

この要 因は、NCC各 社 との競争、シェア確保 の ため実 施 した ダイヤ

ル通話料金の値下げ、 また景気低迷等の影響 を受 けたこ と、移動体通信

部 門の分離の影響 等に よるもので ある。

4年 度上半期の営 業収益 の うち電気通信事 業営業収益 は対前年同期比

0.1%減 の2兆8,121億 円であ り、 これ をサー ビヌ、別 にみる と同社の主力

収入部 門である電話収入が前年度 よ り1.5%減 の2兆3,465億 円 となって

いる。 これは、料金の値下 げ、景気の低迷 等の影響 に よ りダイヤル通話

料収入が前期実績 を下回 る結果 となったため である。営業収益全体 に占

め る電話収 入の割合 も79.2%(前 年度80.4%)と1.2ポ イン ト減少 してい

る。

これに対 して、専用収入、デー タ伝送収入及び電報収入 は、前年 比で

それ ぞれ、12.2%増 、2.9%増 ・11・0%増 と好調 な伸 び を示 してい る。

また、3年 度のNTTの 財務状況 は・総収益6兆1,275億 円(前 年度比
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NTTの 経 営状況

(単位:億 円)

区 別 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度

総 収 益 57,056
(28,227)

58,474
(28,598)

60β44

(29,492)

61,275
(30,034)

一
(29,957)

営 業 収 益
56,526
(27,982)

57,692
(28,245)

59,584
(29,098)

60,560
(29,645)

一
(29,631)

電気通信事業営業収益
53,675
(26,581>

54,822
(26,921)

56,553
(27,669)

57,459
(28,153)

一
(28,121)

電 話 収 入 46,253
(22,868)

47,271
('23,351)

48,415
(23,842)

48,481
(23,834>

}

(23,465)

電 信 収 入
53

(28)
44

(23)
40

(21)
35

(19) (15)

電 報 収 入
480

(223)
544

(241)
582

(265)
670

(306) (340)

専 用 収 入
3,465

(1,637)
3,72G

(1,807)
3,897

(1,898)
4,014

(1,983)

一
(2,224)

デー タ通信収入 443
(443) (二) (=〉 (二) (=)

データ伝送収入
332

(・147)

401

(192)

438

(215)
476

(237)

一
(244)

無線呼出し収入
944

(489)
901

(452)
886

(427)
1,019

(489) (278)

そ の 他の収 入
1,701

(743)
1,937

(852)
2,292

(998)
2,760

(1,283)

一
(L552)

附帯事業営業収益 2,851
(1,401)

2,869
(1,323)

3,030
(1,429)

3,101
(1,491)

一
(1,509)

営 業 外 収 益 529
(245)

781
(353)

760
(393)

714
(389)

一
(326)

総 費 用 52,797

(26,521)

53,627

(26,567)

56,201

(27,942)

57,746

(28,683)

一
(28,898)

営 業 費 用 49,479
(24,799)

51,037
(25,317)

53,794
(26,544)

55,278
(27,519)

}

(27,826)

電気通信事業営業費用
46,565
(23,316)

48,064
(23,826)

50,736
(25,025)

52,232
(25,961)

一
(26,261)

附帯事業営業費用 2,914
(1,482)

2,972

(1,490)
3,058

(1,519)
3,045

(1,558)

一
(!,565)

営 業 外 費 用 3,317
(1,722)

2,589
(1,250)

2,406
(1,397)

2,468
(1,163)

一
(1,072)

経 常 利 益 4,259
(1,706)

4,847
(2,031)

4,143
(1,549)

3,528
(1,351)

一
(1,058)

郵政省資料、NTT資 料により作成

(注)1.単 位未満は切り捨てである。

2.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。

3.()内 は上半期の実績値である。

4.昭 和63年7月 にNTTよ りデータ通信事業本部及び4年7月 に移動体通信事

業本部が分離し、別会社になっている。
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第1-2-7表3年 度NTTの 電話役務損益明細表

(単位:億 円)

役 務 の 明 細 営 業収益 営 業費 用 営業 利益

加 入 電 話 42,472 35,788 6,684

基 本 料 10,945 12,498 △1,553

市 内 通 話 15,691 15,488 203

市 外 通 話 12,898 4,769 8,129

そ の 他 2,937 3,032 △94

公 衆 電 話 3,149 3,297 △147

自 動 車 電 話 2,190 1,848 342

そ の 他 の 移 動 体 電 話 162 189 △27

そ の 他 2,866 4,672 △1,805

計 50,841 45,797 5,044

NTT資 料により作成

(注)1.「 市 内通話」、「市外通話」に係る営業収益は、サンプル調査により推計された

通信量比に基づき算出した。

2.「 自動車電話」及び 「その他移動体電話」に係る通話料収入は、発信側の電気

通信設備に係る役務の細 目に係る収入とした。

3.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。

1.5%増)、 営業収益6兆560億 円(同1.6%増)、 経常利益3,528憶 円(同

14.8%減)の 増収減益 であった(第1-2-6表 参照)。

3年 度の電話役務営業損益 の うち加入電話の状況 をみる と、基本料 は、

1兆945億 円の収益 に対 し1,553億 円の赤字 、市内通話 は1兆5,691億 円

の収益 に対 し203億 円の黒字、市外通話 は1兆2,898億 円の収益 に対 し、

8,129億 円の黒字 とな ってい る(第1-2-7表 参照)。

(イ)長 距離 系新第一種 電気通信事業者の経 営状況

3年 度の長距離系新第一種 電気通信事 業者3社 の営業収益 は、サービ

ス提供 地域 の拡 大等 で順 調に進 展 し、 その合 計 は 前年度 比33.8%増 の

4,069億 円であった。

4年 度上半期 の営業収益 は、対前年 同期 比20.2%増 の2,289憶 円、経常
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利益は同29.5%増 の191億 円 となっている。

電気通信事業営業収益 の うち、電話及び専用線に係 る収益は、2,065億

円で国 内の電 話及 び専用線 市場 の7.6%を 占めてお り、前年度 同期 よ り

第1-2-8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

区 分
年 度 営 業_収 益 営 業 費 用 経 常 損 益

平 成 元 年 度 199,978 161,788 29,253

2

年

度

第 二 電 電 ㈱ 155,438
(70,760)

129,819
(59,974)

20,679
(8,678)

日本 テ レ コム㈱ 119,397
(51,173)

98,875
(41,608)

12,053

(5β42)

日本高速通信㈱ 29,446
(14,155)

27,865
(13,296)

△1,416

(△582)

計 304,281
(136,089)

256,559
(114,879)

31,316
(13,938)

3

年

度

第 二 電 電 ㈱ 199β31

(93,282)

168,022
(78,930)

23,432
(10,742)

日本 テ レ コム㈱ 173β79

(80,669)

145,443
(67,155)

16,043
(7,939)

日本高速通信㈱ 33,780
(16,568)

37β15

(18,427)

△7 ,099

(△3,858)

計 406,992
(190,519)

350,780
(164,512)

32,376
(14,823)

4

年

度

第 二 電 電 ㈱
(110,979) (93,432) (13,242)

日本 テ レ コム㈱

(98,711) (82,000) (10,685)

日本高速通信㈱
(19,272) (22,251> (△4,729>

計
(228,962) (197,883)1 (19,198)

郵政省資料により作成

(注)ユ.元 年度の数値は、第二電電㈱、日本テレコム㈱及び日本高速通信㈱の合計である。

2.()内 は上半期の実績値である。

3.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。
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1.8ポ イン ト増加 した(第1-2-8表 参照)。

各 社 の 中間決 算 をみ る と、 第二電 電㈱ の営 業収 益 は対 前 年 同期 比

19.0%増 の1,109億 円、経常利益は同23.3%増 の132億 円、 日本 テ レコム

㈱ の営業収益 は同22.4%増 の987億 円、経常利益は同34.5%増 の106億 円

であった。第二電 電㈱、 日本テ レコム㈱ は、サー ビス地域 の拡大等 を背

景 に業績 を伸ば した。

これ に対 し日本 高速通信㈱ の営業収益は、同16.3%増 の192億 円である

が、経常損失は47億 円 とな り、全 国展開の遅 れが業績 に も表れ ている。

(ウ)地 域系新第一種電気通信事業者の経営状況

3年 度 の地域系新第一種電気通信事業者 の営業収益の合計 は前年度比

52.5%増 の533億 円 と大幅 な増収 とな った。経常損失 の合計 は、36億 円 と

なった。

4年 度上半期の営業収益 の合計は、対 前年 同期 比33.6%増 の318億 円 と

好調 な伸 びをみせ、経常損失合計 も8億 円 と前年同期 と比較 して大 幅に

減少 している。

電気通信事業営 業収益 の うち電話及び専用線 に係 る収益 は170億 円で

国内の電話線及び専用線市場 の0.6%を 占め てお り、専用線 市場に限る と

165億 円 で同市場 の6.3%を 占めている(第1-2-9表 参照)。

(エ)衛 星系新第一種電気通信 事業者 の経営状況

3年 度の衛星系新第一種電気通信事業 者の営業収益 は、前年度比7 .1%

増の271億 円であった。

4年 度上半期 の営業収益 は、対前年 同期 比21.2%増 の160億 円、経常損

失は10億 円 となってい る(第1-2-10表 参照)。

衛星系2社 の営業収益 におけ る専用収 入の合計 は103億 円で＼4年 度上

半期 の国内の専 用線市場の3.9%を 占め ている。
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地域系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

年度
区別

元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度

営 業 収 益
18,289
(5,308)

34,964

(15,002)

53β16

(23,820)

一
(31,822)

営 業 費 用
27,004

(10β64)

38,828
(18,414)

47,640
(22,384)

一
(27,866)

経 常 損 益
△12
,667(

△6 ,593)

△10
,978

(△6,329)

△3
,682(

△3 ,195)

}
(△810)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.(〉 内 は上 半期 の 実 績値 であ る。

2.元 年 度上 半期 の 数値 は 、東 京通 信 ネ ッ トワー ク㈱ 、中部 テ レ コ ミュニ ケ ー シ ョ

ン㈱ 、大 阪 メデ ィ アポ ー ト㈱ の3社 で あ る。

3,元 年 度 の数 値 は、2.の3社 に㈱ 四 国 情報 通 信 ネ ッ トワー ク、 九州 通信 ネ ッ

トワー ク㈱ を加 え た5社 で あ る。

4.2年 度上 半 期 、2年 度 、3年 度上 益 期 、3年 度 及 び4年 度 上 半期 の 数値 は 、

3.の5社 に北 海道 総 合通 信 網 ㈱ を加 えた6社 で あ る。

第1-2-10表 衛星系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:億 円)

2年 度 3年 度 4年 度

営 業 収 益
253
(123>

271
(132>

一

(160)

営 業 費 用
304
(/60)

265
(131)

一

(170)

経 常 損 益
△51

(△37)

6

(1)

一

(△10)

郵 政 省資 料 に よ り作 成。

(注)1。()内 は上 半期 の実 績 値 で あ る。

2.数 値 は 、 日本 通 信衛 星 ㈱ 、宇 宙 通信 ㈱ の合 計 で あ る。

(オ)新 自動車 ・携帯電話事業者等の経営状況

3年 度 の 自動車 ・携帯電話事業者等16社(自 動車 ・携帯電話事業者8

社、簡易 陸上移動無線電話事業者4社 、マ リネ ッ ト電話事 業者3杜 、テ

レター ミナル事業者1社)の 経営状況は、営業収益 が1,327億 円、経常損

益が29億 円の黒字 となった。



　 鷲 幣 瓢
帯一 者の経営状況諜

年度
区別 2年.度 3年 度 4年 度

営 業 収 益 78,943
(30,902)

131,620

(57,999)

一
(86,460)

営 業 費 用 64,630
(26,660)

113,560
(49,296)

一
(69,007)

経 常 損 益 3,617
(1,417)

5,000
(2,793)

一
(9,809)

郵政省資料により作成

(注)1.()内 は、上半期の実績値である。

2.数 値は、日本移動通信㈱、関西セルラー電話㈱、九州セルラー電話㈱、中国
セルラー電話㈱、東北セルラー電話㈱、北海道セルラー電話㈱、北陸セルラー

電話㈱、四国セルラー電話㈱の8社 の合計である。

また、4年 度上半期 の営業収 益は、対 前年 同期比48.5%増 の871億 円、

経常利益 は、5.5倍 増 の86億 円 となってい る。

営業収益の大部分 を占める自動車 ・携帯電話事業 者につ いてみ ると、

日本移 動通信 ㈱ とセル ラー電話 グループ7社 の電気通信事 業 営業収 益

は、前年度 と比較 して51.5%増 の809億 円 と大幅に伸展 した。これは、自

動車 ・携帯電話市場 の36.8%を 占めてお り、前年度 同期 よ り1 .3ポ イン ト

増加 した(第1-2-11表 参照)。

(カ)新 無線呼 出 し事業者の経営状況

3年 度の無線 呼出 し事業者の経営状況は、総収益 は前年度 比32 .5%増

の502億 円、経常利益 は47億 円で あった。

4年 度上半期 の総収益 は・対前年 同期比29,3%増 の300億 円、経常利

益 は同72.7%増 の38億 円 となってい る。

うち電気 通信事 業営 業収益 の合 計 は292億 円 で、無線 呼 出 し市場 の

33.9%を 占めてお り・前年度 同期 より2.3ポ イン ト増加 した(第1_2_

12表 参照)。
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第1-2-12表 新 無線呼出 し事業者の経営状況

(単位:億 円)

年度
区別

元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度

総 収 益 266
(114)

379
(174)

502
(232>

一

(300)

総 費 用
255
(109)

351
(165)

454
(210)

一

(261)

経 常 損 益
10

(4)

28

(8)
47
(22)

一

(38)

郵政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.元 年 度上 半 期 の数 値 は 、 北海 道 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 宮城 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、

東 京 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 、 富 山ペ ー ジン グサ ー ビ ス㈱ 、 福井 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、

静 岡 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 、㈱ 中部 テ レメ ッセ ー ジ、 関西 テ レ メッセー ジ㈱ 、 ㈱ 岡

山 テ レ メ ッセー ジ、㈱ テ レ メッセ ー ジ広 島 、愛 媛 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 九州 テ レ

メ ッセー ジ㈱ 、佐 賀 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 、㈱ 九州 ネ ッ トワー クシス テ ム、㈱ 沖 縄

テ レメ ッセー ジ、福 島 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、㈱ 新 潟 テ レサー ビ ス、㈱ 長野 テ レ メ ッ

セ ー ジ、 長崎 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、群 馬テ レサー ビス㈱ 、㈱ 山梨 テ レ通信 、 山 ロ

テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、香 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、㈱ 鹿 児島 テ レコー ル 、岩 手テ レメ ッ

セー ジ㈱ 、栃 木 テ レサ ー ビス㈱ 、青 森 テ レ メッセ ー ジ㈱ 、秋 田テ レ メ ッセー ジ

㈱ 、及 び 山形 テ レメ ッセ ー ジ㈱ の29社 の 合 計 であ る。

2.元 年 度 の数 値 は 、上 記 の29社 に 茨城 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ を加 え た合 計 で あ る。

3.2年 度 上 半期 の数値 は、上 記30社 に 石 ∫llテレ メ ッセ ー ジ㈱ 、山陰 テ レ メ ッセー

ジ㈱ 、 徳 島 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 高知 テ レ メ ッセー ジ㈱ 及 び大 分 テ レメ ッセー ジ

㈱ の5社 を加 えた合 計 であ る。

4.2年 度 、3年 度 上 半期 、3年 度 及 び4年 度上 半 期 の数 値 は、 上 記35社 に㈱ 宮

崎 テ レ メ ッセー ジを加 えた合 計 で あ る。

5.端 数処 理 の関 係 で 合計 が 一致 しな い もの が あ る。

(キ)KDDの 経営状況

4年 度上半期 の営業収益 は対前年 同期比2.7%減 の1,203億 円、経常利

益は同5.7%減 の132億 円 と2年 ぶ りの減収減益 となった。

4年 度上半期は、国内外の景気の低迷で国際通信の需要の伸びが、以

前より鈍化傾向を強めてきたことや一般の顧客の国際電話需要が減少し

たこと等の影 響 を受 け、収入の伸 びが減少 して きた もの と考 え られ る。

営業収 益の うち電気通信事業営業収益 は、1,179億 円(対 前年 同期 比

2.7%減)で あ った。 この内訳 をサー ビス別 に前年度 と比較 してみ ると、
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テ レックス収入は、ファクシ ミリ等へ のメデ ィアの交代 に よ り22.6%減 、

電報収入 も12.5%減 となった。一方、企業通信の増加等 を背景にデ ータ

通信収入は、3.8%増 となった。

3年 度のKDDの 経営状 況は、総収益2,563億 円(前 年 比1.0%増)、 営

業収益2,444億 円(同1.6%増)、 営業利益193億 円(同14.2%増)、 経常利

益260億 円(同0.2%増)の 増収増益 であ った(第1-2-13表 参 照)。

また、3年 度の役務別営業損益 をみ ると、電話役務 は1,862億 円の収益

に対 し228億 円の黒字、専用役務 は193億 円の収益 に対 し19億 円の赤字、

データ通信役務 は62億 円の収益 に対 し27億 円の赤字 とな ってい る。

(ク)新 国際第一種電気通信事業者の経 営状況

3年 度 の新 国際 第一種 電気 通信 事 業者 の営業 収益 合 計 は前 年 度比

79.5%増 の517億 円 と大幅な増収 となった。経常損失は、81億 円 となって

いる。

4年 度上半期 の営業収益 は、対前年同期比43.3%増 の321億 円、経常損

失 は19億 円 とな り、赤字幅は減少 している。

新国際第一種電気通信事 業者2社 の 中間決算 をみ ると、それぞれサ ー

ビス提供地域 の拡大 と海外 か らの着信の増加 等に よ り、着実 に業 績 を伸

ば した。

2社 の国際電話及 び国際専用線市場に 占め る割合 は、前年 同期比6.2ポ

イン ト増加 して24.1%と なった(第1-2-14表 参照)。

国際デ ジタル通信㈱の営業収益 は、対前年 同期比56.6%増 の166億 円と

な り、経常損 失は19億 円 となっている。 日本国際通信㈱ の営業収益 は、

対 前年 同期 比31.4%増 の155億 円、経常 利益 は5,600万 円 とな ってい

る。

(ケ)第 二種電気通信事業者の経営状況

第二種 電気通信事業者全体の営業収益は、3年 度推 計で1兆4,694億 円
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第1-2-13表KDDの 経 営状況

(単位:億 円)

区 別 昭和63年 度 元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度

総 収 益 2,677
(1,423)

2,691
(1,363)

2,538
(1,283)

2,563
(1,292)

一
(1,268)

営 業 収 益 2,583
(1,381)

2,587
(1,321)

2,407
(1,221)

2,444
(1,236)

一
(1,203)

電気通信事業営業収益
2,565

(1,373)
2,563
(1,310)

2β71

(1,207)

2,397

(1,212)

一
(1,179)

電 話 収 入 2,025
(1,098)

2,035
(1,043)

1,831
(945)

1,845
(934)

『
(913)

テ レ ッ クス収 入
199

(106)

168

(85)

139

(73)

118

(62)

『
(48)

電 報 収 入 41
(21)

38
(19)

35
(18)

31
(16)

}

(14)

専 用 収 入
152

(76)
164
(82)

179
(84)

178
(91)

一
(93)

データ通信収入
34

(17)

39

(18)

45
(21>

53
(26)

一
(27)

データ伝送収入
22
(11)

20
(10)

9
(5>

9
(5)

}

(5>

その 他 の収 入
88
(42)

97
(49)

129
(58)

159
(78)

一
(80)

附帯事業営業収益
18

(8)

23

(11)

35

(14)

25

(24)

}

(24>

営 業 外 収 益 94
(41)

103

(42)

130
(62)

118

(55)

}

(66>

総 費 用
2,286

(1,工25)

2,396

(1,175)

2,278
(1,159)

2,302
(1,152)

}

(1,136)

営 業 費 用
2,245

〔1,ユ06)

2,343
(1,158)

2,237
(1,120)

2

(1
251
136)

一
(1,ユ12)

電気通信事業営業費用
2,215
(1,092)

2,312
(1,144)

2,207
(1,106)

2
(1
219
119)

一
(1,097)

附帯事業営業費用
、

29
(14)

30
(14)

30
(14>

31

(17)

}

(15)

営 業 外 費 用
40

(17)

52

(16)

40
(39)

51
(16)

『
(24)

経 常 利 益
1

391

(298)

294
(118)

259
(124)

260
(140)

}

(132>

郵 政 省 資料 、KDD資 料 に よ り作 成

(注)1.()内 は 、上 半期 の実 績値 であ る、

2.端 数 処 理 の 関係 で合計 が 一致 しない もの が あ る。
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第1-2-14表 新 国際第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:億 円)

年度
区別 2年 度 3年 度 4年 度

営 業 収 益 288

(120)

517
(224) (321)

営 業 費 用
373

(165)

541
(250) (309)

経 常 損 益
△129

(△65)

△81

(△51)

'
一

(△19)

郵政省資料により作成

(注)1.()内 は上半期の実績値である。

2.数 値は、 日本国際通信㈱、国際デジタル通信㈱の合計である。

(対前年度比13.8%増)と なって いる。

この内訳 をみ ると、特別 第二種 電気通信事業者の営業収益 は、8,683億

円(推 計、対前年度比13.7%増)と なってい る。 また、一般 第二種電気

通信事業者の営業収益 は、 同6,011億 円(推 計、対前年度比14。0%増)と

順調 に売上 を伸ば している。

イ 放送事業者の経営状況

(ア)NHKの 経営状況

3年 度一般勘 定における事業収入は、前年度 比12.5%増 の5,442億 円、

事業支 出は同8.3%増 の4,842億 円で、この結 果事業収支差金 は600億 円 と

な り、2年 度の事業収支差金 を大幅に上回っ た。

これは、 「平成2～6年 度経営計画」の第2年 度 として、業務全般にわ

た り、効率的運営 を推進 し、受信料 ・副次収 入等の確保 に努め る ととも

に、経 費の節減 に努めた ことによる ものであ る。

4年 度の収支予算 は、事業収 入5,404億 円、事業支 出5,132億 円、事業

収支差金272億 円を計上 してお り、事業収支差金 は、前年度収支予算に比

して、286億 円減少 してい る。
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第1-2-15表NHKの 経営状況(一 般勘定)

(単位1百 万円)

区 別 2年 度 決 算 3年 度 決 算 4年 度収支予算 5年 度収支予算

事 業 収 入 483,844
(484,595)

544,252
(542,738)

540,373 553,667

事 業 支 出 447,246
(448,042)

484,241
(486,922)

513,184 532,493

事業収支差金 36,598
(36,553)

60,011
(55,816)

27,189 21,174

NHK資 料 により作成

(注)()内 は、予算の数字である。

これ は、前年度収支予算においては、特別収入があったこ と、収入全

体 の9割 以上 を占め る受信料収入 の伸びに対 し番組制作 費、契約収納 費、

調査研究費等全般的 な事業経 費の伸びが大 きいこ とに よる もの である。

また、5年 度の収支予算は、事業収入5,537億 円、事業支 出5,325億 円、

事業収支差金212億 円を計上 している(第1-2-15表 参照)。

(イ)民 間放送の経営状況

3年 度の民間放送 の収支状 況 をみる と、地上系民間放送の営業収益 は

前年度比3.7%増 の2兆1,875億 円、経常利益 は同20.5%減 の1,982億 円で

増収減益 であ った。

これは、景気の減速による広告収 入の減少 が引き続いたこ となどによ

る影響 が大 きい もの と思われる。事業別に、3年 度の営業収益の伸 び率

をみ ると、 ラジオ・テ レビジ ョン兼営社が前年度比0.7%増 、 テレビジ ョ

ン単営社が 同5.6%増 、文 字放送単営社が同7.9%増 、ラ ジオ単営社が 同

1,8%増 となっている。

また、3年 度の営 業費用 は、前年度比6.1%増 の1兆9,974億 円で、3

年度の営業収益の伸 びを2.4%上 回った(第1-2-16表 参照)。

営業費用の増加要 因としては、報道 ・情報番組の強化 に伴 う制作 費の
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増加 、販売強化に よる販売 費の上昇等が考 えられ る。

衛 星系民間放送の営業収益 は316億 円、営業費用は474億 円、経常損失

第1-2-116表 民間放送の経営状況

(単位:百 万円)

地 上 系 衛 星 系

ラジオ・テレビ

ジョン兼 営社

元 ・36社

2・36社

3・36社

曽

アレビジヨン

単営 社

元 ・70社

2・73社

3・79社

文字放送単
営社
元 ・10社
2・10社
3・10社

ラジオ単営社

元 ・44社
2・47社

3・48社

計

元 ・160社
2・166社

3・173社

テレビジョン

単営社
1・ 一 社

2・ 一 社

3・1社

音 声 放 送

単営
1・ 一社

2・ 一社

3・1社

計

1・ 一社

2・ 一社

3・2社

総 収 益

元 655,842 1,161,451 2,917 163,958 1,984,168 一 } 一

2 703,907 1,275,801 3,460 184,242 2,167,410 一 『 一

3 706,357 1,336,806 3,726 187,465 2,234,354 32,632 179 32,811

営業収益

元 636,267 1,140,985 2,866 159,711 1,939,829 一 一 一

2 683,930 1,242,499 3,361 179,883 2,109.1673 『 一 一

3 688,599 1,312,174 3,625 183,190 2,187,588 31,466 170 31,636

営業外収

益

元 19,575 20,466 51 4,247 44,339 一 一 一

2 19,977 33,302 99 4,359 57,737 一 　 一

3 17,758 24,632 101 4,275 46,766 1,166 9 1,175

総 ・費 用

元 580,667 1,024,861 2,784 143,736 1,752,048 一 一 一

2 630,010 1,124,193 3,180 160,760 1,918,143 一 一 一

3 655,108 1,211,841 3,291 165,861 2,036,101 51,557 3,486 55,043

営業費用

元 570,562 1,006,339 2,764 140,338 1,720,003 『 一 一

2 619,285 1,103,345 3,128 157,521 L883,279 一 一 一

3 642,593 1,189,197 3,249 162,435 1,997,474 44,335 3,104 47,439

営業外費

用

元 10,105 18,522 20 3,398 32,045 一 一 一

2 10,725 20,848 52 3,239 34,864 『 一 一

3 12,515 22,644 42 3,426 38,627 7,222 382 7,604

経常利益

元 75,175 136,590 133 20,222 232,120 一 一 一

2 73,897 151,608 280 23,482 249,267 一 『 一

3 51249 124,965 435 21,604 198,253 △18 ,924 心3 、307 △22 ,232
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は222億 円であった。これは、衛 星系民間放送 炉有料放送開始 の初年度で

ある とい うことや景気の減速に より加入者数 が当初計画 よ り少 なか った

ことなどに よるもの と思われ る。

(ウ)ケ ーブルテ レピ事業者の経営状況

営利 を 目的 としてケーブルテ レビ事業 を行 う許 可施設157社 の3年 度

の経営状 況につ いて は、経常収入は前年度比35 .1%増 の435億 円、経常費

用 は同3L5%増 の609億 円であ り、経常損益 は174億 円の赤字 であ った。

経常収入の増加 は、ケーブルテ レビの相 次 ぐ開局 と加入者 の増加 等によ

るもの と思 われる。

ウ 郵便事業の経営状況

3年 度 の郵便事業の経営状況 は、収益 が前年度比4.0%増 の1兆8,750億

円、費用が同5.7%増 の1兆8,923億 円 で、差 し引き173億 円の欠損金計上

となった。 これに よ り郵便事業経営につ いては、11年 ぶ りに赤字 となっ

た。

これは、収益の うち大宗 を占め る郵便業務収入が、景気の減速 等を反

映 して、前年度比4.6%増 の1兆7,260億 円(収 益全体の92.1%)と 、2

年度の伸 び率7.3%増 に比べ伸び率 が鈍化 したのに対 し、一方、費用にお

いては、人手不足に伴 う非常勤職員の賃金の上昇や郵便物の大型化等に

伴 う諸経費の増加 によ り、費用全体 で5.7%増 と、収益の伸 び を大 きく上

回 る増加 となったこ とに よるものである(第1-2一 ユ7表参照)。

第1-2-17表 郵便事業の経営状況

区 別 2年 度 決 算 3年 度 決 算 4年 度 予 算 5年 度 予 算

収 益 18,026 18,750 19,454 20,522

費 用 17,901 18,923 19,884 21,542

利益又は欠損 125 △173 a430 △1
,020

郵政省資料により作成
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(3)通 信事業の設備投 資動 向

昭和63年 度以降の主 な通信事業体 の設備投 資の動 向を第1-2-18図

に示す。郵便事 業、NTT、KDD、 新 第一種電気通信 事業者(NCC)、

第二種 電気通信事業者、NHK、 民間放送事業者及 びヶ一 ブル テレビ事

第1-2-18図 主 な通信事業体の設備投 資額の推移

(億 円)
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/民 間放送事

ぐ_一 一第二種

《-NHK

＼KDD

《NTT

63 元 2 3 年度

郵政 省 、NTT、KDD、NHK、 民 放連 資 料 に よ り作 成



第2節 情報通信経済の動向 一87一

業者の設備 投資額合計は、昭和63年 度の2兆4,446億 円か ら3年 度 には3

兆1,575億 円に増加 してい る。

また、4年3月 の緊急経済対策に よ り、景気の減速感が国民経済 に悪

影響 を及ぼす ことが ない よう、郵政省は、NTT、KDDを は じめ とす

る第一種 電気通信事業者の4年 上半期の設備投資については、当初計画

第1-2-19図 設備投資額

【,

7

3■

18510
.25
.7

]§ -4 .4-3.2
-2D .7-186-103

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年
度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度

L」LL」]]]]L」L]]

第一種NTT等KDDNCC特 二 般こ 民放.全 産業 製造業 非製造業

(注)1.NTT等 とは 、NTT及 びNTT移 動 通 信 網㈱ 。

2.郵 政 省、 経 済企 画庁 資料 に よ り作成 。

第1-2-20図 業種別設備投資4年 度計画 対前年度比
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(注)1.NTT等 とは 、NTT及 びNTT移 動 通 信網 ㈱ 。

2.郵 政 省、 経 済企 画 庁 資料 に よ り作 成 。
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額 より、900億 円程度 の増額 に努力す るよ う要 請 した。

さ らに4年8月 の総 規模10兆7,000億 円にのぼ る財政措 置 を中心 とし

た総合 経済対策 にお いては、第一種 電気通信事業者 に対 し、5年 度の設

備投資の前倒 し及び設備投資額の上乗せ に よ り、4年 度 の設備投 資額 を

更 に700億 円程度追加すべ く努力す るよう要 請 した。

ア 電気通信事業者の設備投資動向

(第一種電気通信事業者の動向)

4年10月 に郵政省 が実施 した 「通信産 業設備 投資等実態調査 」等によ

ると、第一種電気通信事業者全体(72社 合計)の3年 度 の設備投 資実績

額 は、2兆3,590億 円であ り、前回調査(4年3月 実施)に よる2年 度の

設備 投資実績額2兆2,467憶 円(69社 合計)に 比べ 、5.0%の 増加 であっ

た(第1-2-21表 参 照)。

また、「法人企業動向調査報告」(経 済企画庁)に よる3年 度 の他産業

の設備 投資実績 を見 る と、 自動車業が2兆5,255億 円(対 前年 度比5.3%

増)、化学工業が2兆4,103億 円(同3.3%増)、 鉄鋼業が1兆6,397億 円(同

20.9%増)、 建設業が1兆1,733億 円(同27.3%増)、 民営鉄道が1兆3,406

億 円(同7.0%増)と なっている。

第1-2-21表 第 一種電気通信事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

回答事業者数 2年 度

(実績額)

3年 度

(実績額)

4年 度

(修正計画額〉2年 度 3・4年 度

NTT 1 2 1,825,121 1,886,839 1,986,000

KDD 1 1 57,000 58,718 74,400

新第一種電気通信事業者 67 69 364,747 413,405 459,624
一

合 計 69 72 2,246,868 2,358,962 2,520,024

「通信産業設備投資等実態調査(4年3月 及び10月 調査)」(郵 政省)等 により作成

(注)NTTの4年 度修正計画額には、NTT移 動通信網㈱を含む。

/
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第一種電気通信事業の設備 投資の内訳 をみ ると、NTTが1兆8,868億

円(対 前年度実績比3.4%増)、KDDが587億 円(同3.0%増)で あるの

に対 し、NCCは 、サ ービス提供地域の拡大 、多ルー ト化 等のため4,134

億円(69社 合計)と 前年度実績額3,646億 円(67社 合 計)に 比べ13.4%増

と高い伸 び率 を示 した。

また、第一種 電気通信事業者の4年 度の設備投資修正計画額(72社 合

計)は2兆5,200億 円(対 前年度実績額比6.8%増)と なっている。 この

うちNTT等 ㈹が1兆9,860億 円 と前年度実 績額 に比べ5.3%増 の見込み

となっているの に対 し、KDDは 、744億 円(対 前年 度実績額比26.7%増)

と高い投資額 を見込んでい る。一方、NCC(69社 合計)は4,596億 円(対

前年度実績額 比11.2%増)と 順調 に伸 びてお り、依 然 として需要増 に対

処す るための設備投資及び事業開始に伴 う初期投資が盛 んに行 われて い

るこ とが うかがえる。

(第二種電気通信事業者 の動向)

4年10月 調査 に よる第二種電気通信事 業者 の4年 度の設備投資修正計

画額 についてみる と、特別 第二種電気通信事業者(回 答30社 合計)が1,864

億 円(対 前年度実績額比14.0%増)と 大幅に伸 びてい るが、前回調査 時

(4年3月)の4年 度計画額 と比較す ると14.5ポ イン ト減少 してい る。 こ

れは、「需要 見込 みの下方修正」、 「利益 の減少」等の理 由で設備投資計画

を減額修正 した事業者が12社 と多か った ためである。

一般第二種電気通信事業者(回 答410社 合計)は663億 円(同13 .0%減)

と、前 回調査 時(4年3月)の4年 度計画額 よ り36.0ポ イン トの大幅減

となってお り、設備投 資に慎重 になって きていることが うかが える。

減額修正の理 由 としては、「需要見込みの下方修正」及び「利益の減少」

が大部分 を占めている(第1-2-22表 参照)。

(注)NTT等 とは、NTT及 びNTT移 動通信網㈱の ことである。
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イ 放送事業者 の設備投資動向

NHKを 含 めた放送事業全体(回 答376社 合計)の4年 度設備 投資修 正

計画額は、2,525億 円で対前年度実績額 比3.0%減 となって いる。

この内訳 をみ る と、民間放 送事業者(回 答181社 合計)の4年 度設備投

資修正 計画額は、1,126億 円(対 前年度実 績額 比18.6%減)と 大 き く減少

してお り、景気の低迷及び収支 状況 の悪化が設備投資 に も影響 を及ぼ し

て きているこ とが うかがえ る。

また、 ケー ブル テレビ事 業(回 答194社 合 計)の4年 度設備投資修正計

画額 は、720億 円(対 前年 度実績額比10.2%増)と な ってい る(第1-2-

23表 参照)。

ウ 設備投資環境 の見通 し

「通信産業設備投 資等実態調査」(4年10月 実施)に おけ る電気通信事

業及び放送事業の業況判断指標(BSI:上 昇 と判断 した者の割合 から

第1-2-22表 第二種電気通信事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

回答事業者数 3年 度
(実 績 額)

4年 度

(修正計画額)

特別第二種電気通信事業者 30 163,514 186,372

一般 第二種電気通信事業者 410 76,244
1

66,348

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

第1-2-23表 放 送事業者の設備投資額

(単位:百 万円)

回答事業者数 3年 度
(実 績 額)

4年 度
(修正計画額)

NHK 1 56,457 67,800

民 間 放 送 事 業 者 181 138,388 112,630

ケー プ ルテ レ ビ事 業者 194 65,347

～
72,031

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成
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下降 と判断 した者の割合 を引いた数値)に ついてみる と、通信産業全般

・こ不況感の広が りがみ られ る(第1-2-24図 参照) 。

4年 下期の業況についてみ ると、第一種電気通信事業は、業 界景気の

見通 しにつ いて、停滞感が 出て きているが、5年 度上期 には回復 に向か

うと判 断 してい る。

また、特別第二種 電気通信事 業、一般第二種 電気通信事業 とも、依 然

として警戒感 を もっているが、5年 度上期には回復 に向か うとの期待感

が強い。

民間放送事業 は、業況の回復は遅れそ うであるとい う警戒感 が強 まっ

て きてい るが、5年 度上期 には回復 に向か うとい う期待 感が出て きてい

る。

第1-2-24図 業 界景気の見通 し
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「通 信 産 業 設備 投 資 等実 態 調 査(4年10月 調査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)元 ・上 期 、元 ・下 期 は、 元年9月 調査 の 数値 。2・ 上 期 は、2年2月 調

査 の数 値 。2・ 下 期 は 、2年9月 調 査 の数値 。3・ 上 期 は 、3年2月 調査

の数 値 。3・ 下 期 は 、3年10月 調 査 の数値 。4・ 上 期 、4・ 下期 、5・ 上

期 の数 値 は4年10月 調査 の数 値 。



一92一 第1章 平成4年 情報通信の現況 」

ケー ブル テレビ事業 にお いては、業況に停 滞感 が出て きているが・5

年度上期 には回復す ると多 くの事業者がみてい る。

工 研 究開発 費の動向

「通信産業設備 投資等実態調査」(4年3月 実施)に おける第一種電気

通信事業者 の4年 度の研 究開発費計画額 は、66社 で3,158億 円で、対前年

度比6.8%増 となってい る。

第一種電気通信事 業者の売上 高に対す る研 究開発 費の比率 は、2年 度

が4.3%、3年 度が42%、4年 度が4.2%と4%台 で安 定 しているが、N

CCの 研究開発費が第一種電気通信事業 の研究開発 費全体 に 占め る比率

第1-2-25表 研 究 開 発 費

(電気通信事業)

区 分
回答事業者数 2年 度

実 績 額

3年 度

実績見込額

4年 度

計 画 額

前 年 度 比

H4/H32年 度 3・4年 度

第一種電気通信事業 66 66 284,829 295,787 315,781 106.8

NTT、KDD 2 2 282,161 289,811 310,650 107.2

NCC 64 64 2,668 5,976 5,131 85.9

第二種電気通信事業 355 354 23,397 9,066 10,713 118.2

特 別 第 二 種 26 23 16,142 2,898 3,419 118.0

一 般 第 二 種 329 331 7,255 6,168 7,294 118.3

合 計 421 420 308,226 304,853 326,494 107.1

(放送事業)

区 分

回答事業者数 2年 度

実 績 額

3年 度

実績見込額

4年 度

計 画 額

前 年 度 比

H4/H32年 度 3・4年 度

民 間 放 送 事 業 155 !47 2,180 2,190 2,640 120.5

ケーブルテレビ事業 130 129 201 235 269 114.5

合 計 285 276 2β81 2,425 2,909 120.0

「通信産業設備投資等実態調査(4年3月 調査)」(郵 政省)に より作成
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をみ ると、3年 度実績見込 みで2%と 低 く、売上高に対す る研 究開発費

の比率 も1%以 下に とどまっている(第1-2-25表 及び第1-2-26

図参照)。

第二種 電気通信事業の4年 度 の計画額は、354社 で107億 円で、対前年

度比18.2%増 と順調 に伸 びてい る。

民間放送事業 の4年 度の計画額 は、147社 で26億 円(対 前年度比20.5%

増)と なってい る。 また、ケー ブルテレビ事業 の4年 度計画額 は、129社

で2.7億 円(同14.5%)と なってい る。

しか しなが ら、売上高に対す る研究開発費の比率 は、3年 度実績見込

みで民間放 送事業 が0,1%、 ケーブルテレビ事業が0.8%に とどまってい

る。

第1-2-26図 当該 事 業 部 門 の 売 上 高 に 占 め る研 究 開 発 費 の 割 合

(%)

5.0

4,54.34 .24.21[コ2鞭

4.0口3年 度

3.5口4年 度

3.0

2.5

2.0

1.511

1・・
oるo㌔ ㌦

0.50 ,1D.10.1

第一種電 気NCC民 間放送事 業 ケー ブルテレビ

通信事業 者 事 業

「通 信産 業 設 備投 資等実 態 調 査(4年3月 調 査)」(郵 政 省)に よ り作成
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オ 長期資金調達 ・運用状況

(電気通信事業)

「通信産業設備投資等実態調査」(4年10月 実施)に おけ る3年 度 の長

期資金調達(全 社べ一 ス)を み ると、第一種電気通信事 業者 の長期資金

調達は「自己資金」の占め る比率 が37.8%と なっている。 また、「借入金」

の比率 は40%台 と依 然 として高 いが、内訳 をみ る と民間金融機 関か らの

借入が25.5%、 政府系金 融機関か らの借 入が16.9%と なってい る(第1-

2-27表 参照)。

特別 第二種電気通信事業者の長期 資金調達 は、 「自己資金」に よる調達
/

の比率が増加 して きている。 これは、社債 の償還 が多 くなって きている

ことによるもの と思われ る(第1-2-28表 参照)。

また、一般 第二種電気通信事業者 は 「借 入金」 及び 「社債」 の比率が

第1-2-27表 第一種電気通信事業の長期資金調達 ・運用状況

(百万円、%)
H3H4年 度 共 通 回 答(69社)

3年 度
実績額 構成比

4年 度
修正計画額 構成比

長
期
資
金
運
用

取得設備投資所要資金 501,824 86.3 672,344 98.3

投 融 資 27,202 4.7 23,943 3.5
1国 内関係会社投融資 21333 37 5179 08

海外直接投資 282 00 0 00
その 他 5,587 1.0 3,568 0.5

短期資金への振替 52,79G 9.1 一12
,065

一1
.7

合 計 581,816 100.0 684,222 100.0

長

期

資

金

調

達

株 式 79,934 13.7 8,162 12

1う ち海外 投 資 0 0.0 0 0.0
社 債 19,388 3.3 0 0.0
国 内=普通 社債 0 00 0 00
国内転換社債 0 00 0 00
国 内 ワ フ ン ト債 o 00 o 00
外 償 19,388 3.3 0 0.0

借入金 262,672 45.1 315,241 46.1
政府系金融機関F一 98,446 16.9 126,987 18.6
民間金融機関

　　一一

148451
-　 一 一一r_一 一

255
一一一■一雫

167681 245
そ の他 15865 27 678 01
外貨借入 0 0.0 0 0.0

自己資金 219,822 37.8 360,819 52.7
1う ち 原価 償却 176,315 30.3 276.9271 40.5

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成
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特別第=種 電気通信事業の長期資金調達 ・運用状況

(百万円、%)

H3・H4年 度 共通 回 答(26社)

3年 度
実績額 構成比

4年 度
修正計画額 構成比

長
期
資
金運

用

取得設備投資所要資金 993,046 58.4 783,989 65.4

投 融 資 367,481 21.6 430,173 35.9

国内関係会社投融資 161,987 9.5 84;559 7.1

海外直接投資 119,608 7.0 288,773 24.1

その他 83,540 4.9 53,541 4.5

短期資金への振替 338β10 19.9 一15 .641 一1 .3

合 計 1,699,337 100.0 1,198,521 100.0

長

期

資

金

調

達

株 式 7β41 0.5 560 0.0

1う ち海外 投 資 0 0.0 0 0.0

社 債 444,469 26.2 179,550 15.0

国内普通社債 7,450 0.4 10(〉,700 8.4

国内転換社債 31,316 1.8 一5
,900

一 〇.5

国 内 ワ ラ ン ト債 35,000 2.1 0 0.0

外 債 370,703 21.8 84,750 7.1

借入金 287,439 16.9 193,311 16.1

政府系金融機関 60,910 3.6 30,910 2.6

民間金融機関 170,403 10.0 76,436 6.4

そ の他 45,757 2.7 19,977 L7

外貨借入 一8
,994

一 〇 ,5 一1
,212

一 〇 ,1

自己資金 959,588 56.5 825,100 68.8

1う ち 原価 償 却 717,246 42.2 718,484 59.9

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

第1-2-29表 一般第二種電気通信事業の長期資金調達 ・運用状況

(百万円、%)

H3・H4年 度 共通 回答(259社)

3年 度
実績額 構成比

4年 度
修正計画額 構成比

長
期
資
金
運
用

取得設備投資所要資金 811,040 72.2 828,429 109.7

投 融 資 13,225 1.2 39,752 5.3

国内関係会社投融資 99,392 8.8 61,759 8.2

海外直接投資 51β16 4.6 5,151 0.7

そ の 他 一 ユ43
,807

一12 .8 44,692 5.9

短期資金への振替 299,528 26.7
一112

,683 一14 .9

合 計 1,123,793 100.0 755,498 100.0

長

期

資

金

調

達

株 式 24,419 2.2 10,408 L4

1う ち海外 投 資 13,053 1.2 0 0.0

社 債 110,021 9.8 5,573 0.7

国内普通社債 124,590 11.1 185,000 21.8

国内転換社債 13,999 1.2 0 0.0

国 内ワ ラ ン ト債 42,000 3.7
一10
,000 一1 .3

外 債 一66
,292

一5 .9 一133
,822

一17 ,7

借入金 257,794 22.9 87,176 1工.5

政府系金融機関 28,715 2.6 35,115 4.6

民間金融機関 230,701 20.5 132,263 17.5

その他 19,861 1.8
一41
,159

一5 .4

外貨借入
一5L372 一4 .6 一25

,727
一3 .4

自己資金 731,559 65.1 652,341 86.3

1う ち原価 償 却 425,050 37.8 366,989 48.6

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成
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第1-2-30表 民間放送事業の長期資金調達 ・運用状況

(百万 円 、%) 一

H3・H4年 度 共 通 回 答(171社)

4年 度
修正計画額 構 成上ビ

3年 度
実績額 構成比

長
期
資
金
運
用

取得設備投資所要資金 157,733 79.8 144,906 88.9

投 融 資 18,960 9.6 14,691 9.0

国内関係会社投融資 8,699 3.4 5,678 3.5

海外直接投資 1,252 0.6
一7
,937

一4 .9

その他 10,959 5.5 15,871 9.7

短期資金への振替 21,002 10.6 3,475 2.1

合 計 197,695 100.0 163,072 100.0

長

期

資

金

調

達

株 式 48,055 24.3 10,503 6.4

寸 うち海 外 投 資 0 0.0 0 0.0

社 債 一502 一 〇 .3 34,587 21.2

国内普通社債 680 0.3 30,945 19.0

国内転換社債 一250 一 〇 .1 0 0.0

国 内 ワ ラ ン ト債 0 0.0 0 0.0

外 債 一928 一 〇 .5 3,648 2.2

借入金 27,099 13.7 28,268 17.3

政府系金融機関 一1
.318

一 〇 .7 16,790 10.3

民間金融機関 25,317 12.8 14,453 8.9

その他 1,080 0.5
一4
,191 一2 .6

外貨借入 1,000 0.5 0 0.0

自己資金 123,043 62.2 89,714 55.0

1う ち原価 償 却 54,785 27.7 60,613 37.2

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成

第1-2-31表 ケ ーブルテレビ事業の長期資金調達 ・運用状況

(百万円、%)

H3・H4年 度 共 通 回 答(181社)

3年 度
実績額 構成比

4年 度
イ修正 計画 額 構成比

長期

資
金
運
用

取得設備投資所要資金 58,144 81 67,357 87

投 融 資 729 1 322 0

国内関係会社投融資 0 0 173 0

海外直接投資 0 0 0 0

その他 114 0 33 0

短期資金への振替 12,483 17 9,963 13

合 計 71β56 100.0 77,642 100.0

長

期

資

金

調

達

株 式 12,964 18 14,182 18

1う ち海 外投 資 0 G 0 0
社 イ貴 0 0 0 0

国内普通社債 0 0 0 0
国内転換杜債 0 0 0 0

国 内 ワ7ン ト債 0 0 0 0
外 償 0 0

0 0

借入金 41,276 58 45,431 59
政府系金融機関 15,726 22 19901 26

民間金融機関 21,469 30 21310 27
その他 3,374 5 2657 3
外貨借入 10 0 10 0「

自己資金 17,116 24 18,029 23

1う ち原価 償 却 4,886 7 7,836
10

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省) により作成～ 一
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減少す る一方、 それに伴 い 「自己資金」の比率 が増加 して きている(第

1-2-29表 参照)。

(放送事業)

民間放送事業者の長期 資金調達では、昭和63年 度 には90%台 であった

「自己資金」の比率 が低下傾 向にあ り、3年 度実績 では62.2%と なってい

る(第1-2-30表 参照)。

また、ケー ブルテ レビ事業者は 「借 入金」が58.0%と 大半 を占めてお

り、「自己資金」の比率が20%台 と低 くな っている(第1-2-31表 参照)。

力 要 員状況

4年10月 の調査時点で、電気通信事業及び放送事業 ともに、「人材確保

難 の状況にはない」 とす る事業者が 「人材確保難の状況にあ る」 とす る

事業者 を上 回っている。 しか しなが ら、「入材確保 難の状況にあ る」と回

答 した事桑者 のほ とん どが、 当面人材難が続 くと回答 してお り、一部の

事業者には、 人材確保 が長期的 な課題 となってい る(第1-2-32表 及

び第1-2-33表 参 照)。

また、職種別の入材の過不足状況 をみ ると、電気通信事業及び放送事

業 とも 「技術者」が不足 している とい う回答が最 も多 く、技術者不足は

依然深刻 な問題 といえる。 「技術者」以外 の項 目につ いて、事業別にみ る

と、第一種 電気通信事業 では、「営業従事者」が不足 して いるとい う回答

(41%)が 多い。特別第二種電気通信事業では、「販売サ ービス従業者」

(48%)、 一般 第二種 電気通信事業では 「営業従事者」(42%)と なってい

る。

民間放送事業及び ケー ブルテレビ事業では、「営業従事 者」が不足 して

いるとい う回答が 多かった。

また、新卒者 を雇用 していない とする事業者の割合 も3年10月 調査 と

比較 して増加 してお り、経験者以外 の新規採用 を差 し控 え る傾 向が うか
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第1-2-32表 人材確保の状況(電 気通信事業)

(社 、%)

人 材 確 保 の 状 況

第 一 種
電気通信事業

特別 第二種
電気通信事業

一 般 第 二種

電気通信事業

構成比

一

構成比

國

構成比

人材確保難の状況にはない
今後も状況に特段の変化はないと考える 24 34.3 13 41.9 176

國

44.2

人材確保難の状況にはないが、
今後悪化する可能性があると考える 17 24.3 7 22.6 46 11.6

小 計 41 58.6 20 64.5 222 55.8

人材確保難の状況にある
当面現在の状況が続くものと考える 18

げ

25.7 9 29.0 134 33.7

人材確保難の状況にはあるが、
短期的に解消するものと考える 7 10.0 2 6.5 26 6.5

小 計 25 35.7 11 35.5 160 40.2

その他 4 5.7 0 0.0 16 4.0

合 計 70 100.0 31 100.0 398 100.0

第1-2-33表 人材確保の状況(放 送事業)

(社 、%)

人 材 確 保 の 状 況
民 間放 送 事 業 ケープルテレビ事業

構 成 比 構 成 比

入材確保難の状況にはない
今後も状況に特段の変化はないと考える 126 68.1 !05 55.6

人材確保難の状況にはないが、
今後悪化する可能性があると考える 45 24.3 19 10.1

小 計 171 92.4 124 65.6

人材確保難iの状況にある
当面現在の状況が続くものと考える 11 5.9 49 25.9

人材確保難の状況にはあるが、
短期的に解消するものと考える 1 0.5 13 6.9

小 計 12 6.5 62 32.8

その他 2 1.1 3 1.6

合 計 185 100.0 189 100.0

「通信産業設備投資等実態調査(4年10月 調査)」(郵 政省)に より作成
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がえる。

(4)経 済波及効果

ア3年 度 の電気通信 ・放送 事業の設備投資の経済波及効果

ここでは、3年 度 に電気通信事業者及 び放送事業者が行 った設備投 資

につ いで、我が国経済に及ぼす波及効果 を考察す る。

電気通信事業者及 び放 送事業者が行 う民間設備投資は、設備 投資の対

象 となる情報通信機器製造業等 の生産 活動 を直接誘発 し、さらにその生

産が他 産業部 門に対す る生産 と輸入 を誘発す る とい うかたちで、我が国

経済全体 及び海外に その効果が波及 してい く。

産業連関分析(注)におけ る3年 度 の投資額 は、2兆8,522億 円であ り、前

年度 よ り3,509億 円の増加 であった。この設備投 資は、投 資額の2.09倍 の

5兆9,491億 円の国 内生産 と31万2千 人の雇用及び3,304億 円の輸入 を誘

発す ると算出され る(第1-2-34図 参照)。

第1-2-34図3年 度における電気通信事業 ・放送事業の設備投資による

経済波及効果

通信0.8%情 報ソフト0.6%
情報 関連 サー ビス3.6%

電気通信施設
以外の建設
6,3%

電気通信生産 波及
施 設建設

鵜 論[〉 嚥

◇

霧転
i謂

2.09倍

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁〉、「延長産業連関表」(通 商産業省〉等に基づき作成

(注〉 ここでは、分析可能な最新の もの として2年 度 または3年 度の数値を、また比

較の対象として昭和60年 の数値を用いて分析 を行っている。
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国内生産に対する波及の大きな分野をみると、国内生産誘発額につい

て最 も大 きな生産波及のある分野は 「情報通信機器製造業」で、全体の

29.2%に 当たる1兆7,360億 円の国内生産波及を受けている。また、情報

通信機器以外の製造業への生産波及効果 と合わせると、製造業に対して

国内生産誘発額の5割 以上が及んでいる。その他、「電気通信施設建設」

に対 しても6,475億 円の国内生産誘発額が及ぶなど生産波及が大きい。

イ 電気通信基盤充実事業の経済波及効果

高度通信施設 を整備 し、電気通信による情報流通の円滑化のための基

盤の充実化を図 り、情報社会の健全な発展に寄与する目的の もと、3年

度 より電気通信基盤充実事業が実施されている。この事業では、光ファ

イバーや超高速デジタル伝送装置等の電気通信の利便性 を飛躍的に高め

る新世代通信網の施設整備を推進する事業が行われてお り、3年 度から

5年 度の3年 間の事業額は、7,105億 円である。

この事業の設備投資は、設備投資の対象となる情報通信機器製造業等

の生産活動 を直接誘発 し、さらにその生産が他産業部門に対する生産を

誘発、我が国経済全体にその効果が波及してい く。この事業がもたらす

我が国の国内生産波及は、事業額の2.13倍 の国内生産額が誘発されると

算出される。 この誘発効果は、従来の電気通信 ・放送事業の設備投資の

波及効果 と比較して高い値を示 してお り、新世代通信網に対する設備投

資の波及効果は、既存の通信網に対する設備投資の波及効果よりも大き

いことが うかがえる(第1-2-35図 参照)。

国内生産に対する波及の大きな分野をみると、最 も大 きな生産波及の

ある分野は 「情報通信機器製造業」で、全体の45。9%の 国内生産波及を

受けている。情報通信機器以外の製造業に対す る生産波及 と合わせると、

国内生産誘発額の65.7%が 及んでお り、製造業に対する生産波及が大き

いと算出される。 、
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また、輸入誘発額は962億 円となり諭 入に対 して大 きな影響のあるこ

と が わ か る 。

第1-2己35図 電 気 通 信 基 盤 充 実 事 業(3年 度 ～5年 度)に よ る

経 済 波 及 効 果

0.9%

10 .3%

0,7%

4.3%

45.9%1情 報通信機器製造業

生産波 及6,951億 円

≒譜[〉 鷺 欝o'4%情 報響 岳貸業

2.13倍1.2%号
輸入誘発額

0.3%962億円

19.8%

0.5%

25.7%

郵 政 省 資料 、「産 業連 関 表 」(総 務庁)、 「延 長産 業 連 関表 」(通 商 産業 省)等 に基 づ き作 成

通 信

129億 円

一

放 送

45億1]]

一

情 報 ソ フ ト

105億 円

情報関連サー ヒス

647億 円

電気通信施設建設

189億 円

農 林 水 産 ・鉱 業

44億 円

情報通1講器以外の製造業

3,006億 円

一

電気通信施設以外の建設

71億 円

情報関連以外のサービス

3β9!億 円
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ウ3年 度情報通信公共投資事業の経済波及効果

電気通信格差 の是正及び地域住 民の福祉 の向上 に寄与す るこ とを 目的

と して、3年 度 には、①全国 どこでも自動車電話等 の移動通信サー ビス

が使 えるよ うにす るための移動 通信用鉄塔施設 の整備事業(以 下 「移動

通信用鉄塔施設整備事業」 とい う。)、②地上系 民間テ レビジ ョン放送の

難視聴 を解消す るための 中継施設の整備事 業(以 下 「民放 テ レビ放送難

視聴解消事業」 とい う。)に つ いて、国において10億300万 円が予算計上

され、事業主体 である公益 法人又は地方公共 団体 に対 して補助 を行 った。

これ ら2事 業 に対 す る投 資は、移動 通信用鉄 塔施 設及 び民間 テ レビ

ジ ョン放送の 中継施設の建 設の事 業 を直接誘発 し、 さらにその事業が他

産業部 門に対す る生産 を誘発 す るとい うかたちで、我 が国経済全体 にそ

の効果が波及 してい く。 この結 果、移動通信用鉄塔施 設整備事業及 び民

放 テ レビ放送難視聴解消事 業に対 す る投 資額 の生産波及効果 をみ る と、

移動通信用鉄塔施設整備事業につ いては2.03倍 、民放 テ レビ放送難視聴

解消事業 につ いては2.06倍 の国内生産 がそれぞれ誘発 されている と算出

され る(第1-2-36図 参照)。

事業別 に波及効果の大 きな分 野 をみる と、移動通信用鉄塔施設整備事

業については、最 も大 きな生産波及 を受 け るのが 「電気通信施設建設」

であ り、誘発 され る総 国内生産額の35.5%に 及ぶ と分析 され る。 また、

電気通信施 設以外の建設 に対す る生産波 及効果 と合 わせ る と、建設業に

対す る波及効 果は、誘発 され る総国 内生産額 の42.9%に 及ぶ と分析 され、

移動通信用鉄塔施 設整備事業につ いては、建設業に大 きな波及効 果があ

るこ とが うかが える。

また、民放 テレビ放送難視聴解消事業につ いて同様 に分析す る と、「電

気通信施設建 設」が誘 発され る総国内生産額 の25.5%、 「情報通信機器製

造業」が 同20.7%な ど、大 きな生産波及効果が及ぶ と分析 され る。 また、
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第1-2-36図3年 度における情報通信公共投資事業の投資による

経済波及効果

【移動通信用鉄塔施設整備事業】

情報関連サーヒス
2.1%3由 信0 .7%

情糊 識 響 鱗 ・・他1・・%

電気通信施 設以外
の建設7,4%

愚 齢 鰹 雛
2.03f音 ↑青幸艮ゴ重イ言機器

以外の製造業
30.0%

【民 間 テ レ ビ ジ ョン放 送難 視聴 解消 の 中継 施 設 整備 事 業 】

通 信0.7%Fl青 報 ソフ ト0、7%

情報関連サー ヒ ス その他1.6%
2,8%

情報通信

縄 齢 驚繋
2.06倍 の サ ー ヒス 施 設 建 設

21,0%25 ,5%

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等 に基づ き作成

r青報通信機器製造業に対する生産波及効果と情報通信機器以外の製造業

こ対する生産波及効果とを合わせると、製造業に対する波及効果は、誘

発される総国内生産額の47.7%に 及ぶと分析 され、民放テレビ放送難視

穂解消事業については、製造業に大きな波及効果があることが うかがえ

る。
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2情 報通信経済の状況

(1)生 産額及 び雇用の動向

ここでは、主 に産業連関分析の手法 を用いて、情報通信産業 の進展 を

経済的側 面か らとらえるこ ととす る。

この分析 においては、全産業 を「情報通信 サー ビス部 門」(付注15参 照)、

「情報通信支援財部 門」(付 注16参 照)及 び 「非情報通信 関連部 門」(付 注

17参 照)の3部 門に分 け、各部 門の構成 を第1-2-37図 の とお りとし

た 。

第1-2-37図 情報通信経済の部門構成

「… 一(情報通信産業)

ヨ郵 便ト[

=

=
ヨ国内電気通信ト

→ 通 信 ・放 送 ト

ヨ蹴 気通信ト
ー

=
ヨ放 送トト

一

産
一

圭

極 通・サー・糊 ト
→ 情 報 ソ7ト1

=

=

→ 情報髄 サぜ 科

=
一

→ 服 通徽 撒 鹸1

Eト→ 鰍 鵬 騰 賃貸藁1H情 髄 信支鮒 部門

…

;
ヨ 鵬 通髄 設撒1

→ 糊 髄 醐 係部門1

郵便

郵便付帯サービス

国内第一種電気通信〔電信・電話)

国内第一種電気通悟(その他)

国内第二種電気通信

その他の電気通悟サービス.

国際電気通侶

公共放送

民間放送

有線放送

ソフトウェア業

映イ象情報ソフト業

音声情報ソフ ト業

新聞

印刷 ・製版 ・製本

出版

情報サービス
ニュース供給 ・興信所

広告

映画館 ・劇場業

〔15部門)

電子計算機・同関連機器賃貸業
事務用機器賃貸業(除電算機)

(注)情 報通信機器製造業の15部 門の産業は、事務用機械、電気音響

機器、ラジオ・テレビ受信機、磁気録画再生装置(VTR)、 電子

計算機本体、電子計算機付属装置、有線電気通信機器、無線電気

通信機器、その他の電気通信機器、電子応用装置、半導体素子・

集積回路、電子管、電気音響機器部分品・付属品、その他の電子・

通信機器部分品 ・付属品、通信ケープルである。
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ア 情報通信産 業の生産額動 向

2年 におけ る我が国経 済の国 内生産額 は868兆7,664億 円であ り、 その

うち情報通信サー ビス部 門は43兆6,431億 円(国 内生産額の5.0%)、 情報

通信支援財部 門は51兆9,436億 円(同6.0%)で あった(第1-2-38図

参照)。

この2部 門 を合 わせ た情報通信産業の国内生産額は95兆5,867億 円で

あ り、我が国経済の国内生産額の11.0%を 占めている(第1-2-39図

参照)。

また、昭和60年 の国内生産額 と比較 する と、2年 の国内生産額 は29.5%

の増加 であるのに対 して、2年 の情報通信産業 の国内生産額 は74.2%と

大き く増加 してお り、我が 国経済の国内生産額 に占め る割合 も2.8ポ イン

ト増加 している。

第1-2-38図 情 報通信産業 と我が国経済の生産額の推移

昭ドロ60年度における国内牛産額2年 における国内生産額

0
43」」6,431イ意Pヨ

〔50%

講累二∵欝型○響
〔74%拡 大:1

我か国経 瘡全 体
・3Dqo担 ノ＼1

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業者)

等に基づ き作成

(注)()は 我が国経済全体に占める構成比を表す。
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第1-2-39図 情 報通信産業の国内生産額の推移

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

放送

情報 ソフ ト

通信

,1

鍵夢憶
妻

/ 情報通信
機器製造
業

(10億円

重信機器賃貸業

電ヌu里信施貢又建設

昭和60年2年

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、 「延長産業連関表」(通商産業省)等 に基づき作成

昭和
60年

2年
2年
における
構成比

2/631

情報通信産業 54,869 95,587 100.0 1.71

情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
部
門

通

信

郵便 1,231 1,602 1.7 1.31

郵便付帯サービス 6 8 0.0 L3:

第一電気通信 4,737 6,376 6.7 1,3・

第二種電気通信 521 1,432 1.5 2.71

国際電気通信 218 568 0.6 2.田

その他の電気通信 70 136 0.1 1.91

放

送

公共放送 337 375 0.4 Lll

民間放送 1,090 1,453 1.5 .1 .3:

有線放送 55 103 0.1 1.81

情報ソフ ト 1,425 3,773 4.0 2.6・

情報関連サービス 15,880 27,817 29.1 1.7i

支情
援報
財通
部信
門

情報通信機器製造業 27,185 47,524 49.7 1.71

情報通信機器賃貸業 1,412 4,091 4.3 2.81

電気通信施設建設 703 329 0.3 0.41

情報通信産業 の うち、昭和60年 の国内生産額 と比較 して2年 の国内生

産額の伸 びが特 に大 きい部門は、 ソフ トウェア業、事務用機器賃貸業、

情報サー ビス業等 であ り、 これ らの国内生産額 の伸びは2倍 以上であっ

た。

イ 情報通信産業の雇用動 向

情報通信産業 とそれ以外 の産業 の雇用者 を合計 した雇用者数 は、昭和

60年 の4,618万 人か ら2年 には5,178万 人へ と増加 してお り、 昭和60年 と

比較 して12・1%の 増加 であ る・ この うち・情報通信産 業の雇用者数 は、

昭和60年 の306万 人か ら2年 には370万 人へ と同20・9%の 増加 であった。
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第1-2-40図 情 報通信産業の雇用者数の推移

一,ノ
'

/

,'
'

(千 人、%)

昭和
60年

2年
2年 全産
業におけ
る構成比

通 信 、

'
送「髭
情報ゾフト

1

ρ

霧1
垢 韓,

放_
,/

/'

//
1'
,/
/

"一,一'醒

情報通信産業 3,063 3,697 7.ユ

情報関連
サー ビス

通信 ・放送 630 641 1.2

蝉 融曜

通信 569 575 1.1

放送 61 66 0.1

情報通1言
支援財

情 報 ソフ ト 118 349 0.7

情報関連サービス 98ユ 1β53 2.6

情報通信支援財 工,334 工,354 2.6

i

昭和60年2年 全産業合計 46,182 51,781 100.0

郵政省資料、「産業連関表」(総 務庁)、「労働力調査年報」(労働省〉等に基づき作成

この よ うに、情報通信産業の雇用者数の伸 びが、我が国の総雇用者の伸

びを上回っているこ とが うかが える(第1-2-40図 参照)。

情報通信産業の雇用者数が我が国の総 雇用者数に 占め る割合は、昭和

30年の6.6%か ら2年 には7.1%ぺ と増加 してお り、我 が国の総雇用者数

に占め る情報通信産業の雇用者数の構成割合が増加 して きている。

〔2)個 別産業の動向

ア 通信機器製造業

通信機械工業会 資料 によると、4年 の通信機器の受 注 ・出荷額は2兆

r,102億 円(対 前年比6.4%減)で あった。

これ を機 種 別 の 内訳 でみ る と、有 線通 信機 器 が1兆8,640億 円(同
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第1-2-41図 通信機器受注 ・出荷額等

(千億 円)

25

20

15

10

5

通信機器受注 ・出荷額

05657585960616263兀234(年)

通 信機 械 工 業 会 、(社)日 本 電 線工 業会 資料 に よ り作成

(注)1.昭 和56年 か ら昭 和62年 まで の数値 は、 当該 年 度 の 会 計 で あ

り、昭 和63年 度 以 降 の 数値 は 、1月 か ら12月 の数 値 で あ る。

2.通 信 機 器受 注 ・出 荷 額 に つ い ては 、2年 か ら集 計 方 法 に変

更が あっ た。

12.0%減)で あ り、無線通信装置が7,340億 円(同8.4%増)、 衛 星通信装

置が1,120億 円(同10.3%増)で あ った。 これは、有線通信機器 は、国内

及 び国外の受 注 ・出荷実績の伸 びが鈍化 し、無線通 信装 置及び衛星通信

装 置は、輸 出実績が大 幅に伸 びたため と考 え られ る。

一方、通信機器 の需要先 別でみ る と、NTTが6,211億 円(同28.4%減)

と大幅な減 少であ り、NTTデ ー タ通信が22億 円(同26.4%増)、KDD

を含め たその他 の第一種電気通信事 業者 は、前年比29.7%増 の2,183億 円

であった。

イ 通信 ケーブル製造業

㈹ 日本電線工業会 資料 による と・4年 の銅線ケーブル出荷額は、1,610

億 円(対 前年比21.1%減)で あった(第1-2-41図 参照)。

一 方、通商産業省の 「資源統計 月報」 による と、4年 の電線、ケーブ

ル用光 ファイバー製品の生産量 は210万2千 キ ロメー トル コア(対 前年比
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第1-2-42表4年 のメディア別広告費

広 告 費(億 円) シ 山 ア(%) 対前年増加率(%)

テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

ダ イ レ ク ト メ ー ル

電 話 帳 広 告 費

ニ ユー メデ ィア広 告 費

折込 み 、屋 外 、 そ の他

16,526

2,350

12,172

3,692

2,222

1,600

114

工5,935

30.3

4.3

22.3

6.7

4.1

2.9

0.2

29.2

ム ユ .6

△2 .3

△9 .5

△4 .5

7.4

11.7

4.6

△7 .0

合 計 54,611 100.0 △4 .6

「日本 の広 告 」(㈱ 電 通)に よ り作成

(注)ニ ュー メ デ ィア広 告 費 は 、ケー ブ ル テ レ ビ、ビデ オテ ッ クス、文 字放 送 等 の メデ ィ

ア に投 入 さ れ た広告 費 であ る。

3.9%増)で あ り、 この うち光 ファイバー ケーブルの生産量は187万7千

キロメー トル コア(同4.1%増)で あ った。

ウ 電子計算機器製造業

通商産業省の 「機械統計 月報」に よると、4年 の電子計算機 及び関連

装置の生産額は4兆8,270億 円(対 前年 比9,6%減)で あった。

工 広告業

4年 の総広告費は、5兆4,611億 円(対 前年比4.6%減)で あ った。 こ

れ を メデ ィア別 にみ る と、放送系 の広告費 では、 テ レビ広告費 が1兆

6,526億 円(同1.6%減)、 ラジオ広告費が2,350億 円(同2.3%減)で あっ

た。 また、 ダイレ ク トメール広告費は2,222億 円(同7,4%増)、 電話帳広

告費は1,600億 円(同11.7%増)で あ った。 また、 ケーブルテレビ、文字

放送、 ビデオテックス等 のニ ューメデ ィア に対す る広告費は114億 円(同

4.6%増)で あった(第1-2-42表 参照)。

オ 新聞業

㈹ 日本新 聞協会資料 に よる と、同協会の会貝である新聞社 の発行す る
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一 般 日刊 紙 の総 発行 部数 は、4年10月 現在5,194万 部(対 前 年 同期 比

0.17%減)で あ った。 これは、1世 帯当 た り1 .22部 、人 口1千 人当た り

では580部 が読 まれているこ とになる。

力 出版業

3年 におけ る書籍及び雑 誌の推定実売金額 は2兆2,752億 円(対 前年比

5.7%増)で あった。 これ を書籍 と雑誌の内訳でみ ると、書籍 の推定実売

金額 は、9,2164億 円(推 定発行部数14億78万 部)、雑 誌が1兆3,488億1円(推

定発行部数は、月刊誌が25億4,871万 部、週刊 誌が20億9,895万 部)で あっ

た。

キ 通信販売業

㈹ 日本通信販売協会調査 に よると、3年 度 の通信販売業 の売上高は1

兆7,600億 円(対 前年度比7.3%)で あ り、昭和61年 度 以降前年度 まで二

桁の増加率 を維持 して きたが、3年 度 は一桁 に とどまった。

ク メー リング ・サー ビス業

4年12月 に郵政省が実施 した 「郵政関連 業実態調査」(付 注18参 照)に

よる と、3年 度の メー リングサー ビス業の売上 高は、432億6,959万 円(回

答81社)と なっている。

また、3年 度 のメー リング ・サ ー ビス業の売上高 を規模別 にみ ると、

「5千 万円未満 」の売上 げが18.5%、 「5千 万円～1億 円未満」が18 .5%、

「1億 円 ～5億 円未満」が44.4%、 「5億 円以上」が18.5%で あ った。

各サ ービスの売上高 に占め る比率 をみ ると、「封 入 ・梱 包」に よる売上

げが総売上の60%以 上 の事 業者は・43.3%と なっているの に対 し、「郵便

物受入れ ・返送 ・分析」や 「企画 ・デザ イ ン」による売上げは、総売上

高 に 占め る比率 が少 な く・0%と 回答 した事 業者 が それ ぞれ67 。3%、

79。8%で あった。

メー リング ・サー ビス業務におけ る3年 度の総発送代行 数は、「300万
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通 ・個未満 」が最 も多 く、24.5%で あった。 また、「1億 通 ・個以上」の

発送代行 をしている事業者は、8.2%で あった。

発送手段の 内訳 をみ ると、取扱数の60%以 上 を 「通常郵便物 ・封書」

による発送 によってい る事業者 は、77.9%で あった。これに対 し、「民間

宅配便」に よる発送 は、20%末 満 と答えた事業者は、93.3%で 、発送手

段 の大部分 を郵送 によってい るこ とがわか る。

3年 度に取 り扱った発送物 の内訳 をみ ると、「ダイ レク トメール」の取

扱いが20%未 満 の事業者 は27.6%、60%以 上 の事業者 は41.0%で あ っ

たのに対 し、「カタログ」、「金融取引関係」及 び 「各種案 内通知」の取扱

いは20%末 満で あった事業者 は、それぞれ、91.4%、84.8%、81.9%と

ほ とん どを 占め、60%以 上 を 占め る事業者 は、それ ぞれ1,9%、1.9%、

6.7%と 少 な く、 「ダイレク トメール」の取扱 いが大部分 を占めているこ

とが わか る。
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第3節 情報化の動向

社会経済の発 展に伴 って、社会の あらゆ る側 面で情報化が進展 してお

り、情報に対す るニー ズ も高度化 ・多様 化 してい る。

本節では、我 が国の情報化 の動 向を、情報流通の動向及び情報化 の進

展状況 といった面か ら概観す る。

1情 報流通 の動向

(1)全 国の情 報流通 の動向

流通す る情報 量の把握 によ る情報化の定量的 な分析 として、郵政省で

は 「情報 流通 セ ンサ ス」 を昭和49年 度以降毎年実施 してい る。

「情報流通 セ ンサス」 とは、郵便、電話、 テレビジ ョン放 送等 多様な

情報通信 メデ ィア を通 じて流通す る情報量 を、情報の発信、受信及び消

費の各場面 において定 量的に計量す る もの である。計量 に当たっては、

様 々な形態 を持つ各種 の情報 の量 を、各 メディア に共通 な尺度 として 日

本語の1語 に相 当す る 「ワー ド」とい う単位 に換算 し計量 して いる。

従来情報流通 センサ スでは、情報流通量の指 標 として、原発信情報量、

発信情報量、供 給1青報量、消費情報量 を定義 し計量 して きたが、4年 度

において、計量概 念につ いて メディア間で一 層整合化 を図 るため、新 た

に消 費可能情報量 を設定 した(従 来の供 給情報量 は選択可能情報量 と名

称変 更)。 この結果、各情報 流通量の定義については第1-3-1表 の と

お りとなった(各 情報流通量 の概念例 については付表1参 照)。

また、情報化の状況 を明 らかにす るためには・情報 のフローのみ をと

らえるだけでは不十分であ り・社会全体に存在 す る情報量 をよ り総合 的

に把握す るため蓄積情報量の計量 も行 って いる(付 表2参 照)。
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情 報流通量の定義

従 来 今 後

〔原発信情報量〕

各メディアを通 じて流通 した情報量のう

ち、当該メディアとしての複製や繰 り返し

を除いたオリジナルな部分の情報の総量。

〔原発信情報量〕

同左

〔発信情報量〕

各メディアの情報発信者が1年 間に送り出

した情報の総量。複製を行って発信した場

合及び同一の情報を繰り返し発信 した場合

も含む。

〔発信情報量〕

同左

〔供給情報量〕

各メディアの情報受信点において、1年 間

に情報消費者が消費可能な形で供給された

情報の総量。

〔選択可能情報量(供 給情報量)〕

各メディアの情報受信点において、1年 間

に、情報消費者が選択可能な形で提供され

た情報の総量。

〔消費可能情報量〕㈱

各メディアの情報受信点において、1年 間

に、情報消費者が選択可能な形で提供され

たもののうち、メディアとして消費が可能

な情報の総量。

〔消費情報量〕

各メディアを通じて情報の消費者が実際に

受け取 り、消費した情報の総量。

〔消費情報量〕

同左

(注)消 費可能情報量の 「消費可能」とは、個別 メディアごとに情報の消費が可能であ

るという意味である。

4年 度 の計量においては、昨今新 しい情報通信 メディアが増加 して き

てい るこ とにかんがみ、計量対象 メディア を整理す るとともに、新たに

ハ イビジ ョン放 送、ISDN等 のニュー メデ ィアを加 え、72の 項 目につ

いて計量を行 った(付 表3参 照)。

ア 概要

4年 度 に実施 した3年 度分の調査結果 に基づ き、昭和56年 度 を基準 と

した各情報流通量等の推移 を比較 した ものが第1-3-2図 である。
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第1-3-2図 情 報流通量等の推移

(56年度=100)

原発{言弓青報量

＼

嚢。一 ____
5657585960616263元23

年 度

各情報 流通量 の10年 間の年 平均伸 び率は、原発信情報量が10.7%、 発

信情報量が8.4%、 選択可能情報量が8.3%、 消費可能情報 量が5.6%、 消

費情報量が3.9%と なってい る。原発信 情報 量、発信 情報 量及び選択可能

情報 量の伸 びが著 しくな ってお り、同期 間の実 質国 民総 生産 の伸 び率

4.3%を 大 き く上 回ってい る・なお・同期 間の総 人 口の年平 均伸 び率は

0.5%で あ る。

また、調査結果 の概 要 をまとめた ものが第1-3-3表 で ある。 これ

による と・原発信情報量 と発 信情報量の電気通信系 メディアが昭和56年

度 に比 して、31・78倍 ・31・26倍 と大 き く伸 びてい ることがわかる。 電気

通信系 メデ ィアの伸 びは・昭和60年 度 ごろか ら顕著にな ってお り、いわ
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第1-3-3表 情 報流通センサス3年 度分調査結果概要表

(単位:ワ ー ド〉

全メディア

[前年度比増加率%]

(昭和56年 度比〉

電気通信系

〔前年度比増加率%]

(昭和56年 度比)

輸送系

[前年度比増加率%]

(昭和56年 度比)

空間系

[前年度比増加率%]

(昭和56年 度比)

原 発 信
情 報 量

6.21×10ユ5[7.3]

(2.76倍)

3.85×1015[11.5]

(31.78倍)

5.01×1013[5.3]

(3.31倍)

2.31×1015[1.0]

(LO9倍)

発信情報量
9.15×10ユ5[6.2]

(2,23倍)

3.85×10'5[11.5]

(31,26倍)

2.98×1015[4.0]

(L61倍)

2.31×1015[1.0]

(1,09倍)

選択可 能
情 報 量

3.18×1017[7.4]

(2.22倍)

3.06×1017[7,7]

(2.32倍)

2.85×1015[3.0]

(1,62倍)

9,83×1015[02]

(0.97倍)

消費可 能
情 報 量

6.80×10且6[6.4]

(1.72倍)

5.54×10'6[7,8]

(2.00倍)

2.85×10L5[3.0]

(1.62倍)

9.83×1015[0.2]

(0,97倍)

消費情報量
L81×1016[3.1]

(1.47倍)

1.08×1016[4.7〕

(1.80倍)

8.62×1014[3.1]

(2.30倍)

6.39×10'5〔0.6〕

(1.08倍 〉

蓄積情報量
1。41×1015[14.4]

(L53倍)

1.55×10L4[5.2]

(3.28倍)

1.25x10L5[15.6]

(L44倍)

5.40×10'o[0,6]

(1,07倍)

ゆ る情報の電子化 の進展が うかがわれ、特に大容量のデー タ通信 回線の

普 及が影響 している もの と思われ る。

第1-3-4図 は、実際の消 費に対 し、 どの程度 多 くの情報が提供 さ

れたかを示す指標 であ る情報選択係数の推移 をみた ものである。情報選

択係数 は、選択 可能情報量/消 費情報量で計算 され た数値 を基準年度(昭

和56年 度)を1.00と して指数化 した もので、値 が大 きいほ ど情報の選択

の幅 が広が って いるこ とを示す ものである。図に見 るとお り、情報選択

係数は情報量の増加 とともに年々増大す る傾 向にあ り、3年 度は1.51(2

年度1.45)と 伸びてい る(指 数化 しない情報選択倍数でみ ると、昭和56

年度の11.6倍 に対 して3年 度は17.6倍)。 これ は、消費情報量 の伸 び以上

に選択可能情報量が増加 し、情報 の多様化が進展 してい るこ とを示 して
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第1-3-4図 情 報 選 択 係 数 の 推 移

(昭和56年 度=1.00>

1.51

1,411.41'

獲1な

5657585960616263元23

年 度

い るもの と考 えられ る。

イ 各情報量の メデ ィア構成

各情報量のメデ ィアグループ別 の構成比 を見 た ものが、第1-3-5

図 である。

原発信情報量では、電気通信系が全体 の62.0%と 大 きな割合 を占め、

中で も専用サー ビスの中のデー タ伝送(58.7%)の 割合が大 きくなって

お り、高速 ・大容 量の専用 回線の普及が影響 している。 その他 では、空

間系の対話の割合(34.3%)が 大 き くな っている。

発信情報量の メデ ィア構成 をみ る と、 原発信情報量 と同様 に電気通信

系の割合が最 も大 き くなっているが・次 いで新聞、雑 誌等輸送 系の割合

が大 き くなってい るのが特徴的で ある・電気通信系の中では、専用サー

ビス(デ ー タ伝 送)の 占め る割合が大 き く・発信情報量全体 の39 .8%を

占めてい る。

選択可能情報量の メディア構成 をみ ると・電気通信系の割合(96 .0%)

が最 も大 き くなってい る・ 中で も地上波テ レビジョン放送の割合 は大 き
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第1-3-5図 各情報量のメデ ィア構成

原発信情報量

会議 ・その他2.9%

空間系対話
37.2%電 気通信 系

34.3%62.0%

コンピュータ文書・

その他0.8%、 零

その 他 。.7%/

"＼

輸送系
0.8%

ケー プル テレ ビ放 送

2,6%

ζ〕選択可能情報量

専 用 サ ー ヒ ス
(デ ー タ伝 送)

58.7%

発信情報量

会議 ・その 他2,0%

対 話
23.3%

そ の他

5.3%

雑 誌
4.8%

空間系
25.3%電 気通信 系

42.1%

輸送 系
32.6%

新聞22.5%

消費可能情報量

専 用 サ ー ビ ス(
デ ー タ伝 送1

39.8%

ケープルテレビ放送

1.8%

その 他

o.5%

講 演 ・演 劇 ・コンサ ー ト

消費情報量

会 議 ・その 他4.6%

学校教育 ・その他2・9%専 用サー ビス

FMラ ジオ

9,8%

空 間 系

!4.4%

輸送烈
4.2%

(テ ー タ伝 送)
.5.4%

{譲跡 魏 四の6・0%

翻 一e父(ぐ→葡 、-1蓄横騨 量

学校教育
7.2%

麟 轍
その 他4.1%

新 聞0.7%づ

輸送系
4.8%

専 用 サ ー ビ ス

(デ ー タ伝 送)
20.1%

地上波
テ レビ放送
30,3%

電 気 通 信 系AMラジオ

81.4%9
.8%

ケーフルアレビ

放送9.1%

地上波
テ レビ放送
41.2%

ノ

デー タベ ー ス5.0%

〆地 上 波 テ レ ビ放 送4.2%
〆

そ の他1.8%
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く、全体 の56.7%を 占め、次 いでケーブルテ レビ放送が22.6%と 大 きな

割合 を占めてい る。 ケー ブルテレビ放送 は、いわゆる都市型 ケーブルテ

レビの普 及等の多チャンネル化の進展 に よ り、近年割合 を拡大す る傾向

にあ る。

消費可能情報量 でも、電気通信 系の割合(81.4%)が 最 も大 きいが、

選択可能情報量 の場合に比較 して、輸送 系(4.2%)と 空間系(14.4%)

の割合が大 き くなってい る。個別 メディアでみ ると、選択可能情報量の

メディア構成に比較 して、地上波 テ レビジ ョン放送、 ケーブ ルテレビ放

送 の割合が低下 し、衛星放送、AM・FMラ ジオ放送、新聞、対話等の

割合が増大 してい る。

消費情報量の メデ ィア構 成は、電気通信系が全体の59.9%、 輸送系が

4,8%、 空間系が35.3%と なってお り、消 費情報量 にお いて も電気通信系

の 占める割合が大 き くなってい る。個別 にみ ると、地上波 テ レビジョン

放送 の割合が最 も大 き く、全体 の30.3%を 占め、次 いで対話23.5%、 専

用サー ビス(デ ー タ伝送)20.1%、 教育7.2%の 順 となって いる。

蓄積 情報量 のメデ ィア構 成 をみ ると、電気通信系が全体 の11.0%、 輸

送系が89.0%と なってお り、輸送 系の割合 が圧倒的 に大 き くなっている。

特 に、書籍 は蓄積情報量の76.2%を 占め ている。

(2)地 域の情 報流通の動向

ア 地域別情報流通状況

郵政省 では全国 を対象 とした 「情報 流通セ ンサ ス」 と並行 して、昭和

62年 度か ら都 道府県別 の情報流通量 を把握す るため、「地域別情報 流通セ

ンサス」 の計量 を行 っている・ ここでは4年 度 に実施 した3年 度分 の調

査 結果に基づ き・都 道府県別の情報化の現状 を概観す る(計 量対象 メデ ィ

アについては付表3・3年 度 の発信情報 量・選択可能情報量(供 給情 報

量)、 消 費可能情報量及び消 費情報量については付表4～7参 照)。
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(ア)発 信情報量

3年 度 において各県内の情報発信者か ら県内外 に発信 された計量対 象

31メ ディアの合計であ る地域別発信情報量の地域別の シェア をみ ると、

東京が19.8%と 突出 して大 き く、第2位 の大 阪(シ ェア7.4%)を 大 きく

引 き離 してい る。東 京の発 信情報量が高い シェアを占めているのは、新

聞、雑誌等が多 く出版 されてお り、輸送系メディアによる情報発信が他

の地域 と比べ て突出 して大 きい(シ ェア282%)た めであ る。 第3位 以

降は神奈川(同5.8%)、 愛知(同5.2%)と 続 いてお り、上位7都 道府県

でシェアの過半数(50.6%)を 占めている(第1-3-6図 参照)。

また、発信情報量の地域 的偏在の推移 を変動係数㈱で示 した ものが第

1-3-7図 であ り、 これ によると3年 度には地域 間格 差が若干拡大 す

る傾向 を示 して いる。

第1-3-8図 に よ り、発信情報量 に大 きな影響 を与 える電気通信 系

第1-3-6図 都道府県別発信情報量
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を数値化す るための指標である。 この値が大 きいほど地域間の格差が大きいこ

とを表 している。
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第1-3-7図 県 内総生産及び情報流通量の変動係数の推移
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メデ ィア、輸送系 メデ ィアの地域間格差 をみ ると輸送系 メディアの方が

洛差が大 きく、また過去10年 間の推移 をみ ると、近年電気通信系 メディア

ク)拡大傾 向は顕著であ り、変動係数 は昭和63年 度の1.194か ら3年 度には

L.320と なってい る。

(イ)選 択可能情報量(供 給情報量)

3年 度において各県 内の情報 の受け手に対 して県内外か ら提供 され た

計量対象31メ デ ィアの情報量の合計 であ る地域別選 択可能情報量につい

て、県民一人当た りでみ ると、東 京(全 県平均の1.58倍)が 最 も高い水

準にある。第2位 以降 は、神奈 川(1.51倍)、 長野(1.46倍)、 山梨(1.46

倍)、 千葉(L42倍)、 埼玉(1.36倍)、 大阪(1.30倍)、 群 馬(1。26倍)

の順 となってい る。関東地方 とケー ブル テレビの普及が進展 している地

域の水準が高 くな っている(第1-3-9図 参照)。

第1-3-9図 都道府県別一人当たり選択可能情報量
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昭和56年 度 との比較 で、大 きな伸 び を示 した地域 としては、山梨(3。94

倍)、 長野(3.24倍)、 長崎(3.21倍)、 佐賀(3.00倍)、 岩 手(2.61倍)

等が挙 げられ、近年新 たに民間テ レビジ ョン放送局が開局 した県(長 野、

長崎、岩手)若 しくはケーブル テレビの普及 の著 しい地域(山 梨、長野)

となっている。 これは、一 人当た りの選択可能情報量 を比較 した場合、

テレビジ ョン放送局 の開局数、 ケー ブル テレビの普及状況等に左右 され

るため である。

また、選択 可能情 報量 の地域 的偏在 の推移 を変動係数 でみ る と、3年

度 には2年 度 に引 き続 き格 差が縮小 す る傾 向 を示 してい る(第1-3-

7図 参照)。

(ウ)消 費情報量

3年 度 にお いて各県内で実際 に消 費された計量対象31メ デ ィアの情報

量 の合計 である地域別消費 情報量 につ いて、 県民一 人当た りでみ ると、

最 も高い水準 にあるのは栃 木 ・北 海道(全 県平均 の各1.06倍)で あ り、

次いで東京 ・茨城(同 各1.05倍)、 富 山 ・山梨 ・山口 ・新潟(同 各1.04倍)

の順 とな ってい る。消費情報量については、県民一人 当た りでみ ると、

地域的 な違いはほ とん ど見 られ ない状況 になってい る。

(エ)地 域 ブロック間の情報流通格差

情報流通量の地域 的単位 での特 徴 を明 らかにす るため、全国 を北海道、

東北、関東、信越、北陸、東海、近畿、 中国、 四国、 九州 ・沖縄の10の

地域ブロ ックに分け、ブ ロック単位 での情報流通量の比較 を試み た(付

表8参 照)。

この うち発信情報量 と選 択可能情報量 について抽 出、 図示 した ものが

第1-3-10図 である。

これに よると、発信情報量、選択可能情報量 ともに関東地方が全ブ ロッ

クの平均 の1.34倍 、L39倍 と、いずれ も10ブ ロックの中で最 も大 き くな っ
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第1-3一 田 図 各地域の一人当たり惰報流通量の比較

一つ発信情報量

一・一咀選択可能情報量

北海道 全ブロック平均=1
1.4

四国

中国

東海

ごお り、情報 の発信 と供給において関東地方 の水準が高 くな っている状

尾が うかがわれ る。

図 に見 るとお り選択可能情報量では、関東 に次いで近畿(同1.17倍)、

言越(同1.13倍)、 東海(同1.13倍)の 水準が比較的に高 くな っている一

テ、東北、九州 ・沖縄 は各々全 ブロックの平均 の0.74倍 、10.77倍 となっ

=お り、一 人当た り情報 量の大 きい地方 と小 さい地方 とが比較的は っき

)と 分か れている。それに対 して、発信情報量では、関東(同1.34倍)

二次いで近畿が同1.07倍 とわずかに全ブ ロックの平均 を上回ってい る程

芝であ り、関東地方だけが突出 し、他の地域 に'はあま り格差 はみ られな

・構造 となってい る。
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この ように、地域 ブロ ック間 でみて も、一 人当た り情報流通量 には地

域的 な違 いがあ る。 この地域格差の推移 を、発信情報量 につ いて各年度

の全 ブロックの平均 を100と した指標 に よ りみ た ものが第1-3-11図

であ る。過去10年 間の推移 でみ ると、発信 情報量 の地域 間格差 はほぼ横

這 いであ り、大 きな変動はみ られない結果 となっている。

(オ)情 報流通量 と経済指標 との関係

一 人当た り選 択可能情報量 と一人当た り県民所得 によ り、各都道府県

の散布状況 をブ ロ ックご とにみ た ものが第1-3-12図 であ る。

これ による と、関東、近 畿、東海の各地域 が、比較的 に図の中央上部

か ら右上部 に位置 してお り、特に東京は一人当た り選択 可能情報量、一

人当た り県民所得 ともに全国で最 も大 き く、突出 してい る。

第1-3-11図 雫人当た り発信情報量の地域格差の推移
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第1-3-12図 一 人当た り選択可能情報量 と一人当たり県民所得 との関係
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(注)一 人当 た り県 民所 得 は 、 経済 企 画庁 「県 民経 済 計 算年 報」(平 成5年 版)に 基づ く

2年 度 の数 値 で あ る。

一方、九州 ・沖縄及び東北の各地域 の一 人当た り選択可能情報量、一

人当た り県民所得は相 対的に小 さ く、両地域の分布 は図の左下方部に位

置 してお り、東京 と両極 を成す結果 となっている。

イ 地域 間の情報交流状況

電気通信事業 報告規則に よる報告 に基づ き作成 したものによる と、3

年度の国内加 入電話 トラピックにみ る全通 話回数 は769億 回 となってお

り、対前年度比2.4%の 増加であ る。

(ア)MA内 通話終始率

各MA(注)か ら発信 され る総通話回数 の うち、同一MA内 に向け られる

(注)MA(単 位料金区域)と は、い くつかの電話加入区域 をその中に含む 「その地

域の社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画を考慮 して通話の交流上おおむね
一体 と認め られる密接な関係にある地域か らなるもの」(NTT電 話 サー ビス契

約約款)で あ り、全国に567MAが あ る。
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通話回数の比率(MA内 通話終始率)は 、全 国平均 で66.1%、 また隣接

MAに 向け られ る通話 回数 の比率 は同 じく13。4%で あ り、我が国の通話

の大半は、市内通 話 を中心 とす る近距離 との通話であ る(第1-3-13

図参照)。

地域ブ ロ ック別にみ ると、関東、東海、近畿のMA内 通話終始率 は低

く、北海道、四国、九州 、沖縄 は高 い。特 に、沖縄 は90%を 超 える高い

比率 になってい る(第1-3-14図 参照)。 関東、東海、近畿 におけ るM

A内 通話終始率 が低 いのは、東 京特別 区、名古屋市、大阪市 とい った大

都市か ら受け る影響が強 く、大都市MAと の通話交 流が頻繁 に行 われて

い るため と考 えられ る。 一方、北海道、 四国、九州、沖縄 のMA内 通話

終始率 が高いのは、強い影響 を受 け る大都市 が近隣 にな く、通話交流が

比較的狭 い範 囲に限 られ るため と考 え られ る。

(イ)都 道府県内通話終始率

同一都 道府 県内に終始す る通話の比率 をみる と、全国平均 で81.6%と

な ってお り、首都 圏、近畿 圏では、70%台 前半 の県が多い。 これ らの地

域 では、東京都や 大阪府の影響 を強 く受 け、都道府 県境 を越 える通話が

頻繁 に行 われ ているため と考 え られ る(第1-3-15図 参照)。

なお、対象 を地域 ブ ロックにまで広げ る と同一 の地域 ブロ ック内に終

始す る通話 の比率 は92.7%と な り、 ほ とん どの通話 が近隣 の都道府県ま

で含めた地域 ブロ ック内で完結 している(第1-3-16図 参 照)。 ここで

示 した都 道府 県内通話終始率 及び地域ブ ロック内通 話終始率 の値 は、い

ずれ も漸減 してお り、よ り遠方 との通話交流の比率が徐 々に高 ま り、通

話 圏が徐 々に拡大 しているこ とが うかが える。

(ウ)都 道府県間 トラ ピック交流状況

地域 間の トラ ピックの交流状況 を都道府 県単位 でみ る と、各県 とも通

話対地 として近隣県が上位 を占め るとともに、東京都又 は大阪府が上位
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第1-3-13図 同～MA内 に終始す る通話の比率(全 国平均)

(通話回数)
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66.1%

隣 接

13.4%

そ の 他

20.5%

郵政省資料により作成

第1-3-14図 同一MA内 に終始する通詣の比率(地 域 ブロック別平均)
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(注)地 域ブロック別の隣接通話の中には、隣接MAと の通話

のほか、料金が隣i接MA扱 いとされている離島MAに 係る

通話が含まれている。
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第1-3-15図 同一都道府県内に終始する通話の比率(通 話回数)
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地 域ブロック内通話終始比率(通 話回数)
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に現れて いる。特 に、東京都 は鳥取県 を除 き、他のすべ ての道府県にお

いて通話対地 として上位5位 以内に入 ってお り、 その影響 力が全国に及

んでいる。大 阪府 は、近畿、中国、四国の各県 との関係 では東京都 よ り

も上位に きてい るが、九州 地方になると、逆に東京都 の方が上位 になっ

てい る。(第1-3-17表 参照)。
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第1-3-17表 都道府県間通話の交流状況

総発信量
通話の相手先の上位都道府県

1位 2位 3位 4位 5位

(北 海 道)

北 海 道3,567

(東 北)

青 森706

岩 手628

宮 城1,372

秋 田596

山 形647

福 島1,080

(関 東)

茨 城1,464

栃 木1,001

群 馬1,069

埼 玉3,114

千 葉2,790

東 京12,037

神 奈,114,509

山 梨532

(信 越)

新 潟1,270

長 野1,138

(北 陸)

富 山601

石 川711

福 井502

(東 海)

岐 阜1,078

静 岡2,197

愛 知4,102

三 重939

北 海 道(95.5)

青 森(892)!

岩 手(85.5)

宮 城(83.6)

秋 田(87.9)

山 形(87.3)

福 島 〔86.D

茨 城(80.1)

栃 木(79,6)

群 馬(81.0)

埼 玉(70.3)

千 葉(73.8)

東 京(74.3)

神 奈 川(74.6)

山 梨(83.5)

新 潟(89,0)

長 野(85,8)

富 山(85.5)

石 川(84.5)

福 井(85.8)

岐 阜(80.9)

静 岡(86,8)

愛 知(85.1)

三 重(83.7)

東 京(1.8)

宮 城(2.4)

宮 城(4.5)

東 京C3.8)

東 京(2.5)

宮 城(4.0)

宮 城(3.9)

東 京(.7.5)

東 京(6,9)

東 京(6.D

東 京(18.1)

東 京(15.6)

神 奈 川(6.3)

東 京(16.0)

東 京(7.8)

東 京(4.0)

東 京(5.1)

石 川(4.5)

富 山(3.3)

石 川(3.3)

愛 知(11.3)

東 京(4.1)

岐 阜(3.0)

愛 知(7,5)

神 奈 川(0.4)

東 京(2.3)

東 京(2.7)

福 島(2.4)

宮 城(2.3)

東 京(2.8)

東 京(3.6)

千 葉(3.2)

埼 玉(2.7)

埼 玉(3.8)

千 葉(1.9)

埼 玉(2.1)

埼 玉(4.5>

千 葉(1.3)

神 奈 川(1,9)

埼 玉(0.8)

愛 知(1.4)

東 京(2.2)

大 阪(2ユ)

大 阪(2.7)

東 京(1.6)

愛 知(2.6)

東 京(2.4)

大 阪(2.3)

大 阪(0.3)

岩 手(1.5)

青 森(1.6)

岩 手(2.0)

山 形(1.6)

神 奈 川(0.7)

神 奈 川(0.9)

埼 玉(2.2)

茨 城(2.5)

栃 木(2.8)

神 奈 川(1.9)

神 奈 川(2.1)

千 葉(3.6)

埼 玉(1.3)

埼 玉(1.3)

神 奈 川(0.8)

新 潟(1.3)

大 阪(1.5)

福 井(2.1)

東 京(1.6)

大 阪(1.3)

神 奈Ill(2.0)

大 阪(1.7)

東{

千 葉(0.2)

秋 田(0.8)

山 形 〔1.0)

山 形(1.7)

青 森(1.1)

福 島(0.7)

茨 城(0.8)

裏識
柵1.2>

群 馬(L4)

茨 城(1.7>

大 阪(L6)

静 岡(LO)

静 岡(1.2)

長 野(0.7)

神 奈 川(1.0)

愛 知(1,3)

東 京(2.0)

愛 知(1.3)

三 重(0.5)

大 阪(0,7)

三 重(1.6)

就 ・4)⊥竺 阜(…)
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総発信量
通話の相手先の上位都道府県

1位 2位 3位 4位 5位

近幾)

滋 賀604

京 都1,644

大 阪7,413

兵 庫2,568

奈 良662

和歌山592

中国)

鳥 取318

島 根388

岡 山1,162

広 島1,766

山 ロ864

四国)

徳 島428

香 川586

愛 媛849

高 知498

九州)

福 岡3,340

佐 賀421

長 崎850

熊 本1,031

大 分769

宮 崎664

鹿児島1,000

沖 縄805

滋 賀(75,1)

京 都(77.4)

大 阪(80.9)

兵 庫(79.6)

奈 良(72,9)

和 歌 山(84.5)

鳥 取(82.7)

島 根(85.5)

岡 山(86.3)

広 島(86.0)

山 口(85.6)

徳 島(86.6)

香 川(82.0)

愛 媛(88,2)

高 知(90.9)

福 岡(86,6)

佐 賀(80.9)

長 崎(88.0)

熊 本(87.3)

大 分(88.4)

宮 崎(89。0)

鹿 児 島(89.8)

沖 縄(95.4)

京 都(8.7)

大 阪(10.0)

兵 庫(4.3)

大 阪(12.2)

大 阪(16.8)

大 阪(9.5)

島 根(4.6)

広 島(3.9)

広 島(3,5)

大 阪(2.2)

広 島(4.8)

香 川(3.7)

大 阪(3,7)

香 川(2.5)

大 阪(1,8)

東 京(1.7)

福 岡(11.7)

福 岡(5.5)

福 岡(5.7)

福 岡(5.3)

福 岡(2.7)

福 岡(2,5)

東 京(1.3)

大 阪(7.5)

滋 賀(2.9)

東 京(2.7)

東 京(1.6)

京 都(2.8)

東 京(1.0)

大 阪(3.0)

鳥 取(3.2)

大 阪(2.8)

山 口(2.0)

福 岡(3.3)

大 阪(3.1)

愛 媛(2,9)

大 阪(2,1)

香 川(1.7)

熊 本(1.6)

長 崎(2.6)

佐 賀(1.2)

東 京(1.D

熊 本(1.2)

鹿 児 島(2,3)

宮 崎(1.5)

福 岡(0。9)

東 京(1.4)

東 京(1.8)

京 都(2.1)

京 都(1.0)

兵 庫(1.2)

奈 良(0.8)

広 島(2.1)

大 阪(2.0)

東 京(1.2)

岡 山(2.0)

大 阪(1.3)

東 京(1,2)

徳 島(2,3)

東 京(L2)

愛 媛(1.3)

佐 賀(1.3)

東 京(0.9)

東 京(1.1)

鹿 児 島(0.9)

東 京(1.0)

熊 本(L2)

熊 本(1.2)

大 阪(0.5)

愛 知(1.2>

兵 庫(L6)

奈 良(1.5>

岡 山(0.6)

東 京(L1)

京 都(0.8)

岡 山(1.7)

東 京(LO)

兵 庫(1.2)

東 京(1.7)

東 京(1.2)

兵 庫(0.9>

東 京(L8)

広 島(1.D

東 京(1.0)

大 阪(1.3)

熊 本(0,6)

大 阪(0.7>

大 阪(0.7)

大 阪(0.7)

東 京(LO)

東 京(1.2)

神 奈 川(0.3)

郵政 省 資料 に よ り作 成

(注)1。 総 発 信 費 の単 位 は 、百 万 回 で あ る。

2.()内 は、 総 発信 通 話 回数 に 占め る割合(%)で あ る。
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第1-3一 佃図 地域ブロック間通話の交流状況(通 話回数)
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(注)1.数 字 は各地域ブロックへの発信通話比率(%)。

2.()内 数字は地域ブロック内に終始する通話の比率(%)6

地域 ブロ ック別にみ ると、上記 と同様の傾 向がみ られ、各ブ ロックと

も自ブ ロックか ら外 にでてい く通 話の対地 として は関東又 は近畿が上位

となっている(第1-3-18図 参 照)。

このよ うに、通話交流においては関東(東 京都)と 近畿(大 阪府)の

影響力が強 いが、特 に、関東 の影響力が強 く、情報面か らの首都圏への

一極集中の状況が うかがえる。

(3)国 別情報流通の動向

郵政省では、全 国を対象 と した「情報流通 センサ ス」、都 道府県別 を対

象 とした 「地域別情報流通セ ンサス」 とともに、3年 度 よ り情報流通セ

ンサスの手法 を用いて、 国別の情 報流通 の実態 を数量的 に把握す る 「国

別情報流通 に関す る調査研究」 を実施 してい る。 ここでは4年 度 に実施

した調査結果(1991年 度分)に 基づ き・世 界の主要 な国々(30か 国)に

おけ る情報化 の現状 を概観す る(付 表3及 び9参 照)。
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ア 発信 情 報 量

国別 に計 量 され た 発信 情報 量 の総 計 は 、1991年 度 で1.00×1017ワ ー ド

で あ り、 前年 度 の総 計9,76×1016ワ ー ドに 比べ2.5%の 増 加 であ っ た。

発 信 情 報 量 で は 、中国 が2.24×1016ワ ー ドと最 も大 き く、次 い で、旧 ソ

連(2.00×1016ワ ー ド)、 イ ン ド(1.52×1016ワ ー ド)、 米 国(6.50×1015

ワ ー ド)、 日本(4.02×1015ワ ー ド)、 イン ドネ シア(3.210x1015ワ ー ド)

の 順 とな って い る(第1-3-19図 参 照)。 発 信 情 報 量 で は 、「対 話」 の

情 報 量 の影 響 が 大 き く、 人 口の 多少 に左 右 され るた め、 人 口の 多 い国 が

上位 を 占め る結 果 とな って い る。

これ を対話 を 除 い た発信 情 報 量 でみ る と、 新 聞 の発 行 部 数 の 多 い 旧 ソ

連 が 中国 に代 わ って1位 とな り、3位 以 降 に は先 進工 業 国 が 名 を連 ね る

第1-3-19図
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結 果 とな っ て い る(第1-3-20図 参 照)。

イ 選 択 可 能 情 報 量(供 給 情 報 量)＼

国別 に計 量 さ れ た選 択 可能 情 報量(供 給 情 報 量)の 総 計 は 、1991年 度

で3.11×1018ワ ー ドで あ り、 前 年 度 の 総 計2.95×1018ワ ー ドに 比 べ5.4%

の 増 加 で あ っ た。

選 択 可 能 情 報 量 では 、米 国 が1.64×1018ワ ー ドと最 も大 き く、次 いで、

日本(1.94×1017ワ ー ド)、 カ ナ ダ(1.87×1017ワ ー ド)、 ドイツ(1.71×

1017ワ ー ド)、 旧 ソ連(1.59×1017ワ ー ド)、 中国(1.53×1017ワ ー ド)の

順 とな って い る。

国 民 一 人 当 た りの選 択 可 能 情 報 量 で は、カナ ダが6.95×109ワ ー ドで最

第1-3-20図 国別発信情報量(対 話を除 く総計)
×1013ワ ー ド
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』大 き く、次 い で米 国(6.51×109ワ ー ド)、 オ ラ ン ダ(2,97×1109ワ ー ド)、

ドイツ(2.14×109ワ ー ド)、 イ タ リア(1,62×109ワ ー ド)、 日本(1.57×

09ワ ー ド)の 順 とな っ て お り、先 進 工 業 国 が上 位 を 占め る結 果 とな って

・る(第1-3-21図 参 照) 。

また、国 民 一 人 当 た りの選 択 可能 情 報 量 と一 人 当 た りの国 内総生 産(G

)P)と の 関 係 に つ い てみ た ものが 、 第1-3-22図 で あ る。 これ に よ

多と、 カナ ダ、 米 国等 先 進 工 業 国 が 図の 右 上 方部 に位 置 し、 旧 ソ連 、 ハ

/ガ リー 、 ブ ラ ジル、 メ キ シ コ等 のア ジア地 域 以 外 の開 発 途上 国が お お
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第1-3-22図 一 人当た り選択可能情報量 と一人当たりGDPの 関係
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(注)1.一 人 当 た りGDPは 日本 銀行 「外 国経 済統 計 年報 」 等 に よ る。

2.中 国 及び 旧 ソ連 は一 人 当 た りGNPで あ る。

3.一 人当 た1)GDPの 対 象 年 は 原則 と して1991年 で あ る(図 の 基礎 資料 参照)。

むね 図の 中央部 に位置 し、若干のば らつ きはあ るものの、マ レイシア、

タイ、 フィ リピン、 イン ドネ シアな どのア ジア地域の開発途上国が左下

方部 に位置 してい る。

ウ 消費可能情報量

国別 に計量 され た消 費可 能情 報 量の総 計 は、1991年 度 で5.76×1017

ワー ドであ り、前年度の総 計5,59×1017ワ ー ドに比べ3.0%の 増加 であっ



第3節 情報 化 の動 向 一137一

た 。

消 費 可 能 情 報 量 で は 、米 国 が1.62×1017ワ ー ド と最 も 大 き く 、次 い で 中

国(6。93×1016ワ ー ド)、 旧 ソ 連(6.37×1016ワ ー ド)、 イ ン ド(4.75×1016

ワ ー ド)、 日本(4.60×1016ワ ー ド)、 ド イ ツ(2.43×1016ワ ー ド)の 順 と

な っ て い る 。

国民一 人当た りの消費可能情報 量では、米国が6.40×108ワ ー ドで最 も

大 き く、 次 いで 、 カ ナ ダ(5.44×108ワ ー ド)、 日本(3.71×108ワ ー ド)

の 順 とな って い る。

2情 報化 の進展状況

(1)家 庭の情 報化

近年の我が国の情報化の進展 にはめ ざましい ものがあ り、家庭生活 を

取 り巻 く情報環境 はます ます 多様化 ・高度化 の様 を呈 して いる。

家庭の情報化 にお いては、生活面 での効率化や利便性 の向上に加 えて、

やす らぎや快 適性 といった豊かな生活の創造 を求めて、情報通信機器や

サー ビスを導入する傾向が うかが える。

家庭におけ る情報化の進展状況 を、情報 の入手手段の多様化 、各種情

報通信 メデ ィアへの接触、情報 を入手す るために支 出 した費用 及び各種

情報通信 メディアか らの情報提供の四つの面か ら情報化指標に よ りとら

えた ものが、第1-3-23図 である(付 表10参 照)。

ア 情報装備指標

情報装備指標 は、家庭において情報 を入手す るための手段の多様化の

推移 を表す ものであ り、情報通信機器 の所有数 と情報通信ネ ッ トワー ク

への加入数 によ り構成 されている。

昭和55年 を100と した3年 の指数は、前年比12,7ポ イン ト増 の187.4と

大 きな伸 び を示 している。近年、家庭 においては、 自動車 ・携帯電話、
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第1-3-23図 家庭の情報化指標

(昭和55年=100)

杜 『噛一 ・一.__._._一 一 一 一"'"

情報利用指標一
555657585960616263元23
年

「家庭及び社会における情報化に関する調査研究」(郵政省)により

作成
(注)情 報利用指標は、5年 ごとに実施されているNHK「 国民生
活時間調査jを もとに作成されている。最新調査は2年 度に行
われているため、3年 は前年同値を踏襲している。

無線 呼出 し、フ ァ クシ ミリ等の機能性 、利便性 及 び付加 価値 性等 を追

求 した新 しい情報通信機器やサー ビスに対す る利用意向及び需要 の強さ

が み られ、家庭 におけ るその普 及が着実 に進 んで いるこ とが うかがえ

る。

また、郵政省 の 「通信利 用動 向調査(4年 度)」(付 注19参 照)に よる

と、調査 対象のサー ビス及び機器 の今後 の利用(保 有)意 向比率 につい

ては、衛 星放送 サー ビス39.6%、 ハイビジ ョン放 送27.2%、 コー ドレス

電話機21.6%、 ファ クシ ミリ21.1%と なってお り、放送系 メデ ィアの利

用意 向が高い。今後の通信 ・放送サー ビスや機 器の普 及動 向をみる上で、

衛星放送、ハ イ ビジョン放送 といった新 しい放送系 メデ ィアの動 向が注

目される。

イ 情報支出指標

情報支 出指標 は、家計消費支 出におけ る情報通信関連支出の推移 を表
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すものであ り、情報通信機 器の購 入、情報ネ ッ トワー クへ の加入 ・継続

及び情報 ソフ トウェアの購入に係 る実質購入費によ り構成 されてい る。

我が国の家計消 費支 出は、対前年比で実質1.7%の 堅調 な増加 となって

いるが、情報支出指標 は、昭和55年 を100と した指数 でみ ると、3年 は対

前年比2.6ポ イン ト減の112.4と なってい る。 この内訳(第1-3-24図

参照)を み ると、本指標 を構 成 している3指 標(情 報通信機器支 出指標、

清報ネ ッ トワー ク支出指標 及び情報 ソフ トウェア支 出指標)が ともに減

少してお り、 とりわけ情報通信機器支 出指標における減少(対 前年比5 .7

ポイン ト減)が 著 しい。 また、3年 の家計消費支 出に 占め る情報通信関

厘(機器及びネ ッ トワー ク、ソフ トウェア)支 出の割合 は、対前年比0.2%

威の4。2%と なってい る。

情報通信関連支 出の うち、情報通信機器支 出が減少 した要因 としては、

丘年の廉価 な情報通信機器の海 外か らの輸入等 によ りもたらされた価格

鏡争による低廉化や景気低速の影響 を受 けた機 器の買い控 え、 また、情

第1-3-24図 情報支出指標 を構成 する各系の推移

指
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!へ㌔一_両一一 情報 ソフ トウエア系

,,ノ 家計消費支出

o-__________
555657585960616263兀23年

「家 計 調査 年 報(平 成3年)」(総 務庁)に よ り作成
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報通信機器 によっては家庭へ の普 及が進み、市場が飽和状 態にな りつつ

あ り、新規購 入が控 えられてい ることな どが考 えられ る。

ウ 情報入手可能性 指標

情報入手可能性指標は、家庭 において 入手可能 な情報量の推移 を表す

ものであ り、各種 メデ ィアか らの提供情報量 によ り構成 され る。

昭和55年 を100と した3年 の指数 は、対前年比6.5ポ イン ト増の133.8と

なってお り、昭和60年 以降大 き く伸 びている。 これ は、第1-、3-25図
}

の とお り、指標 を構 成 してい るパ ッケー ジ系 の伸 びが顕著で あるためで

ある。
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数
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第1-3-25図 情 報入手可能性指標を構成 する各系の推移

(昭和55年=100)
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「日本 民 間放 送 年 鑑 」(日本 民 間放 送 連 盟 編)、「日本 の レコー ド産業 」

(日本 レ コー 脇 会)・ 「統 計 調査 報 告 劃(日 本 ビデ オ協 会) 、「新 聞年鑑 」(日 本新 聞協 会)
・「出 版 指標 年 報 」(出 版 科 学 協会)、 「国 民生

活 時間 調査 」(NHK)に よ り作成
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(2)産 業の情報化

産業分野においては、各企 業等が業務 の効率化、省力化 を図 る目的 と

ともに、高度化、多様化す る消費者の需要 に迅速かつ柔軟 に対応 しつつ、

さらなる事業 の発展 を図 る目的か ら、社 内外におけ る情報 を有効に活用

する手段 として、通信回線や 情報通信機器 を積極的に装備 し、利用 して

いる。 さらに、通信 回線や情報通信機器 を全社的体制 で、一 層効果的に

利用す るため、情報通信ネ ッ トワー クを構築 してい る。

本項では、①産業分 野における通信 回線及び情報通信機器 の装備 ・利

用の状況、②企業等の規模別 ・業種 別にみ た通信回線 の装備状況、③情

報通信回線及び情報通信 機器 等のネッ トワー ク化の動 向等 を概観 し、考

察す る。

ア 通信 回線等の装備 ・利用動向

ここでは、産業分野全体 におけ る情報化 の進展状況 について、①通信

回線 と情報通信機器 を装備 ・利用指標に指数化 して分析す る方法 と、②

各業種別 の通信回線の装備状況 を分析する方法等に より考察 する。

(ア)指 標か らみた装備 ・利用 の進展

加入電話 回線や専用線 等の通信回線、電話機や ファクシ ミリ等の コン

ピュー タ機器以外の情報通信機器、汎用電子計算機 等の コンピュー タ機

器(付 注20)の 面か ら、それぞれの装備 ・利用の状況 を、各年度単位に

装備指標 ・利用指標(付 表11参 照)に 指数化 し、昭和56年 度か ら3年 度

までの指数 の推移 をみ るこ とによ り、産業分野における情報化の進展状

況 を考察す る。

第1-3-26図 に通信回線、非 コンピュー タ機器 、 コンピュー タ機器

の装備指標 を示す。通信 回線及び各機器の雇用者1万 人当た りの装備状

況 を昭和56年 度 を100と した指数 でみる と、装備 回線容量につ いて3年

度の指数 は162.4(対 前年度比13.4ポ イン ト増)、 非 コンピュー タ機器 に
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第1-3-26図 装備指標の推移

(昭和56年度=1GO)
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(注)1.通 信 回線 装 備 指 標 及 び非 コ ン ピュー タ機 器装 備 指 標 につ い

て は郵 政 省 、NTT、KDD、 新 事 業 者 資料 等 に よ り作 成。

2,コ ン ピュー タ機 器 装 備 指 標 に つ いて は 「電 子計 算機 納 入 下

取調 査 」(通 商産 業 省)等 に よ り作 成 。

つ いては同137.5(同5.3ポ イ ン ト増)、 コン ピュー タ機i器につ いては同

375.3(同10.6ポ イ ン ト減)へ 拡大 してい る。

装備 回線容 量について は、回線 を個 々にみ ると、加 入電話 回線やIS

DN回 線等の国内公衆 回線容量 についての3年 度 の指数 は151.6、 高速デ

ジタル専用 線等の国内専用 回線容量については189.7、 国際 デジタル専用

線等の国際専用回線容量 につ いては160.7と 拡大 している。

これは、情報通信 ネ ッ トワー クに用い られ るISDNや 高速デ ジタル専

用線、社員への連絡手段 として利用 されてい る自動車 ・携帯電話等の旺

盛な需要 によ り、契約数が引 き続 き伸 びてい るため と考 え られ る。

非 コンピュー タ機器 につ いては、 ボタン電話やPBX(構 内交換機)

の普 及に伴 う1回 線当た りに接続 されて いる電話機 の増加、 ファ クシ ミ

リや 自動 車 ・携帯電話機 等の高機能化や 普及に伴 う台数 の増加等 によ り
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(昭和56年 度=100)

通信回線利用指標
(左目盛)

一,'4-一 一r▲

ゼ/箔 ンピ_タ 機器
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コンピュー タ機器利用指標

100(右 目盛)100

指 指
数 一

________一_____∠ 工数
5657585960616263
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(注)1.通 信 回線 利用 指 標 及 び非 コン ピュー タ機器 利 用 指標 に っ い

て は郵 政 省 、NTT、KDD、 新 事 業 者資 料 等に よ り作 成。

2.コ ン ピ ュー タ機 器 利用 指標 につ いて は 「情 報処 理 実 態調 査 」

(通 商産 業 省〉 等 に よ り作 成。

拡大傾 向にある。

第1-3-27図 に通信 回線、非 コン ピュー タ機器、 コンピュー タ機器

の利用指標 を示す。 通信 回線及び各機器 の雇用者1万 人当た りの利用状

況 を昭和56年 度 を100と した指数でみ ると、通信回線 の利用状況 について

3年 度の指数は149.1(同2.9ポ イン ト増)、 非 コンピュー タ機器 について

は、同240.0(同7.5ポ イ ン ト増)、 コン ピュー タ機 器 に つ い て は、同

516.6(同40.8ポ イン ト増)で あ り、 引き続 き拡大傾向にあ る。

利用指標が拡大傾 向にあるこ とにつ いては、利用料金の低廉化や旺盛

な情報通信需要 による装備指標 の増加 に伴い、通信 回線及び各機器の利

用が増加 したため、利用指標 も拡大傾向にある と推察 され る。

(イ)業 種別 にみた通信回線装備の動向

「ネ ッ トワー ク化動向調査(4年10月 調査)」(働 日本デー タ通信協会)
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第1_、_28表 従業員規模別 ・業種別の1企 業当たり通信回撒 と囎 額

回線種別

従業員千人未満 従業員千人以上一

回線数 回線容量(10kb/s) 回線数 回線容量(10kb/s)

1種 事業者 25.7 98.2 936.7 4135.1

2種 事業者 ⑪.1 15.5 20.4 529.9

「ネットワーク化動向調査」(㈱ 日本データ通信協会)に より作成

第 レ,_、 咽 従輯 規模別 ・業種別の1企 鞘 た幅 信購 数

3,0QQ

回
線500
数

全

業
平
均

「ネットワーク化動向調査」(働 日本データ通信協会)に より作成

(注)図 中の口 は第一種電気通信事業者の提供するもの、□ は第二種電

気通信事業者の提供するものを示す。
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(付注21参 照)に より、企業等の従業員規模別(「 常用従業員千人未満」

及び 「千人以上」に区分)に 通信 回線の 回線数 と回線容 量 をみ ると、従

業員の規模 に比 して装備 している回線数 と回線容量が大 きくなっている

ことがわかる(第1-3-28表 参 照)。1

さらに、業種別 に装備 している回線数 と回線容 量 をみ ると、回線数 に

第1-3-30図 従業員規模別 ・業種別の1企 業当たり通信回線容量
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平 備 材 工 卸 険 庫 ス
均

「ネソトワーク化動向調査」(働 日本データ通信協会)に より作成

(注)図 中の口 は第一種電気通信事業者の提供するもの、□ は第二種電

気通信事業者の提供するものを示す。



一146一 第1章 平成4年 情報通信の現況

つ いて装備 回線数が最 も大 きい業種 は、「千人未満」及び 「千 人以上」と

もに金融・保 険業が最 も多 く(第1-3-29図 参照)、 回線容 量につ いて

装備 回線容量 が最 も大 きい業種 は、「千 人未満」が運輸 ・倉庫業 であ り、

「千人以上」が製造業(加 工 型)で あった(第1-3-30図 参照)。

イ 情報通信ネ ッ トワーク化 の動向

ここでは、企業等において進め られてい る企業内情報通信 ネ ッ トワー

ク化の動向について、①利用 の状況、②必要経費の現状 、③ ネ ッ トワー

ク導入後の効 果、④ 導入上 の問題点 について、「ネ ッ トワー ク化動 向調査」

によ り考察 す る。

第1-3-31図 情 報通信ネ ットワークによる業務処理の割合
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ロ ネ80

・1し

ロ ネIl55-3し

1====コ60.4

1-一 「50,2

lI54.0

Il68.6

[166,1

]61・5

1」76.9

目73.1

[]不 ノトワー クを利用
している社数

口 不 ノトワー クを利用
していない社数

人事労務情報管理

経営 情 報 管 理

金融取引情報管理

運 送 管 理

家庭 向 け情 報

情 報 検 索

そ の 他

「ネットワーク化動向調査」(㈲ 日本データ通信協会)に より作成

(注)1.図 注の数字は、業務が存在する社数に占める、業務に情報通信ネ
ッ トワークを利用 している社数の比率(%)で ある。
2。 回答企業の社数は、669社 である。
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(ア)情 報通信 ネ ッ トワークの利用状況

第1-3-31図 に、各企業が行 ってい る業務 を13に 区分 し、区分 した

各業務 が 自社 内に存在す る企 業数 と、区分 した各業務 につ いてネ ッ ト

ワー ク化 を図 り利用 している企業数 を示 してい る。

情報通信 ネ ッ トワー クを各業務 のいずれかで利用 している企業は回答

企業(669社)の うち86.7%(580社)で あった。 この うち、情報通信ネ ッ

トワー クの利用率が高い業務 は、受発注 ・商品管理、物流管理、販売 ・

在庫管理 、情報検索等であった。

(イ)情 報通信ネ ッ トワーク構築にかか わる関係経費の状況

全産業 につ いでi青報通信 ネ ッ トワー ク構築 にかかわ る関係 経費の う

ち、減価償却 費 と人件費に着 目し、その費用額構成比をみ ると、減価償

却 費については、「1千 万円か ら1億 円未満」の割合が最 も多 く(第1-

3-32図 参照)、 人件費につ いて も 「1千 万円か ら1億 円未満」の割合が

最 も多い(第1-3-33図 参照)。

(ウ)情 報通信 ネッ トワークの利用 による効果

第!-3-34表 に、各企業 にお いて構築 した情報通信 ネ ッ トワー クの

利用によって得 られ た効果 を、「利用す る立場」と 「管理す る立場」か ら

みた場合に分 けて示 してい る。

「利用す る立場」か らみた効果につ いて全産業でみる と、「事務処理 ・

業務処理が迅速 に処理 できた」が81.6%と 最 も多 く、前年 の調査結果 よ

りも3.4ポ イン ト増加 してい る。すべての業種 で75%以 上 の企業が この効

果 を挙げてお り、事務 ・業務処理 の速 さにつ いてネッ トワー ク化 を図る

ことが非常に効 果のあることがわか る。

次に、 「管理 す る立場」か らみた効果につ いて全産業 でみ ると、「企業

競争力の強化」が63,8%と 最 も多いが、前年 の調査結果 よ りも7.0ポ イン

ト減少 してお り、逆に 「経営戦略決定の迅速化 ・正確化」が同4.0ポ イン
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第1-3-32図 ネ ッ トワークシステムにかかわる減価償却費の割合

建灘[二 二 ニココ コ=[]
,'1

製造素材〔=コ ニニ ロ=コ一 ■＼}＼ /ア

製造加工

=エ ＼ 、 ＼'、 ・ 、 ＼ 、 ＼1

商社 ・卸

小売業[二=コ ニ ユ[コ
.,一 … 一淫 三;二=・ 暴 瀞`哩 巳「==ニ …`㌧/1

金融保険
、＼=こ 一

寧遡._こ ㌔ ～ 一'・、

運輸倉庫

〆 〆 功 !'!1

サー ビス一'"〆,1 /!

・・他〔=コ コ〔 〔 コエ 〕
＼ ＼ ＼ ＼さ ご・＼

全 体1 ① ・關 戯 ・ i
⑨ ⑩

1

0102030405060708090100%

①:0円 、②:100万 円未満、③:100万 円以上200万 円 未満 、④:200万 円

以上300万 円未満、⑤:300万 円以上500万 円未満、⑥:500万 円以上700万 円

未満、⑦:700万 円以上1千 万円未満、⑧:1千 万円以上1億 円未満、⑨:

1億 円以上10億 円未満 、⑩:10億 円以上

「ネ ッ トワー ク化動 向調査 」(㈱ 日本 デー タ通 信 協 会)に よ り作 成

(注)コ ン ピュー タ、 端 末機 器 、 交換 機(PBXを 含 む)、 多重化 装

置 、 及 びLAN等 の 設備 に対 す る減 価償 却 費 を業種 別 に 構 成 さ

せ た数 値 であ る。

ト増加 し、「資金決裁の迅速化 ・資金運用 の効率化」が同3.3ポ イン ト、

「社 内決定 ・決裁の迅速化 」が 同1.5ポ イン トとそれ ぞれ増加 してい る。

このこ とか ら・ 自社の競争力の強化が依 然ネ ッ トワー ク化の効果の中心
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第1-3-33図 ネ ッ トワークシステムにかかわ る人件費の割合

建設設備

製造素材

製造加工

商杜 ・卸
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全 体 ①②56㌘ ⑧ ⑨ ⑩

③ ④

01020304050.60708090100%

①:0円 、②:100万 円未満、③:100万 円以上200万 円未満、④:200万 円

以上300万 円未満、⑤:300万 円以上500万 円未満、⑥:500万 円以上700万 円

未満、⑦:700万 円以上1千 万円未満 、⑧:1千 万円以上1億 円未満、⑨:

1億 円以上10億 円未満 、⑩:10億 円以上

「ネットワー ク化動向調査」(働 日本データ通信協会〉

(注)'ネ ットワークシステムにかかわる部門の従業貝に対する給与

を業種別に構成させた数値である。

であるが、一方、社 内におけ る意思決定の迅速化に対 してネッ トワー ク

化の効果が大 き くな りつつあるこ とがわかる。
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第1-3-34表 情 報通信ネッ トワ舜クの利用 による効果

(利用する立場) (%)

建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸 小 売 金融保険 運輸倉庫
サービス 全 産業

事務処理 ・業務処理者が省力化された 58.3 62.3 50.0 46.3 60.0 68.2 44.6 56.9 57.1

.事務処理 ・業務処理が迅速に処理できた 91.7 81.1 84.2 87.8 87.3 75.0 75.0 84.7 8工.6

事務処理 ・業務処理がより正確に処理できた 4L7 39.6 34.2 39.0 50.9 46.6 41.1 38.9 41.8

不可能であった事務処理 ・業務処理が可能になった 20.8 28.3 39.5 29.3 25.5 27.3 28.6 37.5 29.9

デー タを有効に活用できるよ うになった 45.8 41.5
L

52.6 46.3 38.2 21.6 33.9 26.4 37.0

顧客サー ビスの改善 ・充実がはか られた 2.1 24.5 25.0 24.4 23.6 58.O 53.6 19.4 30.7

サービスの地域・期間の拡大・延長がはかられた 16.7 13.2 14.5 7.3 7.3 17.0 7.1 12.5 '12 .5

(管理する立場) (%)

建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸 小 売 金融保険 運輸倉庫 サービス 全産業

社 内決定 ・決裁の迅速化 70.7 41.7 47.1 38.9 38.5 19.5 15.1 40.3 38.2

資金決裁の迅速化 ・資金運用の効率化 39.0 37.5 19.1 30.6 30.8 39.1 22.6 28.4 30.9

顧客の確保、取引の拡大 29.3 56.3 55.9 55.6 36.5 81.6 蔭9,8 4L8 54.9

ニユービジネスの実現 0.0 2.1 5.9 0.0 9.6 16.1 15.1 19.4 10.5

企業競争力の強化 41.5 58.3 72.1 58.3 51.9 78.2 77.4 64.2 63.8

経営戦略決定の迅速化 ・正確化 61.0 43.8 41.2 ・41
,7 65.4 24.1 32.1 3L3 40.0

「ネ/ト ワー ク化動向調査」(㈲ 日本データ通信協会)に より作成

(注)ネ ットワー クの利用による効果 として挙げた 〔3つ ずつ回答を選択)企 業数が、それぞれの業種全体の企業数に占め

る割合である。

(エ)ネ ッ トワー ク化 を図 る上での 阻害要因/

第1-3-35表 に、各企業が今 後ネ ッ トワー ク化 を図 ってい く上での

阻害要 因 とな ると考 えられ る項 目を示 している。

全産業でみ ると、 「コス ト負担の増加」が86.4%と 最 も多 く、前年 の調

査結果 よ りも4.0ポ イン ト増加 している。景気 の低迷や収益 の減少 を反映

して、 回線、 ソフ トウェア、ハー ドウェア、及 び運用保 守費等の経費の

負担感が各企業 ともに大 き くなっているこ とが わか る。

(3)社 会の情 報化

我が 国にお いては、企業 ・産 業界、家庭等 におけ る情報化の進展 とと

もに、地域社会において も情報化への様 々な取組が行われてお り、社会
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第1-3-35表 今後ネ ットワーク化 を図ってい く上での阻害要因

(%)

建設設備 製造素材 製造加工 商社 ・卸 ・1・ 売 金融保険 運輸倉曜 サービス

一
1全産 業

コス ト負担の 増加(回 線、 ソフ トウ ェア 、
ハー ドウエ ア、運 用 保 守費 等1

87.5 76.5 893 82.9 83.3 95.2 87.3 87.3

一

864

安全 ・信頼性の不十分さ 229 45.1 21.3 19.5 22.2 33.3 10.9 28.2

一

25.3

プロトコルの整合の不十分 さ
一

37.5 37.3 42.7 5L2 35.2 34.5 4L8 38.0

一

39.7

開発 ・運用 ・保守等の人材不足 813 72.5 56.0 53.7 68.5 56.0 72.7 71.8

一

65.0

VAN、 デー タ通信等で適切なサービスが

提供されていない
8.3 5.9 6.7 7.3 7.4 2.4 9.1 9.9

一

7.0

ネソトワー ク化対象 となる企業間で調整か
難航すること

16.7 19.6 24.0 29.3 33.3 14.3 291 7.0

一

20.8

既存の取引ルール等の法的制度が不十分な
こと

8.3 3.9 8.0 9.8 5.6 8.3 5.5 7.0

一

7.0

既存の業法等が制約となること
一

0.0 7.8 8.0 2.4 5.6 6.0 5.5 5.6

一

7.2
一

「ネットワー ク化動向調査」(㈲ 日本デー タ通信協会)に より作成

〔注)今 後ネッ トワー ク化を図っていく上での阻害要因としてあげた(3つ ずつ回答を選択)企 業数が、それぞれの業種全

体の企業数に 占める割合である。

全体 としてバランスの とれた情報社会 を実現 させ てい くためには、 よ り

豊かで充実 した社会生活の実現 に向けた情報化の推進 が猶要である。

ここでは、総合情報提供、生涯学習、医療 ・福祉、交通等の分 野にお

ける情報化の動 向について、主な先進事例 をもとに社会の情報化 を概観

する(第1-3-36表 参照)。

ア 行政情報提供分野

行政情報の提供 につ いては、市民の生 活やサー ビス等の向上 を図 ると

ともに、地域住民に対 して、地域社会の活性化 及び情報化 を図 ることを

目的 として、一 元的、総合的、最新の地域サー ビスの情報 が様々に提供

されてい る。長野県飯 田市 では、加 入電話 回線の空 き時間 を利用す るオ

フ トー ク通信網 を介 して、通信セ ンター とオフ トー ク通信網 に加入 して

いる各家庭が電話回線 で接続 され、地域の総合的 な情報が効果的に家庭

に提供 されている(第1-3-37図 参照)。

提供情報 としては、次のよ うな ものがある。
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第1-3-36表 社会における情報化例

用 途

一

使 用 例

地域行政等 行政窓ロサービス、行政情報提供、公共施設利用案内、図書館情報ネット

ワー ク等

教 育 ・学 習 学校教育支援、生涯学習支援等

保 健 ・医療

・福 祉

保健 医療 、救 急 医療 、緊 急 通報 、福 祉 活動 支 援 等 、コ ミュ ニ テ ィ カー ドサー

ビ ス等

防災 ・監視

等

防 災情 報 提 供 、 気 象 ・水 防情 報 提 供 、 公害 監 視 、 ホ ー ム セ キュ リテ ィサー

ビ ス、 自動 検 針 等

交 通
一

道路 ・交通 情 報 提 供 、駐 車 場 情 報 、バ ス ロ ケー シ コン等

生活情報等 タウン ・イベント情報提供、観光物産情報提供、農山漁村生活情報提供等

産業振 興 産業情報提供、商店街情報、農林水産物市況情報提供、漁海況情報提供、

農林漁業技術情報提供、病害虫発生予察情報提供等

第1-3-37図 総合行政情報提供の例

消防署 ・警察署等

緊急通報

自治会 ・市民団体等

町内情報 議会 ・市役所

各種イベントやサークル 通信センター 行政関連情報

情報等

専用回線 音
声

音声

NTT

ケー ブ ル テ レ ビ

音声 映像

公衆回線

(オフ トーク通信網)

音声

國 オ フ トー ク ス ピ ー カ ー

家 庭
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① 市政情報(市 政に関する情 報、イベ ン ト・催 し物の案 内、市議会の

生中継等)

② くらしのための情報(市 役所等への届出、健康に関する情報、ボラ

ンテ ィア等 に係 る福祉 情報等)

③ 余暇情報(地 域サー クル活動や地 区市民セ ンター等で開催 されてい

る講座 ・教室についての案内等)

④ 地域 の歴 史

⑤ 災害、火災時の緊急通報

さらに、各家庭では、 オフ トー クス ピー カーか ら音声で、各種情報 を

入手す る以外 に、ケー ブルテレビでオフ トー ク通信 で提供 されている情

報の背景映像や市議会の生 中継が視聴 で きる。

この ように、地域社会 に密着 した総合的な情報提供 については、電気

通信サー ビスや放送 サー ビスを組 み合 わせて、文字や音声、映像等 の情

報が提供 され る動 きが ある。 このよ うな動 向は、今後の社会におけ る情

報化の進展 を先導 してい くもの として期待 される ところである。

図1-3-38郵 政省オンライン広報システム

一

園図図
(パ ソコン会員)

一

圏周圏
(ビデ オテッ クス加入者)
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また、郵政 省は、5年1月 よ りパ ソコン通信サー ビス及び ビデオテ ッ

クスサー ビス を利用 して、「郵 政省 オンライン広報 システム」に よ り、報

道発表に供 した郵政行政情報 を提供 している(第1-3-38図 参照)。 こ

のシステムは、情報提供網 の拡大・強化 を図 り、 多 くの国 民や企業等が、

郵政行政の各種情報 を簡便 に入手で きるよ うに、 その機 会 を拡大す るこ

とを 目的 としている。

イ 教育 ・学 習分野

労働時間の短縮 、週休2日 制、長寿化等か ら個人の 自由時間が拡大 し、

国民生活においては、 これ までの物質的 な豊か さに加 え、精 神的な豊か

さの充実が求め られてお り、余暇の過 ごし方 が問われて いる中、生涯学

習 へ の関心が高 まっている。

この よ うな状況 におい て、既存の文化情報や学習情報 を素早 く確実に

入手 して、市民等が 自主 的に気軽に学 習活動 に参加 できる体制 を整備す

ることを 目的 として、生涯学習情報提供 に係 るネッ トワー クシステムが

構築 、利用 されてい る例がみ られ る(第1-3-39図 参 照)。

生涯学習情報ネ ッ トワー クシステムでは、公民館や図書館、体育館、

地区市民センター、保健 センター等に設置されているパ ソコン端末か ら、

学習情報 デー タベー スにア クセスす ることに より、例 えば次の よ うな情

報が入手で きる。

① 講座教室情報(今 学 びたい講座や 講習会 が、 いつ、 どこで行われて

いるかな どに係 る情報)

② 団体 ・サー クル情報(ど こに、 どの ような 目的 でどん な活動 をして

いる団体が あ るのかな どに係 る情報)

③ 講師 ・指導者情報(ど こに、 どの ような ことを指導で きる入がい る

のか などに係 る情報)

④ 施設情報(ど こに、 どの ような施設があ り、その場所へ の交通機関
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生涯学習情報ネ ットワークの例

学習情報データベース

講座教室情報

団体サークル情報

欝 濁 コ

ホ ス トコ ン ピュ ー タ
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本庁 地肇努 一 壁 セン 公民館

墨1壽
パ ソコン端 末

は何かなどに係る情報)

⑤ 図書情報(県 立図書館等における蔵書の種類 貸出し及び返却に係

る情報)

⑥ 施設予約情報(公民館や体育館等の公共施設の予約状況に係る情報)

このようなシステムの活用より、生涯学習関係の情報が体系化され、

学習を行お うとす る市民等は講座 ・教室等の情報を得ることができ、学
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習意欲や参加意欲が高 まるな ど、地域社会 の学 習活動 の推進及 びよ り一

層 の市民サー ビスの向上 につなが っている。

今後は、一般家庭 のパ ソコン等の端末か らの 自由なア クセ スが可能 と

な るなど、生涯学習 に係 る総合的 なネ ッ トワー クシステムの構築が望 ま

れ る。

ウ 医療 ・福祉分 野

(ア)保 健 ・医療 支援

高齢化社会 における地域住民の健康づ くりや健康意識 の高揚等 を目的

として、医療 情報 を記憶 したICカ ー ドを媒体 として、保健医療 カー ド

システム に登録 された総合病院 と病院や 診療所 、健康福祉総合 センター

等 を結ぶ システムがテ レ トピア指 定地域 等で導 入 されて いる例が ある。

このシステム を利用す るこ とに よ り、 次のよ うな効果が ある。

① 医療機関 は、ICカ ー ドを介 して、 すべ ての検査、投薬情報等 を即

座 に知 るこ とがで き、診療 に役立て ることが可能 とな り、効率 的な医

療 を迅速に患者 に提供 できる。

②ICカ ー ドには救急情報が入力 されてお り、 カー ド保 有者が不慮の

事故等 に遭遇 した場合、直 ちに姓名 、住所、年齢等 身元が判明す ると

ともに、特異体 質の有無、既往 歴等の入力情報 によ り、迅速かっ有効

な医療 を受け るこ とが可能 である。

③ 住民 は、ICカ ー ドを保有す ることに より、 自分 の生涯の保健 、医

療情報 を自分 で所有す るこ ととな り、有効 な医療 を受け るこ とがで き

るとい う大 きな安 心感 を持つ ことがで きる。

なお、個 人のプ ライバ シー保 護対策 としては、本人の 申出に よる感染

症等の病歴情報のICカ ー ドへの入力拒否が可能 であ り、 さらに、患者

の情報入手 に際 してはセキュ リティカー ドを用 いるなどのセ キュ リティ

の確保 も配慮 されてい る特長が ある。
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また、患者宅 と病院や診療所、健康福祉総合 センター を、双方向ケー

ブルテ レビ伝送路 を介 して結 び、医師は患者の訴 えを直接聞 き、看護婦

や患者 に適切 な指示 を与 えるシステムの導入が検討 されている。

患者か ら緊急連絡 を受 けた看護婦や保健婦 は、携帯用 カ メラとマイ ク

を持 って患者宅 を訪 問 し、患者の表情や外傷 患部の映像 、血圧 、体温等

の基礎 デー タを伝送 し、適切 な処置方法につ いての指示 を受け るもので

ある。

これによ り、短時間に患者の状態を把握 し、適切 な医療 を施せ る とと

もに、医療過 疎問題 の克服に もつなが ることが期待 される。

(イ)在 宅福祉支援

高齢者 を対象 とした在宅福祉支援 としては、微弱電波 の利用によ り、

痴呆による俳徊行動が ある在宅老 人に痴 呆性老人俳徊感知機器(小 型送

信機)を つけ、老人が屋 内受信機 のループセ ンサー を通 ると、即座に送

信機 が作動 し、 ランプ と警報音 で家族に外 出を知 らせ るシステムの利用

の例 がある。

また、大分 県大分市 では、ひ と り暮 らしの老 人向けに、在宅老人 コ ミュ

ニ ケー シ ョンシステムが構築 されている(第1-3-40図 参照)。 屋 内の

電話機の本体や コー ドレスのペ ンダン ト型発信機には、 緊急 ボタンがつ

いてお り、 日常生活 に合わせ て使 い分 けが可能 とな っている。

急病や事故 等の緊急事 態が発生 した場合、老人が緊急 ボタンを押す と、

老人ホームの緊急通報センターのパ ソコンシステムが作動 し、 まず、老

人宅 に自動的 に電話がかか る。老人宅の応答が ない場合 は、パ ソコンに

登録 されてい る近隣のボ ランティアの連絡協力員 に 自動発信で電話がっ

なが り、老人宅 に様子 を見にいって もらい、報告 に よっては、救急車や

医師が手配 され るなど、高齢化社会において、生 活に根 ざした情報化が

進展 している。
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第1-3-40図 在宅老人 コミュ=ケ ーションシステムの例

通報ンステム

パ ソ コン通信

(デ ー タメ ンテナ ンス)

ζ三 『ス

整甦
福祉課

工 交通分野

現代社会において、違法駐車や都市部における駐車場不足、慢性的な

交通渋滞、交通事故の多発、都市環境の悪化等、車社会がもたらす弊害

が問題 となっている。このような交通社会において、交通渋滞、交通混

雑、交通規制の実施等各種の道路交通情報に対 して、標識や表示板、路

側通信設備等の整備等により、情報収集及び情報提供に係るシステムの

拡充、高度化が推進されてお り、一般道路利用者に対 して迅速かっ的確

な道路交通情報が提供されている。例えば、既存の民間駐車場等を含め

た駐車場の効率的な利用を体系的に図ることなどを目的 として、愛知県

豊田市では、都心に向かう市内主要道路沿いに設置された案内板に、駐

車場の位置や満車 ・空車 ・閉鎖等の利用状況 とともに、駐車場に至る道

路の渋滞状況が表示されている。また、漏洩同軸ケーブルを使った路側

通信やテレホンサービスによる道路情報 も併せて提供されており、違法
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駐車場情報を表示する案内板

な路上駐車の抑止や空 き駐 車場探 しの俳徊車両の削減、 ドライバーに対

す る駐車意識の啓発等 につながってい る。

オ その他 の分野1

佐賀 県伊万里市では、田や畑に出て働 く留守がちな家庭向けに、プ リ

ンタを内蔵 した安価 な端末 と電話回線 との組み合 わせ による電子 メール

サービス と自動遠隔検針等 のサー ビスか らなるテレメー タVANが 利用

されてい る例が ある。

電子 メールサー ビスの利用は、緊急を要す る連絡 時に効果が あ り、農

業協 同組合や市役所 か らの連絡用 として利用 されているほかに、住民の

声 を直接聞 くこ とがで きるアンケー トに も盛んに利用 さ弛 ている。

また、テ レメー タVANに よ り、水道 とガスにおいて 自動遠 隔検針サー

ビス も行 われてお り、市 の水道局 とガス会社 か らの リモ コン操作で検針

されてい る。例 えば、ガス漏れの場合 は、センサーが感知 しガ スの供給

をス トップ し、 同時にガス会社 か らその家庭 に連絡 をとり、状況 を確認

す るようになってい る。
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テ レメータVANの 家 庭用端宋機

地域社会 におけ る情報化 は、各々の地域 が主体 とな り、ビデ オテック

スやパ ソコン、多機能電話等 メデ ィアの もつ特性 を生か しなが ら、最適

な情報通信 システムの構築や普及が進め られている。

また、最近の動 向 としては、双方向機能 を有す るケー ブルテレビの導

入が顕著 であ り、新 しい メディア としてのオフ トー ク通信 の導 入 も進め

られてい るな ど、二志一 メディアの定着や その特性 を生か した活用の普

及発展 が期待 され る状況 にある。

今後は、様々 な通信 ・放送 メディア等 を利用す るこ とによ り、豊かで

ゆ とりあ る生活の実現 、地域社会の振興 、医療 ・福祉の向上等が図 られ

るような情報化の進展 が必要で あると考 え られ る。


